
主 な 施 策 等 一 覧

名   古   屋   市

令和 2 年度



 

 

 
 

「事業の概要」欄に関連するＳＤＧｓ の目標（17項目）を示しています。 

各目標の内容については以下のとおりです。 
 

 

 

あらゆる場所のあらゆる形態の

貧困を終わらせる 

  

 

各国内及び各国間の不平等を是

正する 

 

 

飢餓を終わらせ、食料安全保障

及び栄養改善を実現し、持続可

能な農業を促進する 

  

 

包摂的で安全かつ強靱
きょうじん

（レジ

リエント）で持続可能な都市及

び人間居住を実現する 

 

 

あらゆる年齢のすべての人々の

健康的な生活を確保し、福祉を

促進する 

  

 

持続可能な生産消費形態を確保

する 

 

 

すべての人々への包摂的かつ公

正な質の高い教育を提供し、生

涯学習の機会を促進する 

  

 

気候変動及びその影響を軽減す

るための緊急対策を講じる 

 

 

ジェンダー平等を達成し、すべ

ての女性及び女児の能力強化を

行う 

  

 

持続可能な開発のために海洋・

海洋資源を保全し、持続可能な

形で利用する 

 

 

すべての人々の水と衛生の利用

可能性と持続可能な管理を確保

する 

  

 

陸域生態系の保護、回復、持続
可能な利用の推進、持続可能な
森林の経営、砂漠化への対処、
ならびに土地の劣化の阻止・回
復及び生物多様性の損失を阻止
する 

 

 

すべての人々の、安価かつ信頼

できる持続可能な近代的エネ

ルギーへのアクセスを確保する 

  

 

持続可能な開発のための平和で
包摂的な社会を促進し、すべて
の人々に司法へのアクセスを提
供し、あらゆるレベルにおいて
効果的で説明責任のある包摂的
な制度を構築する 

 

 

包摂的かつ持続可能な経済成長
及びすべての人々の完全かつ生
産的な雇用と働きがいのある人
間らしい雇用（ディーセント・
ワーク）を促進する 

  

 

持続可能な開発のための実施手

段を強化し、グローバル・パー

トナーシップを活性化する 

 

 

強靱
きょうじん

（レジリエント）なイン 

フラ構築、包摂的かつ持続可能

な産業化の促進及びイノベーシ

ョンの推進を図る 

   

   
※ＳＤＧｓ： Sustainable Development Goalsの略。持続可能な開発目標。平成 27年 9月の国連サミット

において、健康や教育、経済成長、気候変動に関するものなど、国内外の課題解決に向けて掲

げられた国際目標です。 

※ 



令和２年度主な施策等一覧（防災危機管理局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 災害救助基金の設置 1,900,000 1

避難所開設キットの配備 22,000 2

拡 充 地域強靱化計画の改定 1,500 3

災害対策本部移設工事 224,671 4

災害用食糧等の備蓄 157,298 5

地区防災カルテを活用した防災活動の推進 30,388 6

東海豪雨20年事業 1,000 7

被災地域への支援、交流事業 63,514 8



 



－１－ 

 

令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 （新規）災害救助基金の設置 草案頁 ３３頁 

予 定 額 １，９００，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

災害救助の円滑かつ迅速な実施を図るため、災害救助法に基

づく救助実施市の指定を内閣総理大臣から受けたことに伴い、

災害救助法第２１条第１項に規定する費用の支弁の財源に充て

るため、名古屋市災害救助基金を設置するもの。  

(1) 救助実施市の指定日 

令和元年１２月２日 

(2) 救助実施市の効力発生日 

令和２年４月１日 

 

 

２ 内容 

災害救助法に基づく避難所運営や応急仮設住宅の供与等の応

急救助の費用の支弁の財源に充てるため、法令上必要となる最

少積立額を踏まえ１９億円を基金として積み立てる。 

 

 

（参考）救助実施市について 

平成３０年６月に災害救助法の一部が改正され、相応の災害

対応能力を持つ指定都市を、都道府県と同様に法に基づく救助

の実施主体に指定できる「救助実施市制度」が創設された。   
担 当 課 危機管理企画室           電話９７２－３５２３ 
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令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 （新規）避難所開設キットの配備 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ２２，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  避難所開設時に最低限必要となる物品を集約した避難所開設

キットを配備することにより、すみやかな避難所開設及び避難所

運営の支援を図る。 

 

２ 配備場所 

  全指定避難所 

 

３ 主な配備内容 

(1) ビブス 

(2) 文房具（鉛筆、定規、用紙、カッターなど） 

(3) 養生テープ 

(4) 懐中電灯 

 

４ 活用方法 

  避難所開設キットを活用し、より実践的な訓練を実施するとと

もに、避難所の特性などに応じた物品を住民が主体的に検討する

ことで、自主運営の意識の定着を図る。 

担 当 課 地域防災室            電話９７２－３５９１ 
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令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 （拡充）地域強靱化計画の改定 草案頁 ３３頁 

予 定 額 １，５００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

国において国土強靱化基本計画が見直されたことに伴い、

「名古屋市地域強靱化計画」について、愛知県の動向を踏まえ

つつ計画の見直しを実施する。 

 

 

２ 内容 

名古屋市の強靱化に関する施策を総合的、計画的に推進する

指針として、推進すべき施策の方針及び優先的な取り組み事項

などを改定する。 

 

 

３ スケジュール（予定） 

令和２年４月～ 改定内容検討 

秋頃  改定案の作成 

パブリックコメントの実施 

令和２年１２月 地域強靱化計画の改定 

 

担 当 課 危機管理企画室           電話９７２－３５２３ 
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令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 （拡充）災害対策本部移設工事 草案頁 ３３頁 

予 定 額 ２２４，６７１千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  市役所東庁舎８階の災害対策本部について、大規模災害への対

応に必要な規模と迅速な意思決定を図るための情報共有機能等

を確保するため、東庁舎１階へ移設するとともに、設備の増強を

行う。 

 

２ 工事内容 

 (1) レイアウト変更に伴う庁舎改修 

 (2) 既存設備の移設・増強 等 

 

３ 主な災害対策スペースの面積 

区 分 移設前 移設後 

災害対策本部室 ９６㎡ １４６㎡ 

情報センター ７２㎡ ２１４㎡ 

 

４ スケジュール（予定） 

  令和元年度  工事（災害対策本部室等） 

  令和２年度  工事（情報センター等） 

  令和２年度中 運用開始 

担 当 課 危機対策室            電話９７２－３５２２ 
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令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 （拡充）災害用食糧等の備蓄 草案頁 ３４頁 

予 定 額 １５７，２９８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

名古屋市災害対策実施計画に基づき、引き続き、指定避難所や

備蓄倉庫等において災害用食糧等の段階的な充実を図る。また、

 飲料水については、一時的な断水や発災直後の混乱への対応等を

目的とし、現在配備されていない津波浸水想定学区以外の指定避

難所へも配備を行う。 

 

２ 令和２年度配備 

(1) 対象区 

区 分 増 量 更 新 

食 糧 中村、瑞穂、緑（※１） 中村、瑞穂、熱田、緑 

飲料水

千種、東、北、西、中村、

中、昭和、瑞穂、熱田、

南、守山、緑、名東、 

天白（※２） 

中村、瑞穂、熱田、緑 

（※３） 

 ※１ 津波浸水想定がなく、洪水浸水想定のある学区 

 ※２ 津波浸水想定学区以外 

 ※３ 津波浸水想定学区 

 

(2) 令和２年度の購入量及び年度末備蓄量 

区 分 購入量 年度末備蓄量 

食 糧 約４２万食 約１７５万食

飲料水 約１６．０万  約２９．７万  

※ その他、紙おむつ、生理用品等を購入予定 

担 当 課 地域防災室            電話９７２－３５９１ 
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令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 
（拡充）地区防災カルテを活用した 

防災活動の推進 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ３０，３８８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  地形や災害リスクなどの地域特性や地域における防災活動の

状況など、地域防災に関する各種情報を整理した「地区防災カル

テ」を活用し、よりきめ細かな防災活動を推進する。 

 

２ 主な事業内容 

(1) カルテを活用した地域との話し合い 

  ・ 課題の洗い出し 

  ・ 地域避難行動計画 

(2) 地域特性に応じた防災活動の支援 

  ・ 指定避難所開設・運営訓練 

  ・ 宿泊型訓練 

  ・ 各種講習 

 

＜地区防災カルテを活用した防災活動の推進イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 地域防災室            電話９７２－３５９１ 

 

 

地域との話し合い 地域特性に応じた防災活動



－７－ 

 

令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 （拡充）東海豪雨２０年事業 草案頁 ３５頁 

予 定 額 １，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  本市に甚大な被害をもたらした東海豪雨から２０年の節目を

契機として、東海豪雨を始めとした、近年激化する豪雨災害から

得た教訓を啓発することで、災害記憶の風化を防止するととも

に、市民の防災意識の醸成を図る。 

 

 

２ 事業内容 

 (1) 時期 令和２年９月頃（予定） 

 (2) 内容 ・講演会 

      ・パネル展示 等 

 

担 当 課 危機対策室            電話９７２－３５２６ 
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令和２年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （拡充）被災地域への支援、交流事業 草案頁 ３５頁 

予 定 額 ６３，５１４千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  東日本大震災における被災地の復興のため、引き続き陸前高田

市への職員派遣をはじめとした様々な分野での支援を進める。 

また、両市の関係をこれまでの支援中心の関係から友好都市間

の交流関係へと一層発展させるため、奇跡の一本松後継樹の植樹

に合わせた交流イベントの開催や市民交流団の派遣などの事業

を展開する。 

 

２ 主な内容 

(1) 職員派遣 

職務に精通した職員を派遣し、陸前高田市の復興を支援 

(2) 産業支援 

陸前高田産品の販路開拓を図るなど、現地企業を支援 

(3) 医療支援 

看護の中核的人材の育成を図るなど、陸前高田市の地域医療

を支援 

(4) 交流支援 

友好都市交流イベントや市民交流団の派遣など、友好都市協

定に基づく両市間の交流を推進 

(5) 報告会等 

被災地派遣職員による講演会や行政丸ごと支援を振り返る

シンポジウムの実施など、本市の被災地域支援を通じて得られ

た経験や教訓などを市民等に伝える取り組みを実施 

 

 

 

担 当 課 危機対策室            電話９７２－３５８５ 
 

 



令和２年度主な施策等一覧（総務局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 救急・災害医療センター（仮称）の設計等 360,000 1

手術支援ロボットの購入 280,000 2

マイナポイントの利用に係る申込み支援 162,836 3

拡 充
高等教育の修学支援新制度に係る入学料・授
業料の減免等

39,981 4

施設に関する基本構想の策定 5,000 5

杉原千畝「命のビザ」発給80年事業 11,000 6

市長選挙の執行準備 128,185 7

持続可能な行政運営に向けた課題に関する検
討調査

8,000 8

国勢調査の実施 1,216,197 9

持続可能な行政運営に向けた働き方改革の推
進

37,000 10

継 続 第20回アジア競技大会等の推進 201,112 11

中部国際空港の二本目滑走路整備に向けた本
市への影響調査

9,000 12



 



令和２年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 
（新規）救急・災害医療センター（仮称）

の設計等 
草案頁 ３２頁 

予 定 額 ３６０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

全市的な課題である、高齢化の進行に伴う市内の救急搬送件数

の増大や南海トラフ巨大地震等発生時の被災患者に対する災害

医療活動、救急科専門医不足に対する人材育成に対応する市立大

学病院機能強化のため、救急・災害医療センター（仮称）の基本

設計等に対する貸付金 

２ 内  容 

 （１）基本設計 

    令和元年度に策定した基本計画に基づいて、救急・災害医

療センター（仮称）の建設に向けて、基本設計を行う。 

 （２）運営計画等策定支援委託 

    救急・災害医療センター（仮称）の開院後の運営計画や医

療機器の整備計画等の策定を行う。 

 （３）土壌汚染調査 

    サンプリング試験など必要な調査を実施する。 

３ スケジュール（予定） 

  令和２～３年度 基本・実施設計 

  令和４～６年度 工事 

  令和７年度   開院 

  令和７年度～  既存棟改修 

担 当 課 
企画部大学政策室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）

- 1 -



令和２年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 （新規）手術支援ロボットの購入 草案頁 ３２頁 

予 定 額 ２８０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨  

市立大学病院において、従来の手術に比べて傷口が非常に小さ

く、出血が少ないなど、患者にとってメリットの大きい手術を行

うための手術支援ロボットの購入に対する貸付金 

２ 背景及び内容 

市立大学病院は、地域の中核的医療機関として、高度かつ安全

な医療を提供するとともに、優秀な医療人を育成・輩出している。

現在、手術支援ロボット１台を保有しているが、２～３ヶ月の

手術待ち期間が発生している。 

今後ますますロボット支援手術の需要が高まることが想定さ

れるため、２台目の手術支援ロボットを追加購入するもの。 

担 当 課 
企画部大学政策室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）

- 2 -



令和２年度主な施策等一覧

総  務  局 

事 項 
（新規）マイナポイントの利用に係る申込

み支援 
草案頁 ６８頁 

予 定 額 １６２,８３６千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  国が消費税率引き上げに伴う需要平準化策として令和２年度

に実施する「マイナポイントを活用した消費活性化策」について、

マイナポイント申込みの支援を実施する。 

２ 内  容 

「マイナポイントを活用した消費活性化策」において、国から

付与されるマイナポイントを利用するためには、マイナンバーカ

ードの取得に加え、カードの取得者本人が、インターネットに接

続できる情報端末からマイナポイントの申込み（令和２年７月開

始）を行う必要がある。 

本事業の開始に合わせて、情報端末を所有していない方や、操

作に不慣れな方への申込みの支援を行うため、各区役所及び区役

所支所に申込用の情報端末を設置するとともに、申込みを補助す

る支援員を配置する。 

（参考）マイナポイントを活用した消費活性化策の概要 

実施期間：令和２年９月から令和３年３月まで 

※申込みは令和２年７月から開始 

 事業内容：マイナンバーカードの取得者が事前に申込みを行うこ

とで２万円分の前払い等に対して５，０００ポイント

を上限に、国がポイントを付与（プレミアム率２５％）

担 当 課 
 行政改革推進部情報化推進課 

電話 ９７２－２２５８（内線 ２２５８） 
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令和２年度主な施策等一覧

総  務  局 

事 項 
（拡充）高等教育の修学支援新制度に係る

入学料・授業料の減免等 
草案頁 ４５頁 

予 定 額 ３９，９８１千円 

事業の概要 

１ 趣  旨  

市立大学において、「大学等における修学の支援に関する法

律」に基づく入学料減免や授業料減免制度の変更に伴う経過措

置の実施に対する交付金 

２ 内  容 

（１） 入学料減免（２５，５１４千円） 

該当となる入学者に対する入学料の減免を実施する。 

    （減免区分：全額減免・２／３減免・１／３減免） 

（２） 授業料減免の経過措置（１４，４６７千円） 

法律に基づく授業料の減免の実施に伴い、現行の授業料

減免に比して経済的負担が増加する学生に対して経過措

置を実施する。 

３ 実施時期 

  令和２年４月１日 

  入 学 料 減 免 令和２年４月入学者から適用 

授業料減免の経過措置 令和元年度に在学する学生に適用 

（参考）法律に基づく授業料減免 

該当となる学生に対する授業料の減免の実施 

（減免区分：全額減免・２／３減免・１／３減免） 

担 当 課 
企画部大学政策室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）
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令和２年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 （拡充）施設に関する基本構想の策定 草案頁 ４５頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨  

市立大学において、将来にわたる良好なキャンパス環境の維持

に向けて、施設・設備の整備及び改修を計画的に実施するための

施設に関する基本構想の策定に対する交付金 

２ 内  容  

（１）キャンパス整備の基本方針 

既存の施設・設備の現状と課題を整理し、大学として必要

な施設の機能について検討を行い、安全確保、老朽化したイ

ンフラ対応及びユニバーサルデザイン化などを考慮した維

持管理及び整備の基本的な方針を策定する。 

 （２）施設の中長期計画 

基本方針を踏まえ、市のアセットマネジメントの考え方に

準じ、施設・設備の改築・改修内容、時期、概算費用など、

個別施設の中長期的な計画を策定する。 

担 当 課 
企画部大学政策室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）

- 5 -



令和２年度主な施策等一覧

総  務  局 

事 項 
（拡充）杉原千畝「命のビザ」発給８０年事

業 
草案頁 ６８頁 

予 定 額 １１,０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  ２０２０年（令和２年）に杉原千畝「命のビザ」発給８０年、

生誕１２０年の節目を迎えることから、杉原千畝の“勇気ある人

道的行為を行った功績”と“名古屋とのゆかり”を広く市民に伝

え、市民の誇り、心の財産とするとともに、他人への思いやり、

命の重みなどを次の世代へ継承する事業を実施する。 

２ 内  容 

 （１）顕彰行事の実施 

    有識者による杉原千畝に関する講演や、杉原千畝に関連す

る音楽の演奏等を実施する。 

 （２）遺構の活用 

    瑞穂ヶ丘中学校に残されている旧制第五中学校※の遺構の

近くに銅像を設置し、杉原千畝と“名古屋とのゆかり”の更

なる周知に取り組む。 

※杉原千畝が1912年～1917年まで在学

 （３）まちなかＰＲ 

    駅構内において、杉原千畝に関するパネル等の展示や、杉

原千畝に関連する音楽の演奏を実施する。 

 （４）各区との連携 

    杉原千畝にゆかりのある複数の区と連携し、杉原千畝に関

するパネル巡回展等を実施する。 

担 当 課 
総合調整部総合調整室 

電話 ９７２－２２２３（内線 ２２２７）
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令和２年度主な施策等一覧

総  務  局 

事 項 （拡充）市長選挙の執行準備 草案頁 ６８頁 

予 定 額 １２８，１８５千円 

事業の概要 

１ 任期満了日等 

（１）任期満了日    令和３年４月２７日 

（２）選挙期日     任期満了日前３０日以内 

（３）選挙期日の告示  選挙期日の１４日前 

２ 被選挙権      日本国民で年齢満２５年以上の者 

３ 選挙する数     １人 

４ 供託金       ２４０万円 

５ 選挙運動期間    告示日から選挙期日の前日まで 

６ 選挙公営      ポスター掲示場など 

７ 投票時間      午前７時から午後８時まで 

８ 期日前投票     告示日の翌日から選挙期日の前日までの 

毎日午前８時３０分から午後８時まで 

（各区役所・支所） 

９ 開票所       １６開票所（各区１か所） 

担 当 課 
選挙管理委員会事務局 

電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）
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令和２年度主な施策等一覧

総  務  局 

事 項 
（拡充）持続可能な行政運営に向けた課題

に関する検討調査 
草案頁 ６８頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

   本市の高齢者人口がピークを迎えると見込まれている 

２０５０年頃を見据え、今後の行政運営における課題を調査

したうえで対応策を検討するとともに、その実現に必要とな

る行政資源の活用のあり方について検討調査を行うもの。 

２ 内  容 

   ２０５０年頃を見据えた長期的な市政運営課題を検討す

るにあたり、基礎資料となるデータ収集や調査・分析を行う

とともに、課題を抽出・整理し、その対応策について基礎調

査を行う。 

  （１）調査分析 

    ２０５０年問題におけるデータ・資料の調査分析、課題 

   と対応策についての整理・検討 

  （２）行政資源の活用方法の検討 

    調査分析に基づき今後の行政資源の活用方法を検討 

  （３）有識者等ヒアリング 

    ２０５０年問題における課題と対応策及び行政資源の 

   活用方法について学識経験者等に意見聴取 

担 当 課 
行政改革推進部行政改革推進室 

電話 ９７２－２１８１（内線 ２１８１）
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令和２年度主な施策等一覧

総  務  局 

事 項 （拡充）国勢調査の実施 草案頁 ６９頁 

予 定 額 １，２１６，１９７千円 

事業の概要 

１ 趣  旨  

国勢調査は、統計法に基づくわが国の最も基本的な人口に関する全

数調査（基幹統計調査）で、国内の人口、世帯、就業状態等を明らかに

し、各種行政施策の基礎資料を得ることを目的として、実施する。 

大正９年以来５年ごとに行なわれており、今回はその２１回目に当

たる。 

２ 内  容 

（１）調査期日 令和２年１０月１日（木） 

（２）調査項目（１９項目） 

 （世帯員に関する事項） 

①氏名 ②男女の別 ③出生の年月 ④世帯主との続柄 

⑤配偶の関係 ⑥国籍 ⑦現在の住居における居住期間 

⑧５年前の住居の所在地 ⑨在学、卒業等教育の状況 

⑩就業状態 ⑪所属の事業所の名称及び事業の内容  

⑫仕事の種類 ⑬従業上の地位  ⑭従業地又は通学地 

⑮従業地又は通学地までの利用交通手段 

（世帯に関する事項） 

⑯世帯の種類 ⑰世帯員の数 ⑱住居の種類 ⑲住宅の建て方  

（３）調査結果の公表（予定） 令和３年３月以降順次 

（４）関係事項 

本市では、国勢調査結果を総務省統計局に承認を得て、早期に地

方集計を実施し、学区別、町・丁目別人口等を集計する（任意統計）。

担 当 課 
企画部統計課 

電話 ９７２－２２５５（内線 ２２５５）
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令和２年度主な施策等一覧

総  務  局 

事 項 
（拡充）持続可能な行政運営に向けた働き

方改革の推進 
草案頁 ６９頁 

予 定 額 ３７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  「働き方改革」として全庁的な業務時間の短縮、業務の質の向

上、より付加価値の高い業務へのシフトにつながる取り組みを実

施する。 

２ 内  容 

（１）長時間労働の分析・調査・改善等（事業費 ５，０００千円）

   全庁的な業務時間の短縮を図るため、モデル職場を選定し、

民間のコンサルティングのノウハウを活用した分析や業務改

善等を行う。 

（２）ＩＣＴツールの導入・検討（事業費 ３２，０００千円） 

  ア ＡＩを活用した議事録作成システムの導入 

ＡＩ（人工知能）を活用した議事録作成システムを導入し、

職員が議事録を作成する時間の削減を図る。 

イ ＲＰＡ導入支援の実施 

    ＲＰＡ（人の代わりにパソコン上の定型作業を行うソフト

ウェアロボット）の導入支援を実施し、職員の業務の効率化

を図る。 

  ウ テレワークの試行実施 

    職場以外の場所から庁内ネットワーク環境に接続するた

めの情報基盤を構築し、試行的にテレワークを実施すること

で、生産性の向上や多様な働き方を推進する。 

エ ｅラーニングシステム導入による職員研修の実施 

    職場のパソコンで研修を受講できる 

環境を整備し、より一層効率的・効果 

的な研修を行う。 

担 当 課 

（１）職員部給与課 電話 ９７２－２１３５（内線 ２１３５）

（２）行政改革推進部情報化推進課 

電話 ９７２－２２５８（内線 ２２５８）

職員部人材育成・コンプライアンス推進室 

電話 ９７２－２１２６（内線 ２１２６）
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令和２年度主な施策等一覧 

総  務  局 

事 項 （継続）第２０回アジア競技大会等の推進 草案頁 ４６頁 

予 定 額 ２０１，１１２千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  ２０２６年に開催する第２０回アジア競技大会の推進を図る

ため、大会運営に関する検討等、大会開催に向けた取り組みを

進めるとともに、同年のアジアパラ競技大会の開催可能性検討

を行う。 

２ 内  容 

 （１）第２０回アジア競技大会の推進 

   ア 愛知・名古屋アジア競技大会組織委員会 

    ･ 大会運営（競技・輸送・選手村等）に関する検討 

    ･ 大会開催に向けた広報 等 

   イ アジア競技大会愛知・名古屋合同準備会 

    ･ メイン選手村となる名古屋競馬場跡地の後利用検討 

    ･ 大会開催に向けた機運醸成 等 

   ウ その他 

    ･ 東京２０２０オリンピック・パラリンピックの調査 

    ･ 競技会場改修調査 等 

 （２）アジアパラ競技大会の開催に向けた検討 

   ･ 大会開催可能性検討調査 

   ･ 開催都市契約に係る検討・協議 等 

担 当 課 
総合調整部アジア競技大会推進室 

電話 ９７２－２２３１（内線 ２２３１）
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令和２年度主な施策等一覧

総  務  局 

事 項 
（継続）中部国際空港の二本目滑走路整備

に向けた本市への影響調査 
草案頁 ５９頁 

予 定 額 ９,０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

 中部国際空港において第２ターミナル等空港機能が強化され、航

空旅客数が増加する中、二本目滑走路整備を始めとした更なる機能

強化が市内公共交通機関等へもたらす影響について調査するもの。

２ 内  容 

（１）旅客動態調査 

  中部国際空港を利用する外国人旅客を対象に、本市への訪問

等に関する動態調査を実施する。 

（２）交通機関影響調査 

  中部国際空港を利用する航空旅客の増加が市内交通機関等

に与える影響を調査する。 

担 当 課 
総合調整部空港対策室 

電話 ９７２―２２２４（内線 ２２２４）
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令和2年度主な施策等一覧（スポーツ市民局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 スポーツ戦略の検討調査 10,000 1

第76回国民体育大会冬季大会の開催 14,300 2

東京2020オリンピック聖火リレーの実施 19,622 3

未就学児等や高齢者の交通安全緊急対策 266,700 4

拡 充 障害者スポーツ実施環境の整備等 53,600 5

区役所・支所非常用発電機の整備 214,500 6

瑞穂公園北陸上競技場設備の改修等 249,419 7

市体育館エレベーター等の整備 67,600 8

ＮＰＯへのＳＤＧｓの普及促進 2,000 9

空家等対策の推進 37,401 10

東京オリンピック・パラリンピックホストタ
ウン推進事業

30,000 11

中村区役所等複合庁舎・地下鉄本陣駅間のア
クセス性向上検討調査

47,000 12

千種区役所の改築に向けた仮設庁舎整備調査 11,200 13

コールセンターの受付方法の拡充 10,000 14

継 続 多様な生き方の理解促進に向けた専門相談等 1,450 15

女性の活躍推進認定・認証企業への支援 7,400 16

開 設 コミュニティセンター（１館） 17





令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（教育委員会） 

事 項 （新規）スポーツ戦略の検討調査 草案頁 ４６頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  スポーツにより、地域活動の活性化を推進するとともに、都市

のブランドを確立することで、活力とにぎわいにあふれ、市民が

誇りを持てる都市を実現するために、スポーツ戦略の検討に向け

た調査等を実施する。

（内 容） 

 〇スポーツの戦略的活用調査 

 〇スポーツコミッションの設置に向けた検討 等 

担 当 課 生涯学習部スポーツ振興課    電話 ９７２－３２６１  

― 1 ―



令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（教育委員会） 

事 項 
（新規）第７６回国民体育大会冬季大会 

の開催
草案頁 ４６頁 

予 定 額 １４，３００千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  第７６回国民体育大会冬季大会を岐阜県・愛知県で共同開催す

る。 

（内 容） 

 １ 時期 

   令和３年１月２７日（水）～３１日（日）

２ 会場 

日本ガイシアリーナ 

 ３ 種目 

   スケート（フィギュア・ショートトラック） 

担 当 課 生涯学習部スポーツ振興課    電話 ９７２－３２６１ 

― 2 ―



令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（教育委員会） 

事 項 
（新規）東京２０２０オリンピック 

聖火リレーの実施 
草案頁 ４６頁 

予 定 額 １９，６２２千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

オリンピック競技大会がもたらすスポーツへの関心の高まり

を本市のスポーツ振興につなげるため、東京２０２０オリンピッ

ク聖火リレーを実施する。 

（内 容） 

 １ 時期 

 令和２年４月６日（月） 

 ２ ルート 

 熱田神宮・正門～本宮前 

   矢場町交差点～名古屋城二の丸広場 

 ３ セレブレーション会場 

   名古屋城二の丸広場 

担 当 課 生涯学習部スポーツ振興課    電話 ９７２－３２６１  

― 3 ―



令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（市民経済局） 

事 項 
（新規）未就学児等や高齢者の交通安全緊

急対策 
草案頁 ５７頁 

予 定 額 ２６６，７００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

全国で未就学児や高齢運転者が当事者となる交通事故の相次

ぐ発生を受けて緊急に立ち上げた本市関係部局と愛知県警察に

よる名古屋市交通安全対策緊急プロジェクト会議における協議

を踏まえ、交通安全対策を実施する。 

２ 内容 

(1) 未就学児等交通安全対策事業 

ア 保育所・幼稚園等における交通指導員による交通安全教育

の拡充 

イ ソーシャルマップサービスを活用した保育所・幼稚園等及

び保護者への交通危険箇所の周知等 

(2) 高齢者安全運転支援装置設置促進事業 

 ア 後付けのペダル踏み間違い急発進等抑制装置の設置助成 

対象経費 後付けのペダル踏み間違い急発進等抑制装置の

購入・設置にかかる自己負担分 

対 象 者 満６５歳以上の高齢運転者 

補 助 率 ４／５（うち、２／５は県の事業費助成を活用）

限 度 額 障害物検知機能付 ３２千円 

障害物検知機能無 １６千円 

 イ ドライブシミュレータ等を活用した啓発事業 

 (3) 重点広報 

   本市の実施する交通安全緊急対策について、市民に広く周知

するとともに、交通安全に対する機運の醸成及び注意喚起を図

るため、広報なごや特集号を発行 

担 当 課 地域振興部地域安全推進課     電話 ９７２－３１２１
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令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（健康福祉局） 

健 康 福 祉 局

事 項 （拡充）障害者スポーツ実施環境の整備等 草案頁 ２８頁 

予 定 額 ６６，６００千円                        

事業の概要 

１ 趣旨 

  ２０２０年東京オリンピック・パラリンピックや２０２６年の開催

に向けた検討を行っているアジアパラ競技大会など、障害者スポーツ

振興の重要性が一層高まっていることを受け、本市唯一の障害者スポ

ーツの拠点施設である名古屋市障害者スポーツセンターを中心に、障

害者スポーツの振興をさらに推進する。 

２ 内容 

区分 主な拡充事業 所管局 

障害者スポー

ツの実施環境

整備 

スポーツ施設利用促進マニュアル

作成、指定管理者対象研修実施、

障害者スポーツセンター改修等 

スポーツ市民局

障害者スポー

ツ の 理 解 促

進・普及啓発 

パラリンピック聖火フェスティバ

ル、各種障害者スポーツの体験、

でらスポ名古屋との連携等 

スポーツ市民局

支える人材の

育成・確保 

障害者スポーツフォーラム開催、

福祉施設職員向け出張研修会、学

生インターン受入等 

スポーツ市民局

競技力向上 
競技用補装具マッチング支援（ラ

ボ） 

スポーツ市民局

健 康 福 祉 局

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 

スポーツ市民局  ５３，６００千円 

健康福祉局     １３，０００千円
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令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（市民経済局） 

事 項 （拡充）区役所・支所非常用発電機の整備 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ２１４,５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

南海トラフ巨大地震等発生時に、災害対応活動を７２時間維持

するために必要な電力を確保する非常用発電機を整備する。 

２ 内 容 

区 分 内 容 予定額(千円) 

中区 工事 

※４８７,０００ 

令和２年度 １４６,０００ 

令和３年度 ３４１,０００ 

北区楠支所 

西区山田支所 

中川区富田支所 

港区南陽支所 

守山区志段味支所 

緑区徳重支所 

設計 ６８,５００

※予定額は総工事費（うち令和３年度は債務負担） 

担 当 課 地域振興部区政課          電話９７２－３１１１
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令和２年度主な施策等一覧 

スポーツ市民局（教育委員会） 

事 項 
（拡充）瑞穂公園北陸上競技場設備の 

改修等 
草案頁 ４７頁 

予 定 額 ２４９，４１９千円 

事業の概要 

（趣  旨） 

   陸上競技場改築中の代替施設となる北陸上競技場において、陸

上競技大会の開催に必要な設備の改修等を実施するとともに、瑞

穂公園管理事務所機能を移転する。 

（内 容） 

 １ 陸上競技運営システムの移設 

  〇通信システムの移設 

  〇大型映像装置改修の設計 等 

２ 瑞穂公園管理システムの移設 

  ○集中監視システムの移設 

○セキュリティ機器の移設 等 

 ３ 仮設による必要諸室等の設置 

  ○陸上競技大会運営諸室 

  ○瑞穂公園管理諸室 

  〇競技用備品保管倉庫 

担 当 課  生涯学習部スポーツ振興課    電話 ９７２－３２８５ 
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令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（教育委員会） 

事 項 （拡充）市体育館エレベーター等の整備 草案頁 ４７頁 

予 定 額 ６７，６００千円 

事業の概要 

（趣  旨） 

   利用者の利便性を向上させるため、エレベーター等の整備を実

施する。 

（内 容） 

 １ 整備内容 

 （１）エレベーターの整備 

 （２）車いす用観覧スペースの整備 

 ２ 整備計画 

   令和２年度 工事 

担 当 課 生涯学習部スポーツ振興課    電話 ９７２－３２８５  
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令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（市民経済局） 

事 項 （拡充）ＮＰＯへのＳＤＧｓの普及促進 草案頁 ５０頁 

予 定 額 ２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

ＮＰＯと企業が目標を共有し、協働を促進するため、ＳＤＧ

ｓに関してセミナーの開催や協働事例の情報発信等を行う。 

２ 内 容 

 (1) セミナー等の開催 

   ＮＰＯを対象にＳＤＧｓに関するセミナーを実施し、ＳＤＧ

ｓに取り組む意義等を周知するとともに、ＳＤＧｓを共通の目

標として、協働による社会課題解決のアイディアを企画・検討

するワークショップを実施する。 

(2) 情報の発信 

 ＳＤＧｓに関連するＮＰＯの活動や、協働事例等の情報をウ

ェブ等で発信する。 

担 当 課 地域振興部市民活動推進センター   電話２２８－８０３９
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令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（市民経済局） 

事 項 （拡充）空家等対策の推進 草案頁 ５０頁 

予 定 額 ３７,４０１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

名古屋市空家等対策の推進に関する条例に基づき、空家等の適

切な管理の推進及び活用を促進するため、所有者等に対し適切な

管理に努めるように促すとともに、情報提供その他必要な支援を

実施する。

２ 内 容 

(1) 指導等の実施 

ア 助言・指導・勧告等の実施 

イ 応急措置の実施 

ウ 財産管理人制度の活用

(2) 除却助成（拡充） 

周囲に著しく保安上の危険を及ぼす空家等の除却費の一部

を助成する。 

対象経費 除却に要する経費（工事費) 

補 助 率 １／２以内（うち、１／２は国の助成、１／４は

県の助成を活用） 

限 度 額 ６００千円 

補助件数 ２０件（令和元年度は１５件） 

 (3) 空家等活用支援（拡充） 

空き家の利活用を促進し、管理不適切な空家等の発生の予防

を図るため、空き家を地域の活性化を図る用途に使用する場

合、その改修工事費の一部を助成する。 

対象経費 改修工事費（内外装工事費） 

補 助 率 ２／３以内（うち、１／２は国の助成を活用） 

限 度 額 １,０００千円 

補助件数 ５件 

担 当 課 地域振興部地域振興課        電話９７２－３１２７ 
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令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（観光文化交流局） 

  観 光 文 化 交 流 局

事 項 
（拡充）東京オリンピック・パラリンピック

ホストタウン推進事業 
草案頁 ６４頁 

予 定 額 ３７，０００千円
スポーツ市民局 ３０，０００千円 

観光文化交流局  ７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  本市は２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大

会のホストタウンに、フランス、カナダ、ウズベキスタンを相手

国として登録されていることを受け、相手国との交流事業等を実

施する。 

２ 内 容 

（１）相手国との交流 

ホストタウン相手国の代表選手と市民との交流事業などを

実施する。 

（２）ホストタウン応援委員会による機運醸成 

産学官が連携したホストタウン応援委員会により、ホストタ

ウンの取り組みについての普及・啓発や相手国に対するおもて

なし等を行う。 

担 当 課 
ナゴヤ魅力向上担当部主幹（新たな都市魅力の創出・発信）  

電話972-2225（内線2225）
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令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（市民経済局） 

事 項 

（拡充） 

中村区役所等複合庁舎・地下鉄本陣駅間の

アクセス性向上検討調査 

草案頁 ６８頁 

予 定 額 ４７,０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  地下鉄本陣駅と新庁舎間のアクセス性向上策の検討にかかる

基礎とするための調査を実施するもの 

２ 内容 

 （１）現地測量 

地下鉄、地下埋設物件、地上施設の正確な位置関係を把握

するための測量 

（２）土地調査 

   整備に必要となる用地の調査 

（３）整備案の検討 

・地下通路の経路の検討 

・構造検討（駅接続部、通路、出入口構造物） 

・施工方法の検討（必要施工ヤード、交通規制、仮設工事、

下水埋設物件防護方法等） 

・概算工事費用の算出 

・工程表の作成 

担 当 課 地域振興部区政課      電話 ９７２－３１０９ 
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令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（市民経済局） 

事 項 
（拡充）千種区役所の改築に向けた仮設庁

舎整備調査 
草案頁 ６８頁 

予 定 額 １１,２００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

昭和４５年３月に竣工し、老朽化が著しく、合築施設の耐震

性が確保されていない千種区役所の現地改築に向け、仮設庁舎

を整備するための各種調査を実施。 

２ 内容 

 ・仮設庁舎のレイアウト検討 

 ・仮設庁舎整備予定地の地盤調査等 

３ 仮設庁舎整備予定地 

  東星ふれあい広場（東山公園内） 

※ 名古屋市都市計画基本図(平成27・28年)をもとに作成 

４ スケジュール 

  令和２年度   各種調査 

  令和３・４年度 仮設庁舎整備 

担 当 課 地域振興部区政課          電話９７２－３１０９ 

地下鉄 

東山公園駅 

東星ふれあい広場 
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令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（市民経済局） 

事 項 （拡充）コールセンターの受付方法の拡充 草案頁 ６９頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  多様な市民ニーズに対応するため、自動音声応答システムによ

る電話の振り分けを実施するほか、名古屋市公式ＬＩＮＥで応答

できる内容も充実する。 

２ 内 容 

(1)自動音声応答システムによる電話の振り分け 

用件や市民の希望に応じて、ＬＩＮＥ（自動応答）・ウェブサ

イト（よくある質問）・オペレーターに振り分ける機能を有した

自動音声応答システムを導入する。 

(2)名古屋市公式ＬＩＮＥで応答できる内容の充実 

  名古屋おしえてダイヤルによくある質問や災害時に想定され

る質問を追加する。 

（参考）「名古屋おしえてダイヤル」の概要 

応対分野 電話・メール・ファクス ＬＩＮＥ 

応対方法 オペレーター 自動応答 

運営時間 
朝８時から夜９時 

（年中無休） 

２４時間 

（年中無休） 

受付分野 市政全般 

「戸籍・住民票」 

「資源・ごみの分別」 

「税金」 

「健康・医療」 

担 当 課 市民生活部広聴課          電話９７２－３１３８ 
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令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（総務局） 

事 項 
（継続）多様な生き方の理解促進に向けた 

    専門相談等 
草案頁 ５１頁 

予 定 額 １,４５０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  誰もが性別にかかわりなく人権が尊重される社会の実現を目

指し、多様な生き方に対する差別や偏見を解消し、正しい理解を

広めるための事業に取り組む。 

２ 内 容 

 （１）専門相談事業 

性的少数者に関する悩みや困りごとについて、本人を始

め、その家族や友人、学校関係者などからの相談に対して、

専門の相談員が応じる電話相談（無料）を実施する。 

   ・令和元年１２月開設 毎月第２金曜日 １９時～２１時 

 （２）意識啓発事業 

性的少数者への偏見や差別をなくし、多様な性のあり方へ

の正しい理解を広めるための講演会を実施する。 

担 当 課 
総合調整部男女平等参画推進室 

電話 ９７２－２２３４（内線 ２２３４）
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令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（総務局） 

事 項 
（継続）女性の活躍推進認定・認証企業へ 

    の支援 
草案頁 ５１頁 

予 定 額 ７,４００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  女性がいきいきと輝くまちナゴヤの実現に向け、女性の活躍推

進認定・認証企業の情報発信と支援を実施する。 

２ 内 容 

 （１）女性の活躍推進企業の情報発信 

女性の活躍推進認定・認証企業の取組みを、新聞、地下鉄、

就職展等において学生や企業にＰＲする。 

 （２）就業継続・キャリアアップ支援 

女性のさらなる活躍を推進するため、認定・認証企業の女

性従業員等を対象とした、経営勉強会・キャリアアップ研修・

ネットワークづくりを実施する。また、認定・認証企業と大

学生との交流会を実施する。 

担 当 課 
総合調整部男女平等参画推進室 

電話 ９７２－２２３４（内線 ２２３４）
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令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（市民経済局） 

事 項 （開設）コミュニティセンター（亀島学区） 草案頁 ５０頁 

予 定 額  

事業の概要 

１ 目的・趣旨 

心の豊かさとふれあいのある地域社会の形成を目指し、地域住民

の連帯とコミュニティ活動の推進を図るため、学習、集会等多目的な

利用に供する施設として設置するもの。 

２ 施設の概要

(1) 構  造 鉄骨造２階建ての１階部分 

(2) 延床面積 約 300 ㎡ 

(3) 施設内容 会議室、和室、調理室、事務室、倉庫など 

(4) 場  所 中村区亀島一丁目 5番 30 号－2 

(5) 開  館 令和 2年 7月頃 

(6) 経  緯 旧亀島小学校体育館敷地等活用事業に伴い、コミュニテ

ィセンターの移転開設を行う 

＜予定場所＞ 

担 当 課 地域振興部地域振興課       電話 ９７２－３１１７
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令和2年度主な施策等一覧（経済局)

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 スタートアップ共創促進事業 50,000 1

スタートアップブランド形成事業 50,759 2

スタートアップ企業海外連携促進事業 32,700 3

スタートアップ等販路開拓支援事業 10,000 4

中小企業ブランド等構築支援事業 17,534 5

小中学生起業家育成事業 20,000 6

挑戦型アトツギ育成支援事業 15,730 7

中小企業外国人材雇用支援事業 15,000 8

拡 充 商店街商業機能再生モデル事業 13,000 9

次期産業振興計画の策定 18,000 10

先進技術社会実証支援等事業 45,000 11

ロボット・ＡＩ・ＩｏＴ活用普及促進事業 37,000 12

本社機能等誘致の推進 20,000 13

中小企業金融対策 67,600,000 14

技術系スタートアップ企業等支援拠点の設置 21,500 15

ＣＳＦ（豚コレラ）対策強化 120,000 16





令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 （新規）スタートアップ共創促進事業 草案頁 ６２頁 

予 定 額 ５０,０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  スタートアップ企業の成長を促すため、コーディネーターの配

置や協力企業の認定制度を創設するとともに、オープンイノベー

ションによる既存企業とスタートアップ企業との共創を促進す

るプログラムを実施 

２ 内  容 

 共創を促す仕組みの構築 

   企業、大学、投資家等に関する情報の収集・提供を行うコー 

ディネーターを配置するとともに、スタートアップ企業との共 

創促進に協力する企業の認定制度を創設 

 共創促進プログラム 

ア 技術やアイデアを有するスタートアップ企業を選出 

イ 既存企業に対しスタートアップ企業との関係構築に必要

なスキル等の習得を図るセミナーを実施 

  ウ スタートアップ企業と既存企業とのマッチングを実施 

担 当 課 産業部産業労働課         電話 ９７２－２４１１ 
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 （新規）スタートアップブランド形成事業 草案頁 ６２頁 

予 定 額 ５０,７５９千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  本市のスタートアップ企業と世界の人材とのコミュニティを

形成するため、世界的に著名な起業家等交流プログラムを開催す

るとともに、海外へ発信するための情報誌の発行等を実施 

２ 内  容 

 起業家等交流プログラムの開催 

   なごのキャンパスにおいて、世界的に著名な起業家等交流プ

ログラムである「Venture Café (ベンチャーカフェ)」を開催

し、世界の起業家等が交流するコミュニティを形成 

 情報誌の発行 

   世界各地のスタートアップの状況や支援環境等を紹介する

情報誌として世界的に発信力がある「Startup Guide（スター

トアップガイド）」について、経済団体と連携して政令市で初

めて名古屋版を発行し、海外へ情報を発信 

 交流専門員の配置 

   海外向けに情報発信するための海外スタートアップ等交流

専門員を１名配置 

担 当 課 産業部産業労働課         電話９７２－２４１１
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 
（新規）スタートアップ企業海外連携促進 

事業 
草案頁 ６２頁 

予 定 額 ３２,７００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  地方創生推進交付金を活用して、当地域スタートアップ企業、

ものづくり企業等の海外連携を支援 

２ 内 容 

 (1) 愛知県等とのコンソーシアム立上げ 

   ア コーディネーター等による個別対応の実施 

   イ  ワーキンググループによる事例研究セミナー等の実施 

 (2) 当地域スタートアップ企業等の海外事業展開支援 

    当地域スタートアップ企業等の海外におけるビジネスマッ

チング及びそれに向けた伴走型支援等の実施 

 (3)  当地域ものづくり企業等のビジネスマッチング支援 

当地域ものづくり企業等と招へいした海外スタートアップ

企業との商談、交流会を始めとしたビジネスマッチング支援 

担 当 課 産業部次世代産業振興課       電話９７２－２４２１
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 
（新規）スタートアップ等販路開拓支援 

事業 
草案頁 ６２頁 

予 定 額 １０,０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

本市に本社機能を置くスタートアップ企業等の事業拡大を

支援するため、東京における拠点経費に対して助成 

２ 内  容 

(1) 対 象 者 

   本市に本社機能を置くスタートアップ企業等で、新たに東

京に進出する企業 

(2) 支援内容 

区  分 内    容 

対象経費 東京23区内の拠点における賃料等６か月分 

補 助 率 １/２ 

限 度 額 １,０００千円以内 

そ の 他 
東京進出後５年間は、市内の本社機能及び

事業所規模を維持 

担 当 課 産業部産業労働課         電話 ９７２－２４１１
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 （新規）中小企業ブランド等構築支援事業 草案頁 ６２頁 

予 定 額 １７，５３４千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

地方創生推進交付金を活用し、中小企業による自社ブランドの

構築及び新商品・新サービスの開発等を促進 

２ 内  容 

（１）啓発セミナー等の開催  

  中小企業向けに、自社ブランド構築に必要なスキル等の習得を

図るセミナーを開催 

（２）相談事業の実施 

  デザイン系学生のアイデア等を活用した新たなビジネスプラ

ンの構築や専門家による個別相談を実施 

（３）ビジネスマッチングの支援 

  新商品等を東京圏の展示会で発表し、ビジネスパートナーの発

掘を行う 

（４）情報発信 

  啓発セミナーや成功事例等の情報を小規模事業者が気軽に触

れることができるようＳＮＳ等で発信 

担 当 課 産業部産業労働課        電話 ９７２－２４１１  
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 （新規）小中学生起業家育成事業 草案頁 ６２頁 

予 定 額 ２０,０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

小中学生の起業意識の醸成や起業家的資質の向上を図るため、

成長段階に応じた育成プログラムを実施 

２ 内  容 

 小学生対象プログラム 

   社会や経済の仕組みについてゲーム等を通して学ぶほか、地

元起業家と交流する体験プログラムを休日や夏休み等長期休

暇中に実施 

 中学生対象プログラム 

   アプリ制作等を通してＩＴビジネス起業を学ぶほか、起業を

疑似体験できるプログラムを、休日や夏休み等長期休暇中に実

施 

 区分 人数 回数 

小学生対象プログラム ５０人 ４回 

中学生対象プログラム 

（１ｄａｙ） 
１００人 １回 

中学生対象プログラム 

（３ｄａｙ） 
１００人 １回 

担 当 課 産業部産業労働課          電話９７２－２４１１ 
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 （新規）挑戦型アトツギ育成支援事業 草案頁 ６２頁 

予 定 額 １５，７３０千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

地方創生推進交付金を活用し、中小企業の後継者を対象とした

交流イベント・ワークショップ等を実施し、後継者の事業承継に

対する不安解消や新たな取組に挑戦するベンチャー型事業承継

のマインドを育成することで、第二創業のきっかけとするなど、

円滑な事業承継の促進を図る。 

２ 内  容 

（１）交流イベント 

後継者ならではの苦労や課題解決の取組が共有できるコミ

ュニティ作りを行うためのイベントを開催。 

（２）ワークショップ 

事業承継にあたり直面する課題の解決方法を学ぶためのワ

ークショップを開催。 

（３）アドバイザーによる支援 

交流イベントやワークショップに参加した後継者の個別具

体的な課題に対するアドバイスを行うアトツギ支援アドバイ

ザーを設置し、新規事業や新商品開発に結びつくよう支援。 

（４）ポータルサイト等による事業承継の情報提供 

ポータルサイトやＳＮＳを活用し、事業承継を経験した経営

者による体験事例の紹介やオンラインサポート等を行う。 

担 当 課 中小企業振興センター経営支援課  電話 052-735-2100
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 （新規）中小企業外国人材雇用支援事業 草案頁 ６７頁 

予 定 額 １５,０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  経済のグローバル化とともに企業の人材不足も深刻化する中、

企業の外国人材への関心も高まっており、市内企業における外国

人材の雇用及び定着を総合的に支援するため、外国人材を採用し

ようとする企業や既に雇用している企業を対象にそれぞれの課

題に対応した専門家を派遣 

２ 主な支援内容 

(1) 採用に向けた支援 

  外国人材の採用に向けた社内体制の整備等を支援 

(2) 行政手続等支援 

  在留資格変更手続、転入届出等の行政手続等を支援 

(3) 就労定着に向けた相談支援 

  外国人社員に対する個別相談を実施 

(4) 日本語・ビジネスマナー教育支援 

   国内の商慣習やビジネス用語の教育講座の実施 

担 当 課 産業部産業労働課         電話 ９７２－３０４５ 
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 （拡充）商店街商業機能再生モデル事業 草案頁 ６２頁 

予 定 額 １３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  商店街の商業機能再生を図るためのモデル事業として、空き店

舗の活用を契機とした活性化に取り組むリノベーション事業及

び店舗が連携して先導的な取り組みを行うイノベーション事業

を支援する。 

２ 内 容 

（1）事業プランの策定 

  空き店舗活用による活性化に取り組む商店街又は店舗連携に

より先導的な事業に取り組む商店街組合員を募集・選考し、外部

人材を交えたワークショップにおいて、事業プランを策定する。

（2）事業プラン実施に対する助成 

  事業プランに基づき実施するリノベーション事業又はイノベ

ーション事業に係る経費について、事業者へ助成する。 

区 分 リノベーション事業 イノベーション事業 

補助対象事業 店舗改装等 
商品・サービス開発

等 

補助対象経費 内外装整備費等 原材料、広告宣伝費等

補 助 率 １／２以内 
１／２以内（事業承継

等２／３以内） 

補助限度額 ２，０００千円 １，０００千円 

（3）商業機能再生に向けたフォローアップ 

  ワークショップを経て事業を実施した事業者や商店街に対し

て、事業の自立性や継続性、商店街全体の魅力等を高めるため、

支援機関との連携等によるフォローアップを実施する。 

担 当 課 産業部地域商業課       電話 ９７２－２４３１ 
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 （拡充）次期産業振興計画の策定 草案頁 ６２頁 

予 定 額 １８,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

   本市が目指す産業振興施策及び労働施策の推進のため、新た

な産業振興計画を策定 

２ 計画期間 

   概ね 10 年先の本市の将来を見据え、令和 3 年度から令和 7

度までの 5年間 

３ 策定方法 

本市の経済状況や本市の産業施策の経済波及効果に関する

調査を実施するとともに、有識者や著名な企業経営者等の意見

を踏まえ、計画を策定 

４ スケジュール 

  令和 2年 6 月～ 検討会議の開催、検討案の策定 

  令和 2年 12 月  中間報告案に対するパブリックコメント 

  令和 3年 3 月  計画の策定 

担 当 課 産業部産業労働課          電話９７２－２４１１ 
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 （拡充）先進技術社会実証支援等事業 草案頁 ６２頁 

予 定 額 ４５,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

様々な課題等に対応する先進技術（ロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等）

の社会実証を支援することにより、技術の研究開発や社会実装を

促進し、先進技術を有する企業等の集積・振興を図る。 

２ 内 容 

(1) 先進技術社会実証支援 

庁内から集めた行政課題、社会課題に対して、先進技術を活

用した解決策を企業等から広く募集し、選定した実証プロジェ

クトに対する費用の一部負担や、専門家によるマネジメント等

の支援を実施 

区 分 行政課題 社会課題 

件 数 ４件 ２件

上限額 700千円／件 4,000千円／件

(2) 社会実証フィールド活用推進 

市及び民間施設等を社会実証フィールドとして活用するた

め、場の提供と課題の整理・解決をする協議会を産学官で立ち

上げ、先進技術を有する企業等の提案や実証ニーズを実現 

担 当 課 産業部次世代産業振興課      電話 ９７２－２４２０ 
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 
（拡充）ロボット・ＡＩ・ＩｏＴ活用普及促

進事業 
草案頁 ６２頁 

予 定 額 ３７,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

ロボット・ＡＩ・ＩｏＴの活用及び普及を促進するとともに、

ロボカップジュニア・ジャパンオープンの開催等を通して、次世

代を担う人材の育成を図る。 

２ 内 容 

(1) ロボット・ＡＩ・ＩｏＴの活用普及促進 

一般社団法人人工知能学会と連携したシンポジウムの開催

等により、中小企業等におけるロボット・ＡＩ・ＩｏＴの活用

及び普及を促進 

(2) ロボカップジュニア・ジャパンオープンの開催 

全国の子どもたちが参加するロボット競技大会「ロボカップ

ジュニア・ジャパンオープン」を開催 

開催期間 令和３年３月２６日（金）～２８日（日） 

会  場 名古屋市国際展示場 

実施競技 サッカー、レスキュー、オンステージ 

そ の 他 令和３年度、令和４年度連続開催予定 

担 当 課 産業部次世代産業振興課      電話 ９７２－２４１５ 
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 （拡充）本社機能等誘致の推進 草案頁 ６２頁 

予 定 額 ２０,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  リニア中央新幹線の開業を見据えて本市に企業の本社機能等

の集積を図るため、東京２３区内等に本社を有する企業に対して

誘致推進活動を展開するとともに、本市進出企業の定着に向けた

支援を実施する。 

２ 内 容 

(1) 東京圏を中心とした企業誘致推進活動 

ア  経営者層を主なターゲットとした情報発信等 

 イ  コミュニティ型ワークスペースの活用及び当該拠点にお 

けるイベント開催によるプロモーション活動 

(2) 本市進出企業商談等支援 

    市内で開催される大規模展示会における当地域企業との商

談のほか、学生との交流の機会を提供 

担 当 課 産業部次世代産業振興課       電話９７２－２４２１
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 （拡充）中小企業金融対策 草案頁 ６３頁 

予 定 額 ６７，６００，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

国による事業承継特別保証制度の創設や民法改正に対応した

融資制度の拡充を行い、中小企業の金融の円滑化を図る。 

２ 拡充内容 

（１）経営安定資金（事業承継支援資金） 

国の定める一定の要件を満たした中小企業者については、

制度利用時に経営者保証を不要とする。 

（２）経営活性化資金 

公証人による保証意思確認の義務化により、第三者保証人

を立てられない小規模企業者等の増加が見込まれるため、民

間保証機関の保証により第三者保証人を不要とする制度を

創設する。 

担 当 課 
産業部 

中小企業振興センター経営支援課  電話 ７３５－２１００ 
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 
（拡充）技術系スタートアップ企業等支援 

拠点の設置 
草案頁 ６３頁 

予 定 額 ２１，５００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

技術系スタートアップ企業等を支援するため、工業研究所

内に試作補助等の支援拠点を整備し、名古屋発の新技術・新製

品開発を支援する。 

２ 支援拠点の概要 

場 所 工業研究所電子技術総合センター１階 

開設時期 令和２年１１月 

設置機器 

・ＣＦＲＰ ３Ｄプリンタ 

・電子機器耐性評価試験器 

・高周波ノイズ評価試験器等 

運営日時 火曜日から金曜日の１４時から１８時３０分 

支援内容 

・試作・交流の場の提供 

・機器利用の補助及び依頼試験の受付 

・試作段階からの伴走支援 

・シーズ・ニーズの情報発信とマッチング 

・利用促進のためのワークショップ等の開催 

担 当 課 工業研究所総務課・支援総括室   電話 ６５４－９８０２
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令和２年度主な施策等一覧

経済局（市民経済局） 

事 項 （拡充）ＣＳＦ（豚コレラ）対策強化 草案頁 ７８頁 

予 定 額 １２０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  ＣＳＦ（豚コレラ）等の家畜伝染病対策として、南部市場にお

いて、消毒設備を始めとする防疫体制の強化を図るとともに、安

全で衛生的な食肉を安定供給するための支援を実施。 

２ 内 容 

 (1) と畜場防疫対策 

ア 車両消毒設備強化工事 

既存の車両消毒設備の改修を実施する。 

イ 家畜伝染病対策消毒業務委託 

    来場する生体搬入車両が通行した路面及び洗車場の消毒

業務を行う。 

ウ 消毒用品 

   消毒を行うための動力噴霧器等を購入する。 

(2) 食肉の安定供給対策 

  ＣＳＦの影響により取扱量が減少している中、継続して安全

で衛生的な食肉の安定供給を図るため、（公財）名古屋食肉公

社に対して支援を実施。 

担 当 課 市民生活部中央卸売市場南部市場  電話６１４－４１２９
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令和２年度主な施策等一覧（観光文化交流局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 シドニー市姉妹都市提携40周年記念事業 7,830 1

トリノ市姉妹都市提携15周年記念事業 8,190 2

高級ホテル立地促進事業 1,610 3

名古屋観光検定の実施 5,000 4

拡 充 次期文化振興計画の策定 5,000 5

東京オリンピックに合わせた芸術文化プロジェク
ト

55,000 6

新たな文化芸術の推進に向けた事業の試行及び体
制の検討

30,000 7

市民会館の改築に向けた基本構想の策定 30,000 8

日本遺産有松における歴史まちづくりの推進 25,840 9

県指定文化財伊藤家住宅の保存・活用 512,955 10

第３次多文化共生推進プランの策定に向けた基礎
調査

8,000 11

タシケント市との交流事業 6,000 12

東京オリンピック・パラリンピックホストタウン
推進事業

7,000 13

マンガ・アニメ等を活用した都市魅力向上検討調
査

3,000 14

多目的アリーナ整備可能性検討調査 25,000 15

観光案内機能のあり方検討調査 3,000 16

国際展示場拡張整備に係る基本計画の策定 29,426 17



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 名古屋城石垣の基礎的研究・普及啓発 10,000 18

継 続 地域日本語教育体制づくり推進事業 10,600 19

外国人日本語学習支援事業 5,000 20

戦略的プロモーションの推進 20,000 21

コスプレホストタウン等の推進 7,000 22

インバウンド誘致の強化 27,610 23

テレビ塔照明設備更新に伴う点灯式 3,000 24

名古屋城天守閣閉館中の魅力向上事業 142,800 25

金シャチ横丁第二期整備調査 20,000 26

名古屋城天守閣の整備 245,074 27

開 設 御岳休暇村セントラル・ロッジ 28

名古屋城重要文化財等展示収蔵施設 29
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（新規）シドニー市姉妹都市提携 

４０周年記念事業 
草案頁 ５２頁 

予 定 額 ７，８３０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 

  シドニー市との姉妹都市提携４０周年記念（提携年月日 昭和

５５年９月１６日）として公式代表団を派遣し、両市の友好親善

と相互理解を促進する。 

 

 

２ 事業内容 

 

  内容 公式代表団の派遣 

     記念品の寄贈 等 

  時期 令和２年夏または冬 

担 当 課 観光交流部国際交流課     電話 972-3061（内線3061） 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（新規）トリノ市姉妹都市提携 

１５周年記念事業 
草案頁 ５２頁 

予 定 額 ８，１９０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 

  トリノ市との姉妹都市提携１５周年記念（提携年月日 平成１

７年５月２７日）として公式代表団を派遣し、両市の友好親善と

相互理解を促進する。 

 

 

２ 事業内容 

 

  内容 公式代表団の派遣 

     記念品の寄贈 等 

  時期 令和２年秋 

 

担 当 課 観光交流部国際交流課     電話 972-3061（内線3061） 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （新規）高級ホテル立地促進事業 草案頁 ６４頁 

予 定 額 １，６１０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

首脳クラスが参加する国際会議の開催や海外の富裕層旅行者

等の誘致及び都市のブランド力向上に資する高級ホテルの立地

を促進するため、愛知県と連携して補助制度を創設するととも

に、事業者に対し誘致に向けた広報・ＰＲ活動を実施する。 

 

２ 内 容 

（１） 高級ホテル立地促進補助制度の創設 

区  分 説  明 

補助対象施設 
客室面積や客室数、附帯施設等一定の条

件を満たしたホテル 

補助対象経費 

土地を除く固定資産取得費用 

（ホテルの新設又は建替えに係る家屋建

設費・償却資産取得費） 

補 助 率 補助対象経費の１０％ 

限 度 額 
１件あたり１０億円 

（県市合わせて最大２０億円） 

支 払 方 法 １０年間の分割払い 

制度施行日 令和２年４月１日 

対 象 期 間 ３年間 

 ※別途、容積率緩和制度により立地促進（所管住宅都市局） 

（２）広報・ＰＲ活動の実施  

高級ホテル誘致のため、新設する補助制度のパンフレットを

作成し、事業者に対し広報・ＰＲをする。 

担 当 課 観光交流部観光推進室       電話972-2425(内線2425)  
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （新規）名古屋観光検定の実施 草案頁 ６４頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

 

 

１ 趣 旨 

  名古屋を訪れるビジネス客や観光客に対し、多くの方が積極的

に名古屋の観光地やおすすめスポットを紹介することができる

よう、市内企業や観光従事者などを主な受検対象者とした「名古

屋観光検定」を創設する。 

 

 

２ 内 容 

検定の受験により名古屋観光の知識を深めた人が、「名古屋は

観光するところがない」と言うことなく、名古屋の見どころを紹

介することで、観光客等に対するおもてなしの向上を図る。 

・受検者及び広報向けに、名古屋の観光情報などを紹介した冊子

を作成。 

・手軽に受検できるよう、ＷＥＢ検定をワンコイン（５００円）

で実施。 

・合格証やピンバッチなどの記念品等を作成。 

担 当 課 観光交流部観光推進室      電話972-2424（内線2424） 
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令和２年度主な施策等一覧 

観光文化交流局  

事 項 （拡充）次期文化振興計画の策定 草案頁 ４８頁 

予 定 額 ５,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  名古屋市文化振興計画２０２０の計画期間（平成２９年度～

令和２年度）が終了することから、総合的かつ計画的に文化振

興施策を推進するため新たな文化振興計画を策定する。 

 

２ 計画期間 

  概ね１０年先の本市の将来を見据え、令和３年度から令和６

年度までの４年間とする。 

 

３ 策定方法 

 本市の文化の状況に関する調査や施策に関する調査を実施す

るとともに、学識経験者・芸術文化関係者等の意見を踏まえ、

計画案を検討する。 

 

４ スケジュール 

令和２年 ４月以降 検討会議の開催 

令和２年１２月   計画案のパブリックコメント 

令和３年 ２月   計画の策定 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化振興室    電話972-3171(内線3171) 

 

 

 



- 6 - 

令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）東京オリンピックに合わせた 

文化芸術プロジェクト 
草案頁 ４８頁 

予 定 額 ５５，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  名古屋の文化資源や観光資源を活用した、観光インバウンドに

も資する事業の実施により、名古屋独自の文化芸術の魅力を国内

外に発信し、アジア大会・リニア開通に向けた都市魅力の向上を

図る。 

 

２ 内 容 

（１）時 期 

   令和２年７月下旬から９月上旬頃 

（２）会 場 

   名古屋テレビ塔、久屋大通公園、オアシス２１ など 

（３）主な事業内容 

   ・音楽や伝統芸能を体験できるプログラムや公演 

・建築やアートを活かした展示 

・国内外のゲストによるトークイベント など 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化振興室  電話972-3171(内線3171)  
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）新たな文化芸術の推進に向けた 

事業の試行及び体制の検討 
草案頁 ４８頁 

予 定 額 ３０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  名古屋市文化振興計画２０２０に掲げる「新たな文化芸術の推

進体制」の構築に向け、調査検討を進めるとともに他分野と連携

する文化芸術活動への支援等を試行実施する。 

 

２ 内 容 

（１） 調査検討 

  ア 有識者会議 

    新たな文化芸術推進体制の構築に向けた検討 

  イ 調査研究 

    国内外のアーツアウンシル等における組織体制及び事業

内容等の調査 

 

（２）試行実施 

  ア 推進体制の試行実施及び機能を検証 

  イ 事業の試行 

    ・他分野と連携する文化芸術活動を支援 

    ・モデル事業を実施 

    ・情報発信 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化振興室  電話972-3171(内線3171)  
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）市民会館の改築に向けた基本構想 

の策定 
草案頁 ４８頁 

予 定 額 ３０,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 

  市民会館は開業から47年が経過し施設の老朽化が著しい。ま

た、近年市内では大・中規模ホールの閉館が相次ぎ、市民会館の

稼働率は高止まりしており、劇場不足によって魅力的な公演の名

古屋とばしが顕在化している。これらを踏まえ、昨年度より引き

続き市民会館の整備検討懇談会を実施するとともに、整備に向け

た基本構想の策定等を行う。 

 

２ 内 容 

 

 (１) 整備立地の整理 

(２) 求められる役割・規模・機能等の検討 

(３) 管理運営方針の整理等 

 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化振興室   電話972-3171(内線3171)  
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）日本遺産有松における 

歴史まちづくりの推進 
草案頁 ４９頁 

予 定 額 ２５，８４０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

日本遺産認定を契機に有松をなごやレトロ観光の目玉とし

て積極的に誘客を図り、来訪者の満足度を高めるために、日本

遺産ガイダンス施設の整備に向けた検討を実施するとともに、

市指定文化財の岡家住宅をガイダンス施設として活用してい

くための調査等を実施する。 

 

２ 内 容 

（１）日本遺産ガイダンス施設整備構想の検討 

日本遺産ガイダンス施設整備に向けた調査・検討を行うとと

もに、岡家住宅を借り上げ、暫定的なガイダンス施設として公

開活用を行う。 

 

（２）岡家住宅の建物調査等 

岡家住宅の取得に向けて土地不動産鑑定、測量調査を行うと

ともに、修復整備に向けた実測調査、各種図面の作成、破損状

況、改修の痕跡の調査等を行う。 

担 当 課 
文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進室 

          電話 972-2737（内線2737） 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）県指定文化財伊藤家住宅の 

保存・活用 
草案頁 ４９頁 

予 定 額 ５１２,９５５千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  四間道町並み保存地区の中心となる愛知県指定有形文化財の

伊藤家住宅について、本市により取得するとともに、地域の共有

財産としての活用を図るため保存活用計画の策定を行う。 

 

 ２ 内 容 

  （１）伊藤家住宅の取得 

    城下町時代の歴史的面影を今に伝える四間道地区が名古

屋の魅力や観光拠点として重要性を高める中、文化財的価

値の非常に高い伊藤家住宅を、エリアの拠点施設として保

存活用を図るために取得する。 

 

  （２）保存活用計画の策定 

    文化財的価値を保存しながら公開活用を進めていくため

の計画を策定する。 

  

担 当 課 
文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進室 

          電話 972-2737（内線2737） 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）第３次多文化共生推進プランの 

    策定に向けた基礎調査 
草案頁 ５２頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 

 令和３年度に予定している第３次名古屋市多文化共生推進プラ

ンの策定に向けて、外国人市民の抱える課題・ニーズ等の把握、現

プランの評価・問題点の抽出、新プランに反映させるべき事項の調

査等を実施し、調査結果の検証・分析を行う。 

 

２ 内 容 

 

 ・外国人市民に対するアンケート調査 

・多文化共生団体に対する調査 

・なごや多文化共生まちづくり会議の開催 

・名古屋市を取巻く状況の変化、国の動向及び他都市調査 等 

  

担 当 課 
観光交流部主幹（多文化共生・国際貢献） 

電話 972-3065（内線3065） 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （拡充）タシケント市との交流事業 草案頁 ５２頁 

予 定 額 ６,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 

  令和元年度に観光・文化交流分野においてパートナー都市協定

の締結を行ったタシケント市と連携した事業を行い、交流を深め

ていく。 

 

２ 内 容 

 

（１）相互PR事業 

  ラッピングバス等両都市にある広報媒体を活用したPR 

 

（２）締結記念フォーラム等 

  市民にタシケント市を知ってもらうためのフォーラム開催等 

 

 

担 当 課 観光交流部国際交流課      電話972-3061(内線3061)   
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令和２年度主な施策等一覧 
スポーツ市民局（観光文化交流局） 

観 光 文 化 交 流 局 

項  
（拡充）東京オリンピック・パラリンピック 

ホストタウン推進事業 
草案頁 ６４頁 

予 定 額 

 

３７，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  本市は２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大

会のホストタウンに、フランス、カナダ、ウズベキスタンを相手

国として登録されていることを受け、相手国との交流事業等を実

施する。 

 

２ 内 容 

（１）相手国との交流 

ホストタウン相手国の代表選手と市民との交流事業などを

実施する。 

 

（２）ホストタウン応援委員会による機運醸成 

産学官が連携したホストタウン応援委員会により、ホストタ

ウンの取り組みについての普及・啓発や相手国に対するおもて

なし等を行う。 

担 当 課 
ナゴヤ魅力向上担当部主幹（新たな都市魅力の創出・発信）  

電話972-2225（内線2225） 

 

スポーツ市民局 ３０，０００千円 

観光文化交流局  ７，０００千円 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）マンガ・アニメ等を活用した都市 

魅力向上検討調査 
草案頁 ６４頁 

予 定 額 ３，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 名古屋魅力向上・発信戦略にて、ポップカルチャーを新たな都

市ブランドに位置づけ、コスプレ・アニメによるデスティネーシ

ョンづくりを進めている。 

２０２７年のリニア中央新幹線開業を見据えた交流人口の拡

大に向け、マンガ・アニメ等を活用した魅力向上策について調査・

検討を行うもの。 

 

２ 内 容 

（１）マンガ・アニメ等の活用方法の検討 

名古屋にゆかりのあるマンガ・アニメ等を抽出し、活用方法

の検討を行う。 

 

（２）市民意向の把握 

本市におけるマンガ・アニメ等の活用についての市民意向の

把握を行う。 

担 当 課 
ナゴヤ魅力向上担当部主幹（新たな都市魅力の創出・発信）  

電話972-2225（内線2225） 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）多目的アリーナ整備可能性検討 

調査 
草案頁 ６４頁 

予 定 額 ２５，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

名古屋魅力向上・発信戦略では、アリーナを活用した集客・交

流の場としてのまちづくりを進め、新たな名古屋の魅力を創出・

発信することとしている。 

令和元年度は、市中心部でのにぎわいづくりの観点から、本市

におけるアリーナの事業可能性について調査検討を行ったが、令

和２年度は、上記調査結果を踏まえた詳細調査を行う。 

 

２ 内  容 

アリーナについて構造面から整備可能性検討調査を行う。 

（１）整備にあたっての前提条件・課題の整理 

（２）構造的検討 

（３）事業スキーム検討 

担 当 課 
ナゴヤ魅力向上担当部主幹（新たな都市魅力の創出・発信）  

電話972-2225（内線2225） 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （拡充）観光案内機能のあり方検討調査 草案頁 ６４頁 

予 定 額 ３，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 

  リニア中央新幹線の開業等を見据え、民間事業者と連携した観

光案内機能の強化に向けた調査を実施する。 

 

 

２ 内 容 

 

  名古屋駅観光案内所をはじめとする市観光案内所や市内全域

における観光案内において、より民間事業者と連携した形での観

光案内機能の強化を図るため、他都市事例の調査や観光関係者等

からの意見聴取などを行うことで、観光案内機能のあり方に関す

る検討を行う。 

担 当 課 観光交流部観光推進室      電話972-2424（内線2424） 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）国際展示場拡張整備に係る 

基本計画の策定 
草案頁 ６４頁 

予 定 額 ２９，４２６千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 

リニア中央新幹線の開業・アジア競技大会の開催を見据え、国

際展示場（ポートメッセなごや）の機能を最大限に高めるため、

令和元年度に策定する基本構想に基づき、拡張整備に係る基本計

画を策定する。 

 

 

２ 内 容 

 

（１）施設計画の作成 

（２）概算事業費の算定 

（３）事業方式及びスケジュールの検討 

担 当 課 観光交流部主幹（国際展示場整備構想等）電話972-2444(内線2444) 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）名古屋城石垣の基礎的研究・ 

普及啓発 
草案頁 ６５頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

名古屋城石垣に係る基礎的研究を進め、特別史跡の本質的価値

を構成する石垣の特徴を明らかにするなど、今後の石垣の保存及

び活用に資する。 

また、学術研究に基づく成果を市民や来場者の皆様に広く伝

え、名古屋城の魅力向上と史跡の理解に資するため、石垣を活用

した普及事業を行う。 

 

２ 内 容 

(１) 石垣の基礎的研究の推進                

・天守台石垣周辺調査学術報告書の作成 

・城内石垣保存方針策定に向けた調査・分析等の実施 

・学術調査、指導、検討会の実施 

  ・他城郭等における実務研修の実施 

 

（２）イベント等の開催 

  ・城内石垣を活用したイベントの開催 

 

 （３）普及事業 

  ・石垣修理関連史料の複製の作成 

  ・映像撮影 

  ・講演会の開催 

担 当 課 名古屋城調査研究センター          電話231-2481  
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（継続）地域日本語教育体制づくり 

推進事業 
草案頁 ５２頁 

予 定 額 １０，６００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 

  平成３０年１２月に出入国管理及び難民認定法が改正され、今

後、外国人市民のさらなる急増が見込まれる中、日本語教育が必

要な外国人市民が日常生活に必要な日本語を習得し、地域のコミ

ュニティで円滑に生活できるよう、長期的に地域の実態に合った

日本語教育の体制づくりを行う。 

 

２ 内 容 

 

（１）地域日本語教育に関する総合調整会議、シンポジウムの開催 

  

（２）地域日本語教育コーディネート事業 

 ・地域日本語教育コーディネーター等の委嘱 

・新教室立ち上げ支援や既存教室との連携 等 

 

  

担 当 課 
観光交流部主幹（多文化共生・国際貢献） 

電話 972-3065（内線3065） 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （継続）外国人日本語学習支援事業 草案頁 ５２頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 

 平成３０年１２月に出入国管理及び難民認定法が改正され、今

後、外国人市民のさらなる急増が見込まれる中、日本語教育が必要

な外国人市民が日常生活に必要な日本語を習得し、地域のコミュニ

ティで円滑に生活できるよう、長期的に地域の実態に合った日本語

教育の体制づくりを行うまでの間、日本語学習支援事業を実施す

る。 

 

２ 内 容 

 

地域日本語教育体制づくりが確立するまでの間、外国人市民のさ

らなる急増に対する緊急措置として、（公財）名古屋国際センター

と連携し、外国人市民向けの日本語学習支援事業を実施する。 

 

担 当 課 
観光交流部主幹（多文化共生・国際貢献） 

電話 972-3065（内線3065） 
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令和 2年度主な施策等一覧 

観光文化交流局 

事 項 （継続）戦略的プロモーションの推進 草案頁 ６４頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 

名古屋市観光戦略に沿った、戦略的なプロモーションを推進

することで、回遊性の一層の向上、国内外からの誘客促進を図

り、名古屋の魅力と賑わいを創出する。 
 

 

２ 内 容 

 

 (1)  都市魅力プロモーションの推進 

本市を舞台として制作・全国公開される映画作品『名も

無い日』と連携し、さまざまな媒体を通じたキャンペーン

により、名古屋の魅力を広く発信することで、観光客の誘

致を図る。 

また、旅行サイトを媒体とし、本市の魅力を国内外に広

く発信する。 

 

(2)  フィルムコミッションの発信強化 

    これまで本市をロケ地として活用してきた実績を新たに

映像としてまとめ、本市の魅力としてウェブサイトやイベ

ントなどで配信・放映する。 

担 当 課 
ナゴヤ魅力向上担当部ナゴヤ魅力向上室  

電話972-2447（内線2447） 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （継続）コスプレホストタウン等の推進 草案頁 ６４頁 

予 定 額 ７，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 名古屋魅力向上・発信戦略にて、コスプレ・アニメを名古屋の

新しいブランド力として掲げた。 

誰もがコスプレ・アニメを日本一楽しめるまちを目指し、平成

２９年８月にコスプレホストタウン宣言を行ったことに基づき、

各種事業を実施する。 

  

２ 内 容 

（１）コスプレホストタウンのさらなる啓発・浸透 

コスプレホストタウンＰＲ隊によるＰＲやコスプレホスト

タウンガイドの発行等により市民に対してさらなる啓発・浸透

を目指す。 

 

（２）コスプレ・アニメツーリズム推進 

新たなプロモーションツールの作成及び発信を行い、コスプ

レ・アニメツーリズムを推進する。 

担 当 課 
ナゴヤ魅力向上担当部主幹（新たな都市魅力の創出・発信）  

電話972-2225（内線2225） 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （継続）インバウンド誘致の強化 草案頁 ６４頁 

予 定 額 ２７，６１０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  本市を訪問する外国人観光客の増加を図るため、観光客誘致や

本市の知名度向上等に係る事業を広く展開する。 

 

２ 内 容 

(1)アジアを中心に、台湾、韓国、ベトナム等における旅行博を

はじめとしたイベントへの参加を通して、本市のＰＲや観光

プロモーションをより一層強化する。 

 

(2)県市連携のもと、船社や旅行会社への営業活動及びクルーズ

船寄港時の観光案内等を実施する。 

 

(3)欧米豪を対象とした尾張藩連携事業をはじめとして、周辺自

治体や民間事業者等とともに観光客誘致を推進する広域連携

事業を実施する。 

担 当 課 観光交流部観光推進室       電話972-2219（内線2219） 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（継続）テレビ塔照明設備更新に伴う 

点灯式 
草案頁 ６４頁 

予 定 額 ３，０００千円 

事業の概要 

 

 

１ 趣 旨 

   

  名古屋テレビ塔を名古屋の夜の重要な観光資源として活用し、

名古屋市内への一層の観光誘客を図るために、名古屋テレビ塔及

び久屋大通公園のリニューアルオープン記念式典等に合わせて、

更新した市のフルカラーＬＥＤ照明設備の点灯式を実施する。 

 

 

２ 内 容 

 

  照明設備の点灯式を、名古屋テレビ塔及び久屋大通公園のリニ

ューアルオープン記念式典等と一体的に実施するための事業負

担金。 

 

担 当 課 観光交流部観光推進室      電話972-2424（内線2424） 

 

 



- 25 - 

令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（継続）名古屋城天守閣閉館中の魅力 

向上事業 
草案頁 ６５頁 

予 定 額 １４２，８００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 木造復元事業の進捗に伴い、平成30年5月7日より天守閣を閉館し

ていることから、天守閣閉館中の名古屋城の魅力向上や誘客を図る

ため、民間事業者との連携による多彩なイベント、本丸御殿等のユ

ニークべニューとしての活用、年間を通じた隅櫓の公開等を行うも

の。 

 

２ 内容 

（１）民間事業者と連携したイベント 

   民間事業者のアイデアやノウハウを活用して、年間を通じて 

  多彩なイベントや、名古屋城の本質的な魅力を活かした事業等

を開催する。 

（２）ナイトキャッスル～ユニークべニューとしての活用～ 

   開園時間を延長した夜間の名古屋城において、本丸御殿の特

別公開や、「光」や「文化芸術」等を活かした事業を実施し、

ユニークべニューとして名古屋城を活用し、ナイトタイムエコ

ノミーの充実を図る。 

（３）隅櫓の公開 

   重要文化財西南隅櫓を、年間を通じて公開し、西北、東南隅 

  櫓の特別公開を実施する。 

（４）堀の活用に係る調査 

船着場の詳細設計など、実施へ向けた具体的な調整及び検討

を進める。 

担 当 課 名古屋城総合事務所管理活用課       電話231-2487   
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （継続）金シャチ横丁第二期整備調査 草案頁 ６５頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

 平成２４年度に策定した「金シャチ横丁基本構想」に基づ

き、「多目的施設」と「展示施設」の整備に向けた調査検討を

行う。 

 

 

２ 内容 

名古屋城に訪れる観光客が芝居等を楽しめる多目的施設を整

備するため、建築整備構想を策定するとともに、名古屋城の金

シャチや収蔵品、山車などを展示・活用し、尾張名古屋の近世

武家文化等について展示を行う施設を整備するため、広域的な

先進事例調査を行う等、調査検討を行う。 

 

担 当 課 名古屋城総合事務所保存整備室        電話231-2488 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （継続）名古屋城天守閣の整備 草案頁 ７９頁 

予 定 額 ２４５，０７４千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  特別史跡名古屋城跡の本質的価値の理解促進、及び文化的観光

面の魅力向上を図るため、名古屋城天守閣の整備を行う。 

 

２ 事業内容 

（１）実施設計 ８９，０００千円 

  ア 設計業務 

設計図作成、現状変更許可書類作成など 

イ 調査業務 

地盤調査、天守礎石調査 

 

（２）設計監理等支援業務委託 １３，０００千円 

   天守閣整備事業に係る技術面及び法務面に関する支援 

 

（３）木材の製材 

   柱や梁などの主架構木材の保管費 

令和２年度     １００，０００千円 

 

（４）発掘調査等 ４３，０７４千円 

  ア 御深井丸等発掘調査 

御深井丸及び小天守西側の遺構調査 

  イ 石垣モニタリング 

天守台石垣のモニタリング 

  ウ 石垣調査 

    穴蔵石垣の試掘 

 

 

担 当 課 名古屋城総合事務所保存整備室主幹(天守閣整備) 電話231-2488 
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令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （開設）御岳休暇村セントラル・ロッジ 草案頁 ４６頁 

予 定 額  

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 

  長野県南部で発生した地震の影響により、平成２９年６月２５

日から休館している市民御岳休暇村セントラル・ロッジを、復旧

工事の完了に伴い再開館します。 

 

２ 再開館日 

令和２年４月２４日（金） 

 

担 当 課 
文化歴史まちづくり部主幹（文化施設に係る企画調整等） 

 電話972-2427(内線2427) 

 



- 29 - 

令和２年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（開設）名古屋城重要文化財等展示収蔵 

施設 
草案頁 ６４頁 

予 定 額  

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 

  名古屋城の重要文化財名古屋城旧本丸御殿障壁画等を安全か

つ適切に収蔵・展示する施設を開設する。 

 

２ 施設の概要 

（１）所在地 

   中区本丸（名古屋城内） 

 

（２）規模 

   平屋建 １,４８２㎡ 

 

（３）開設時期 

   令和２年９月開設予定 

担 当 課 名古屋城調査研究センター         電話231-2481 

  

 



令和２年度主な施策等一覧（環境局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 タブレット会議システムの導入 2,500 1

なごや環境大学ＳＤＧｓ未来創造クラブの推
進

40,400 2

庄内川の歴史から水環境を学ぶ啓発事業 1,000 3

紙資源一括収集の実証実験 14,800 4

拡 充 「国連生物多様性の10年」最終年事業 29,233 5

ラムサール条約登録湿地藤前干潟プロムナー
ド事業

18,000 6

なごや生物多様性センターにおける体感型展
示の導入等

3,000 7

市街地における気温測定 13,000 8

温室効果ガス排出のさらなる削減に向けた検
討

5,000 9

住宅の低炭素化促進補助 131,275 10

河川における地下水利用の検討 9,000 11

愛岐処分場浸出水処理施設の改築等 74,875 12

プラスチックごみ削減の推進 6,060 13

食品ロス削減推進計画の策定等 2,193 14

事業系可燃ごみの緊急減量対策 30,177 15

開 設 北名古屋工場 16

富田工場 17





－１－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （新規）タブレット会議システムの導入 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ２，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 名古屋市環境行動計画２０３０において定める、用紙類使用量

のさらなる削減に向けて、タブレット端末を導入することによ

り、幹部会等の会議をペーパレス化する。 

２ 用紙類使用量削減効果 

幹部会：約４万枚／年 

（約０.２ｔ 積み上げると高さ８ｍに相当） 

担 当 課 
環境企画部低炭素都市推進課    電話 ９７２－２６９１ 

                     （内線２６９１）



－２－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（新規）なごや環境大学ＳＤＧｓ未来創造ク

ラブの推進 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ４０，４００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  令和元年７月に選定された「ＳＤＧｓ未来都市」として持続可

能な都市の実現をはかるため、なごや環境大学ＳＤＧｓ未来創造

クラブを設立し、まちづくりと人づくりのプロジェクトを推進す

る。 

２ 内 容 

（１） まちづくりプロジェクト 

   ＳＤＧｓや環境に配慮した先進技術についての勉強会や事

業展開を検討するワークショップを開催するとともに、錦二丁

目地区をモデルエリアとし、地域の課題解決に向けたショーケ

ース事業を展開する。 

（２）人づくりプロジェクト 

   子どもたちのＳＤＧｓ達成への意識を育むとともに、家族や

地域へと波及させるため、企業や団体等と連携して、ＩＣＴを

活用した学習やフィールドでの学習からなる「ＳＤＧｓ学習プ

ログラム」を作成し、学校等へ展開する。 

担 当 課 
環境企画部環境企画課        電話９７２－２６６９ 

                    （内線 ２６６９）



－３－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（新規）庄内川の歴史から水環境を学ぶ啓

発事業 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 １，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  庄内川のさらなる水質改善に向けて、市民一人ひとりに庄内川

の水環境に関心を持っていただき、望ましい姿について考えてい

ただく契機とするため、水環境の変遷を学ぶ体験ツアー等を実施

する。 

２ 内 容 

（１）体験ツアー 

かつて水浴場として賑わっていた港区多加良浦において、水

環境を学ぶ体験ツアー（Ｅボート乗船、水質・生き物調査）を

実施する。 

（２）講座 

庄内川の歴史や水質の変遷を学ぶ講座を開催する。 

担 当 課 
地域環境対策部地域環境対策課    電話９７２－２６７１ 

（内線 ２６７１）



－４－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （新規）紙資源一括収集の実証実験 草案頁 ４０頁 

予 定 額 １４，８００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  社会情勢の変化に対応し、分別・リサイクルを推進するために

は、「分かりやすい・分けやすい」分別区分にする必要がある。

「紙製容器包装」及び「雑がみ」を合わせた『紙資源』での一括

収集化を検討するにあたり、排出されるごみ及び資源の量、市民

の意識を調査するため、実証実験を行う。 

２ 実証実験の方法 

  令和２年６月の１か月間、対象学区において、従来の「紙製容

器包装」の収集日に、「雑がみ」を合わせた『紙資源』を排出し

ていただき、内容物の組成調査やアンケートを行う。 

  『紙資源』の分別区分として、紙製容器包装に含まれる製紙原

料とならない防水加工品の有無について２つのパターンを設定

し、各学区で１パターンずつ計２学区実施した結果を比較検証す

る。 

３ スケジュール 

・４～５月 

チラシのポスティング、地域説明会による事前周知 

・６月 

  分別区分変更のモデル実施 

※実施前後に組成調査を行う（５～８月） 

 ・７～８月 

  モデル実施終了の周知及び意識変化についてアンケート実施 

担 当 課 
ごみ減量部減量推進室       電話９７２－２３７８ 

                   （内線 ２３７８） 



－５－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（拡充）「国連生物多様性の10年」最終 

    年事業 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ２９，２３３千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

ＣＯＰ１０で提唱された「国連生物多様性の10年」（２０１１

～２０２０年）の最終年を迎えるにあたり、生物多様性の主流化

をすすめるとともに、２０２０年１０月に昆明市で開催予定のＣ

ＯＰ１５において、市域の優良事例及びＣＯＰ１０の開催都市で

ある本市の取組み成果を発信する。 

２ 内 容 

（１）主流化の推進 

 ア 森林認証紙の利用拡大モデル事業 

  商店街と連携し、森林認証を受けた紙袋等の利用拡大を図る。

 イ 伝統工芸を通じた生物多様性の発信 

  名古屋未来環境ＥＸＰＯ２０２０において、伝統工芸を通じ

て生物多様性について学ぶ展示を実施する。 

 ウ なごやの生きものポータルサイト（仮称） 

   新たなコンテンツを追加して、情報を充実させる。 

（２）取組み成果等の発信 

 ア あいち・なごや生物多様性ベストプラクティス 

あいち・なごやの市民団体・事業者・ユース等の優良事例を冊

子として取りまとめて発信する。 

イ ＣＯＰ１５での発信 

時期：２０２０年１０月 

場所：昆明市（中国雲南省） 

内容：取組み成果等の発表、ブース展示 

担 当 課 
環境企画部環境企画課       電話９７２－２６６４ 

（内線 ２６６４） 



－６－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（拡充）ラムサール条約登録湿地 

藤前干潟プロムナード事業 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 １８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 令和４年度に迎える藤前干潟のラムサール条約登録２０周年

に向けた機運を醸成するため、藤前干潟を望む稲永公園一帯にお

いてプロムナード（散歩道）を整える。（区提案連携事業） 

２ 内 容 

（１） 藤前干潟に関するウェブサイトの開設 

  藤前干潟の歴史背景、生息する生き物に関する情報等を発

信するウェブサイトを開設し、環境学習を促進する。 

（２） 学習教材を兼ねた案内表示の設置 

  藤前干潟に関する解説を掲載し、ウェブサイトと連動する

案内表示をプロムナードの各所に設置する。 

（３） 遊歩道整備及び樹木の間伐 

遊歩道を整備することにより、干潟や環境学習施設（野鳥

観察館、稲永ビジターセンター）へのアクセスを向上させる

とともに、樹木の間伐により干潟の視認性を向上させる。 

担 当 課 環境企画部環境企画課（環境教育）  電話２２３－１０６６ 

＜参考図＞ 

プロムナードコース 

樹木の間伐（範囲） 

遊歩道の整備 

野鳥観察館 

稲永ビジターセンター 

凡例： 



－７－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（拡充）なごや生物多様性センターにおけ

る体感型展示の導入等 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  生物多様性保全活動への関心を高め、保全活動への参加を促進

するため、なごや生物多様性センター（以下「センター」という。）

の既存環境を活用することにより、生きものや生態系を身近なも

のとして体感・体験する場を整備する。 

２ 内 容 

（１）体感型の展示の充実 

生物多様性の重要性に対する理解を促すため、触れることの

できる標本等を中心とした展示のパッケージを作成する。 

（２）センターの周辺環境の整備 

生きものや生態系を体感・体験できる講座を実施するため、

センターの周辺環境を整備する。 

ア 森の生きもの観察エリアの充実 

センター敷地内の植樹帯を森にすむ生きものを観察するエリ

アとするために、樹木を植え替えるとともに、生きものの解説

板を設置する。 

イ 水辺の生きもの観察エリアの充実 

センターに隣接する植田川の河川敷を水辺の生きものを観察

できるエリアとするために、川に安全に降りられるようにアプ

ローチを設ける。 

担 当 課 環境企画部環境企画課（生物多様性の保全）電話８３１－８１０４



－８－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （拡充）市街地における気温測定 草案頁 ３７頁 

予 定 額 １３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

気候変動やヒートアイランド現象への対応等について考える

契機とするため、これらの影響を受けている市中心部に位置する

市役所において気温を測定し、ウェブサイトやアプリで結果を周

知するとともに啓発を行う。 

２ 内 容 

（１）気温測定 

市役所西庁舎において気温測定を実施するとともに、気温測

定の結果を、ウェブサイトや環境行動促進アプリで周知する。

（２）普及啓発 

環境行動促進アプリ等を活用し、気候変動やヒートアイラン

ド現象への対応等の啓発を実施する。 

担 当 課 
環境企画部低炭素都市推進課   電話 ９７２－２６９１ 

（内線 ２６９１） 



－９－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（拡充）温室効果ガス排出のさらなる削減

に向けた検討 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

気候変動への対策として世界的に温室効果ガス排出実質ゼロ

への転換が求められており、本市においてもさらなる削減に向け

て、実施すべき施策の検討を行う。 

２ 内 容 

本市において実施すべき施策や、実施にあたっての課題・効果

等の調査を行う。 

・市民利用施設のＺＥＢ
ゼ ブ

化 

・燃料電池自動車・電気自動車の導入  等 

※ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）とは 

太陽光発電等によりエネルギーを創るとともに、高効率設備等

を導入し省エネルギー化を図り、正味の年間エネルギー消費量を

ゼロにすることをめざした建築物 

担 当 課 
環境企画部低炭素都市推進課   電話 ９７２－２６９１ 

（内線 ２６９１） 



－10－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （拡充）住宅の低炭素化促進補助 草案頁 ３７頁 

予 定 額 １３１，２７５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

住宅の低炭素化を促進するため、新たにＨＥＭＳ
ヘ ム ス

を対象に追

加するとともに、蓄電システムの件数を拡大して、市民への補

助を実施する。 

２ 補助内容 

区 分 補助の対象 補助額等 

太陽光発電設備

（既存住宅のみ）

築１０年超の戸建住宅 
３０千円／ｋＷ 

（上限５ｋＷ） 

築１０年以下の戸建住宅 
２０千円／ｋＷ 

（上限５ｋＷ） 

集合住宅 
２５千円／ｋＷ 

（上限９．９９ｋＷ）

ＺＥＨ
ゼ ッ チ

国の補助を受ける新築住宅 ２００千円／件 

蓄電システム 

太陽光発電設備又はＺＥＨ
ゼ ッ チ

と同時に設置するシステム １５千円／ｋＷｈ 

（上限６ｋＷｈ） 既設の太陽光発電設備に

接続するシステム 

ＨＥＭＳ
ヘ ム ス 太陽光発電設備及び蓄電システム

と同時に設置するシステム
１０千円／件 

※１ ＺＥＨ
ゼ ッ チ

（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）とは 

太陽光発電等によりエネルギーを創るとともに、断熱性能の高い窓やＬＥＤ 

照明等を導入し省エネルギー化を図り、正味の年間エネルギー消費量がゼロ以 

下となる住宅 

※２ ＨＥＭＳ
ヘ ム ス

（ホーム・エネルギー・マネジメント・システム）とは 

 家庭のエネルギー使用量や発電量をモニターに表示し、エネルギーの「見える 

化」を図るとともに、照明や空調、蓄電システム等の自動制御を行うシステム 

担 当 課 
環境企画部低炭素都市推進課    電話 ９７２－２６９１ 

                    （内線 ２６９１）



－11－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （拡充）河川における地下水利用の検討 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ９，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 「水の環（わ）復活」に向けて、地下水を利用したまちづくりを

推進するため、新堀川における地下水利用の検討と山崎川におけ

る水循環の見える化に向けた調査を実施する。 

２ 内 容 

（１）新堀川における地下水利用の検討 

   上流域に地下水が豊富な地質を有する新堀川において、令和

元年度の基礎調査で活用可能と判断された地下水水源からの

導水計画（導水経路、導水量、水辺空間等）を作成し、水質改

善効果等を比較検討する。 

（２）山崎川における水循環の見える化に向けた調査 

自然の水循環が残る山崎川において、中流域の地質・地下水

位等の調査を行い、河川に湧き出る地下水の流れを把握する。

＜山崎川の水循環のイメージ＞

担 当 課 
地域環境対策部地域環境対策課    電話９７２－２６７１ 

（内線 ２６７１）

山崎川 

地下水の流れ 

 湧き水地点



－12－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（拡充）愛岐処分場浸出水処理施設の 

改築等 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ７４，８７５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

愛岐処分場は、昭和５７年の開設から３７年が経過しており、

施設の老朽化が進んでいる。今後も本市の要の処分場として安

定的な埋立処理を行う必要があるため、令和２年度は浸出水処

理施設本体の改築工事等に着手するとともに、新設する管理事

務所の設計を行う。 

２ 内 容 

事  項 事  業  内  容 

浸出水処理

施設 

本体工事

浸出水処理施設本体の改築 

令和２年度 契約締結 

令和３年度から４年度 

２，６４０，０００千円（債務負担行為）

付帯工事

改築に支障となる既存施設の移設及び

仮設管理事務所の設置等 

令和２年度 ４３，８７５千円 

管理事務所 解体工事

既設管理事務所の解体 

令和２年度 ２０，０００千円 

令和３年度  

１２，０００千円（債務負担行為）

実施設計
新設管理事務所の設計 

令和２年度 １１，０００千円 

担 当 課 
施設部施設課（処分場建設）    電話９７２－２３７７ 

（内線 ２３７７） 



－13－ 

令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （拡充）プラスチックごみ削減の推進 草案頁 ４０頁 

予 定 額 ６，０６０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  近年プラスチックごみによる海洋汚染が世界的な問題となっ

ており、ごみの発生抑制の観点から取り組んできたレジ袋をはじ

めとする使い捨てプラスチックの削減を更に進める必要がある。

  大量生産・大量消費型ライフスタイルの転換を促し、プラスチ

ックごみの削減を進めるため、市民にプラスチックごみ問題の現

状を伝えるとともに、気づき・考え・行動につながる機会を提供

する。 

２ 内 容 

（１）プラスチックフリー週間の実施 

「プラスチックフリー週間」を設定し情報発信するととも

に、イベント会場で「量り売り」等のプラスチックを使用しな

い買い物を体験する機会を提供する。 

（２）給水機の設置 

ペットボトルなどの容器包装を削減するため、多くの人が利

用する施設に給水機を設置し、マイボトルの利用促進を図る。

担 当 課 
ごみ減量部減量推進室       電話９７２－２３７８ 

                   （内線 ２３７８） 
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令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （拡充）食品ロス削減推進計画の策定等 草案頁 ４０頁 

予 定 額 ２，１９３千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  令和元年１０月に食品ロス削減推進法が施行されたことから、

食品ロス削減推進計画の策定を進めるとともに、食品ロス削減

月間に、理解と関心を深めるためのキャンペーンを実施する。

２ 内 容 

（１） 食品ロス削減推進計画の策定 

  国において定められる基本方針を踏まえ、本市の一般廃棄物

処理基本計画と整合性を図りながら、計画策定を進める。 

（２）食品ロス削減月間キャンペーン 

時期：毎年１０月 

主催：２Ｒ推進実行委員会、名古屋市 

内容：市民・事業者と連携し、それぞれが主体的に出来る取り

組みの実践を促すキャンペーンを行い、食べ物を無駄に

しない意識の醸成と定着を図る。 

担 当 課 
ごみ減量部資源化推進室       電話９７２－２２９７ 

（内線 ２２９７）



－15－ 

令和２年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （拡充）事業系可燃ごみの緊急減量対策 草案頁 ４１頁 

予 定 額 ３０，１７７千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

事業系ごみについては、年間処理量が計画値を上回っており、

また、焼却工場の再編により処理能力が縮小することもあり、減

量が喫緊の課題となっている。 

このため事業者への排出指導を強化し、資源化可能な紙類等の

分別・資源化を推進するほか、焼却工場で可燃ごみの展開検査を

実施し、搬入指導を強化する。 

また、今後の更なる減量をめざし、新たな資源化施策を検討す

るため、事業系ごみの細組成調査を行う。 

２ 内 容 

（１） テナントオフィス等への啓発の強化 

大規模事業所内のテナントオフィス・店舗等に対する分別・

資源化の個別啓発の実施体制を強化する。 

（２） 可燃ごみの展開検査 

焼却工場で搬入物をごみピットに投入する前にステージ上

に展開させて分別状況を確認する。 

（３） 事業系ごみ細組成調査 

    新たに資源化の可能性を検討すべき品目やその潜在量等を把

握するため、事業系ごみの組成を業態・規模別に調査する。 

担 当 課 ごみ減量部資源化推進室 
電話９７２－２２９７ 

（内線２２９７） 
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令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （開設）北名古屋工場 草案頁 ４０頁 

予 定 額  

事業の概要 

１ 趣 旨 

北名古屋工場は、北名古屋市、豊山町及び北名古屋衛生組合

と共同でＰＦＩにより事業を進めており、令和２年７月の供用

開始を予定している。 

２ 北名古屋工場の概要 

場 所 北名古屋市二子四反地１５番地１ 

敷 地 面 積 ２５，７０８．３３㎡ 

施 設 規 模
焼 却  ６６０トン／日 

破 砕   ５０トン／日 

担 当 課 
施設部工場課（新工場建設推進）  電話９７２－２２８６ 

（内線 ２２８６） 
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令和２年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （開設）富田工場 草案頁 ４０頁 

予 定 額         

事業の概要 

１ 趣 旨 

富田工場は、既存の建屋を再利用した設備更新を進めており、

令和２年度は引き続き焼却設備更新工事、管理棟等改修工事を

実施するほか、環境影響評価事後調査を行い、令和２年７月の

供用開始を予定している。 

２  富田工場の概要 

場 所 名古屋市中川区吉津四丁目３２０８番地 

敷 地 面 積 ２４，８５８．２２㎡ 

施 設 規 模 ４５０トン／日 

担 当 課 
施設部工場課（富田工場設備更新） 電話９７２－４０６５ 

（内線 ４０６５） 



令和２年度主な施策等一覧（健康福祉局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 在宅高齢者訪問理美容サービス事業 16,331 1

健康長寿に向けた医療・研究等の新たな取組
みの検討

8,000 2

敬老パス対象交通拡大等の準備 363,071 3

民間特別養護老人ホームの整備補助 370,000 4

民間特別養護老人ホームにおける多床室の改
修補助

79,272 6

高齢者福祉施設の開設準備経費補助 155,002 7

障害者グループホームバリアフリー化改修補
助

6,750 8

民間障害者グループホームの整備補助 30,515 9

民間障害者グループホームのスプリンクラー
等整備補助

20,233 10

民間鉄道駅舎バリアフリー化設備設置補助 205,900 11

新規・拡充 がん対策の推進 20,932 12

新 規 災害時医薬品等安定供給確保事業 1,289 13

フレイル対策の推進 7,000 14

拡 充 外国人技能実習生（介護職種）受入支援事業 15,000 15

認知症施策の推進 77,495 16

成年後見あんしんセンターの運営 58,025 17

高齢者就業支援の推進 9,000 18



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 上飯田福祉会館のセミリニューアル改修 145,000 19

八事福祉会館移転改築の設計 13,000 20

第６期障害福祉計画の策定 5,040 21

重度訪問介護利用者の大学修学支援 4,600 22

障害者スポーツ実施環境の整備等 13,000 23

植田寮改築の設計 86,100 24

はつらつ長寿プランなごや２０２１の策定 3,200 25

保健と福祉の連携強化に向けた相談体制の充
実

39,627 26

第二次救急医療体制運営費補助 472,984 27

受動喫煙対策の強化 107,668 28

健康寿命延伸に向けた歯科口腔保健対策 16,957 29

ロタウイルス予防接種の定期接種化 286,211 30

食品衛生監視体制の強化 24,984 31

人とペットとの共生事業 208,150 32

八事斎場再整備に係る環境影響等調査 40,000 33

第４次食育推進計画の策定 2,150 34

いきいき支援センターの相談支援機能の強化 3,828 35



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）在宅高齢者訪問理美容サービス事業 草案頁 ２１頁 

予 定 額 １６，３３１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

外出により理美容サービスを利用することが困難な在宅高齢者が、

訪問による理美容サービスを受けやすくなるよう支援し、福祉の向上

を図る。 

２ 内容 

（１）対象者 

   介護保険の要介護認定３～５を受けており、外出により理美容サ

ービスを利用することが困難な６５歳以上の在宅高齢者 

（２）実施方法 

   利用希望者に対して利用券を交付し、愛知県理容生活衛生同業組

合又は愛知県美容業生活衛生同業組合の加盟店が提供する訪問によ

る理美容サービスを受けた場合、訪問に係る費用を市が負担する。

（ただし、理美容に係る費用は自己負担） 

（３）利用回数 

１人当たり年間６回まで（令和２年度は３回まで） 

３ 開始時期 

令和２年１０月 

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課  電話９７２－４６２７（内線4627） 

－ 1 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項 
（新規）健康長寿に向けた医療・研究等の新た

な取組みの検討 
草案頁 ２１頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

認知症やフレイルへの対応をはじめ健康長寿に向けた医療・研究

等の新たな取組みを構築するとともに、厚生院が培ってきた高齢者

医療の実績等の活用を検討するため、必要な調査を行う。 

２ 内容

新たな取組みに向けて、必要な調査を行うとともに、懇談会を開

催し、学識経験者等の有識者から意見聴取を行う。

区  分 内  容 

民間コンサルタント事

業者による調査の実施 

・新たな取組みに必要な情報収集、データ

分析とそれに基づく医療・研究・人材育

成に係る具体的な機能及び実施主体等 

・厚生院が培ってきた高齢者医療の実績等

の活用 

・事業計画・収支・スケジュール 

有識者懇談会の開催 
・新たな取組みについて、学識経験者等の

有識者から意見を聴取 

担 当 課  生活福祉部 保護課 電話９７２－２６０９（内線2609）

－ 2 －



令和２年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）敬老パス対象交通拡大等の準備 草案頁 
２１頁 

２８頁 

予 定 額 ３６３，０７１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  敬老パス制度をより使い勝手がよく、公平で持続可能な制度とするた

め、新たに名鉄、近鉄及びＪＲ東海の市内運行区間を対象として、償還

払い方式による対象交通の拡大と利用限度の設定を行う。令和２年度は

本市及び各交通事業者等において必要なシステム改修を実施する。 

また、併せて福祉特別乗車券についても、償還払い方式による対象

交通の拡大を行うことから、必要なシステム改修を実施する。 

２ 概要 

（１）対象交通の拡大 

新たに名鉄、近鉄及びＪＲ東海の市内運行区間を対象に、償還払い

による方法で適用 

（２）利用限度の設定 

敬老パスについては、有効期間内における利用限度回数を７３０回

に設定 

（３）適用方法 

利用申請に基づき、対象区間の利用実績に応じて運賃相当額を２か

月ごとに利用者へ償還する。 

３ スケジュール 

  令和２年度  本市及び各交通事業者等のシステム改修 

  令和３年度  敬老パス利用者・未利用者への周知等 

         償還払い用口座の登録、新規利用申請等の事務処理 

         対象交通拡大及び利用限度回数の適用開始（２月目標）

担 当 課
高齢福祉部 高齢福祉課 電話９７２－４６２７（内線4627） 

障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 

－ 3 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）民間特別養護老人ホームの整備補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 ３７０,０００千円

事業の概要 

１ 趣旨 

特別養護老人ホームへの入所の必要性が高い方ができるかぎり早期

に入所できるよう、「はつらつ長寿プランなごや２０１８（第７期計

画）」で定める令和２年度までの整備目標に基づき、特別養護老人ホ

ームの整備を推進する。 

２ 整備補助か所数及び定員数 

区     分 整 備 か 所 数 定  員  数 

新 規 整 備 

か所

１ 

人

１００ 

継 続 整 備 １ １００ 

計 ２ ２００ 

３ 特別養護老人ホームの整備状況（着工ベース） 

区    分 整 備 か 所 数 定  員  数 

令和元年度末  

か所

１２１ 

人

８，９００ 

２年度新規整備   １   １００ 

計 １２２ ９，０００ 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）

－ 4 －



民間特別養護老人ホーム整備事業の概要

【ユニット型】

新規整備　（１か所　１００人）

区 分

法 人 名

予 定 地

定 員

併 設 事 業

建 物

そ の 他

継続整備　（１か所　１００人）

区 分

法 人 名

予 定 地

定 員

併 設 事 業

建 物

そ の 他

小規模多機能型居宅介護　２９人

鉄骨造

延床面積　4,456.31㎡

令和元年度～２年度の２か年事業

地上７階建

定員３０人以上

（福）杏園福祉会

熱田区六番一丁目

１００人

居宅介護支援

訪問介護

居宅介護支援

延床面積　4,042.24㎡

鉄骨造

地上７階建

中村区日吉町

１００人

令和２年度～３年度の２か年事業

定員３０人以上

（福）貴和会

－ 5 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間特別養護老人ホームにおける 

多床室の改修補助 
草案頁 ２２頁 

予 定 額 ７９，２７２千円

事業の概要 

１ 趣旨 

既設の特別養護老人ホームの多床室について、居住環境の質を向上

させるため、県の基金を活用してプライバシーに配慮した多床室（※）

への改修経費を助成する。 

（※）プライバシーに配慮した多床室 

間仕切り等（家具・カーテンは不可）を設置し、できる限りのプラ

イバシーを確保した多床室 

２ 補助か所数 

１か所（１０８床） 

区 分 改 修 

法 人 名 （福）愛知玉葉会 

施 設 名 第二尾張荘 

所 在 地 守山区川東山 

施 設 定 員 １４０人 

改 修 床 数 １０８床 

３ 助成額 

７３４千円×改修床数を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）高齢者福祉施設の開設準備経費補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 １５５，００２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

高齢者福祉施設の円滑な開設に向け、早期からの体制整備を支援す

るため、県の基金を活用して開設準備経費を助成する。 

２ 補助対象 

（１）認知症高齢者グループホーム       ８か所 

（２）小規模多機能型居宅介護事業所      １か所 

（３）定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ４か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

施設開設前６か月間に係る準備経費 

（職員雇上経費、職員募集経費、備品購入経費 等） 

（２）助成額 

ア 認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所 

８３９千円×（宿泊）定員数を上限 

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  

１か所当たり１４，０００千円を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539） 

－ 7 －



令和２年度主な施策等一覧
健康福祉局 

事 項 
（新規）障害者グループホーム 

バリアフリー化改修補助 
草案頁 ２７頁 

予 定 額 ６，７５０千円 

事業の概要 

１ 趣旨

  入居者の高齢化等により、既存のグループホームのハード面が原因

で日常生活に支障をきたしているケースが見受けられる。 

ついては、障害者の自立した生活の継続のために必要な少額のバリ

アフリー化改修整備に係る費用の一部に対し、本市独自に補助を行う。

２ 補助内容

３ 改修内容 

  手すりの取り付け、段差の解消等 

対象法人 補助要件 補 助 額 

すべての法人 

入居者の心身の状況や住居

の状況などからみて必要な

バリアフリー化改修整備 

対象経費 

（300 千円未満）

の３／４を補助 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５６０（内線2560） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間障害者グループホームの 

整備補助 
草案頁 ２８頁 

予 定 額 ３０，５１５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

既存の障害者グループホームを地域生活支援拠点事業所として整備

するための補助を行う。 

２ 施設概要 

整 備 予 定 地 西区笹塚町 

事 業 内 容

共同生活援助  １４人→１５人 

（障害者グループホーム） 

短期入所     ０人→ ２人 

【地域生活支援拠点事業所】 

整 備 内 容 大規模修繕 

建 物 構 造 鉄骨造３階建 

延 床 面 積 ５４７．４０㎡ 

運 営 主 体 社会福祉法人よつ葉の会 

３ 整備年度 

令和２年度 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５６０（内線2560）
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間障害者グループホームの 

スプリンクラー等整備補助 
草案頁 ２８頁 

予 定 額 ２０，２３３千円 

事業の概要 

１ 趣旨

  平成２５年の消防法施行令等の一部改正により、障害者グループホ

ーム等における消防設備の設置基準が見直され、スプリンクラー設備

の設置等の対象範囲が拡大された。

平成２６年度末時点で重度者（障害支援区分４以上）の割合がおお

むね８割を超えないために設置義務のなかった既存のグループホーム

等について、今後、重度化等により新たに設置義務が生じることが想

定されることから、令和元年度に引き続き、あらかじめ整備を行う場

合の費用の一部に対して補助を行う。

２ 補助内容

３ 設置予定数 

  ６か所 

＜参考＞ 

  平成２６年度末時点で重度者の割合がおおむね８割を超えスプリン

クラー設備の設置が義務付けられた障害者グループホーム等について

は、経過措置期間内（平成２７～２９年度）に対応済

区 分 対 象 施 設 補 助 額 

スプリンクラー設備

重度者の割合が

おおむね８割を

超えることが早

期に見込まれる

障害者グループ

ホーム等 

基準額の３/４を補助 

基準額２０．７千円/㎡

消火ポンプユニット

基準額の３/４を補助 

基準額３，０９０千円/

か所 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５６０（内線2560） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間鉄道駅舎バリアフリー化設備設置

補助 
草案頁 ２９頁 

予 定 額 ２０５，９００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の基本

方針に基づき、民間鉄道駅舎のバリアフリー化設備の設置に対して

補助を行う。 

２ 事業内容 

（１）名鉄本笠寺駅 

ア 整備内容 

エレベーター３基、多機能トイレ等 

イ スケジュール 

令和２～３年度   工事 

（２）ＪＲ金山駅（東海道本線上下ホーム） 

ア 整備内容 

可動式ホーム柵 

イ スケジュール 

令和元年度     設計 

   令和元～３年度   工事 

３ 補助内容 

事業にかかる経費の１／３を補助 

（国１／３ 市１／３ 事業者１／３） 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５３８（内線 2538） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規・拡充）がん対策の推進 草案頁 ３０頁 

予 定 額 ２０，９３２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

がんの予防や早期発見を推進するとともに、がん患者支援として新 

たに妊よう性温存治療費助成事業を開始するなど、がん対策の推進を 

図る。 

２ 内容 

（１）がん患者妊よう性温存治療費助成事業（新規） 

がん治療により生殖機能が低下する又は失う恐れがある方に対す 

る妊よう性温存治療に係る費用の助成等を実施 

ア 対象 

・市内に住所を有し、治療実施日の年齢が４０歳未満で、必要な 

 要件を満たす医療機関で治療を受けた方 

・日本癌治療学会のガイドラインに基づき、がん治療により生殖 

機能が低下する又は失う恐れがあると医師に診断された方 

イ 助成内容（１人１回まで） 

・治療費：治療内容により５～３０万円 

・意思決定支援：日本がん生殖医療学会が認定した意思決定支援 

施設等で行った支援にかかる本人負担の１／２ 

（上限額７，１５０円） 

ウ 開始時期 

令和３年１月（令和２年度内治療分を含む） 

エ その他 

医療関係者や市民を対象とした説明会・講習会を開催し、がん・

生殖医療や助成制度の周知・啓発を実施 

（２）ピロリ菌検査実施に向けた検討（拡充）

対象年齢や検査方法、検査後の対応など、検査実施に向けた方針 

を検討するため、課題に対する意見を聴取する有識者会議を開催 

（参考）がん検診受診率向上に向けた新たな取組み 

ア ナッジ理論を活用した個別受診勧奨の実施 

行動経済学のナッジ理論を活用し、不定期受診者など反応確率 

が高い対象に、効果的な受診勧奨通知を送付 

イ 受診手続きの簡素化 

集団検診のスマートフォン予約や個別検診の実施医療機関の

検索システムを導入 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637）      
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）災害時医薬品等安定供給確保事業 草案頁 ３４頁 

予 定 額 １，２８９千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 令和２年４月から本市は災害救助法の救助実施市となり、愛知県と

同様に救助主体として、現在愛知県が行っている事業に参画し、災害

時に必要となる医薬品等を確保する。 

２ 事業内容 

災害時の医療救護活動に必要な医薬品等について、愛知県医薬品卸

協同組合及び中部衛生材料協同組合に委託し、ランニング備蓄を行う。

＜参考＞愛知県災害時医薬品等安定供給確保事業 

委託先 備蓄か所数 備蓄品目数 

愛知県医薬品卸協同組合 １０か所
医薬品  ６８品目 

医療機器 １１品目 

中部衛生材料協同組合 ５か所 衛生材料 ３９品目 

担 当 課 健康部 環境薬務課 電話９７２－２６５１（内線2651）
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）フレイル対策の推進 草案頁 ７５頁 

予 定 額  ７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  健康寿命の延伸に向け、加齢とともに心身の活力が低下し、健康な

状態と要介護状態の中間段階にあるフレイルを予防するとともに早期

に発見し、適切な介入と支援を行うことで要介護状態になることを未

然に防ぐ必要がある。そこで、現在の心身の状況を知り、介護予防に

取り組むきっかけとなることを目的としたフレイルテストの実施やフ

レイルサポーターの養成などに取組む。 

２ 内容 

（１）フレイルテストの実施 

   ６５歳以上を対象に簡易判定できる本市独自のテスト項目とし

て、自分で行うセルフテスト用とフレイルサポーターが行う測定会

用の２種類を作成 

＜確認項目案＞ 

  ・セルフテスト用…社会参加の状況、心身の状態 等 

  ・測定会用…握力、ふくらはぎの太さ、えん下力 等 

（２）フレイルサポーターの養成 

   認知症予防リーダーを対象に高齢者サロン等において測定会やフ

レイルの普及、啓発を行うサポーターを養成 

 ＜参考：認知症予防リーダーとは＞ 

   認知症予防に係る知識や技術を習得し、地域において普及、啓発

を行うために、福祉会館にて養成した地域の高齢者 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549）
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令和２年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）外国人技能実習生（介護職種）受入 

支援事業 
草案頁 

２１頁 

２５頁 

２７頁 

予 定 額 １５，３６０千円  

事業の概要 

１ 趣旨 

  平成２９年１１月に外国人技能実習制度に「介護職種」が追加され

たが、技能実習生を介護事業所等で雇用する際には、日本語や介護実

務などを学ぶ入国後講習の受講が必須となっていることから、入国後

講習に係る費用を補助することで、介護事業所等の負担軽減を図る。

２ 補助対象 

  外国人技能実習生を受け入れる市内の介護事業所、障害福祉サービ

ス事業所及び障害児通所支援事業所等

３ 補助内容 

（１）対象経費

   入国後講習に係る費用（講習費、宿泊費、光熱水費など）

（２）助成額

   対象経費の４分の３、上限額１２万円／人

担 当 課 

【介護事業所に関すること】 

高齢福祉 部 介護保険 課 電話９７２－２５９１（内線2591） 

【障害福祉サービス事業所等に関すること】 

障害福祉 部 障害者支援課 電話９７２－２５５８（内線2558） 

【障害児通所支援事業所等に関すること】 

子育て支援部 子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516） 

健康福祉局   １５，０００千円 

子ども青少年局 ３６０千円
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）認知症施策の推進 草案頁 ２１頁 

予 定 額 ７７，４９５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

認知症の人と家族が安心して暮らせるまちの実現を目指し、令和２

年４月に施行予定である、「名古屋市認知症の人と家族が安心して暮

らせるまちづくり条例（仮称）」の周知を図るとともに、認知症の人

が起こした事故への損害賠償補償制度の実施等により、さらなる認知

症施策の推進を図る。 

２ 内容 

（１） 条例の周知（拡充） 

条例について、幅広く市民や事業者等に対して周知を図るため、

広報なごや特集号及び広報チラシを作成・配布し、広報啓発を実施

（２） 認知症の人が起こした事故への損害賠償補償制度（新規） 

対象者：認知症の診断を受けた名古屋市民 

保険料本人負担：無料 

補償上限額 

個人賠償責任保険：２億円 

見舞金：3,000万円（被害者が名古屋市民で死亡等の場合） 

       15万円（被害者が名古屋市民以外で死亡の場合） 

実施時期：令和２年１０月 

（３） 認知症疾患医療センターの開設準備（拡充） 

現在３か所指定している認知症疾患医療センターについて、４か

所目を令和３年度に開設するための準備を実施 

（４） 名古屋市立大学と連携した認知症研究（新規） 

名古屋市立大学において認知症の診断等に係る新技術等の研究

に関する寄附講座を開設 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）成年後見あんしんセンターの運営 草案頁 
２１頁 

２８頁 

予 定 額  ５８，０２５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  成年後見制度の利用促進を図るため、令和２年４月に施行予定の「名

古屋市成年後見制度利用促進計画」に基づき、成年後見制度に関する

広報啓発や、専門相談等を実施する名古屋市成年後見あんしんセンタ

ーを権利擁護支援の地域連携ネットワークの中核機関と位置付け、相

談支援体制等の強化を図る。 

２ 内容 

  成年後見あんしんセンターの職員を４人増員し、地域の相談支援機

関等に対するアウトリーチ型のバックアップ支援を行い、地域連携ネ

ットワークの構築を図るとともに、広報・啓発等の取り組みの充実を

図る。 

＜主な拡充内容＞ 

 ・相談支援機関等へのセンター職員や法律・福祉の専門職派遣 

・申立手続きに関する説明会、親族後見人向け研修会の開催 

・地域課題の情報共有や支援策の検討を行う協議会の運営 

３ 実施時期 

  令和２年７月 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）高齢者就業支援の推進 草案頁 ２２頁 

予 定 額 ９，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  高齢者就業支援センターの機能を拡充し、高齢者の就業に向けた

様々なニーズに対応するとともに、広報啓発を行うことにより、高

齢者の就業促進に向けた環境整備と機運醸成を図る。 

２ 内容 

（１）高齢者就業支援センターの機能拡充等 

 ア ハローワークの窓口の設置（令和２年１０月頃） 

   ハローワークの窓口を設置し、職業紹介を実施する。 

 イ 高齢者就業促進イベント 

   個性・体力・処理力を測定し、仕事の適性などを示したうえで

就業相談を行うことにより就業意欲を喚起する。 

 ウ 企業啓発セミナー 

   企業の人事担当者等を対象として、具体的な事例を交えながら

高齢者採用に向けた働きかけを行い、高齢者が就業しやすい環境

を整備する。 

（２）高齢者就業促進に向けた広報 

   ６５歳及び７０歳に到達する方に対して、高齢者の就業促進に

向けた個別案内を送付する。 

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課  電話９７２－４６２７（内線4627） 

－ 18 －



令和２年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局

事 項 
（拡充）上飯田福祉会館・上飯田児童館のセミ

リニューアル改修 
草案頁 

２２頁 

２６頁 

予 定 額 ２３３，３７８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

上飯田福祉会館・上飯田児童館は昭和４７年度に開設されており、

建物や設備の老朽化が著しいことから、セミリニューアル改修を実

施する。 

２ 内容 

外壁・屋上防水工事や設備機器等の部分的な更新を実施 

３ 工事期間

  令和２年６月～令和３年３月

４ その他

  工事期間中には、事業を一部縮小し、代替施設での運営を継続

 （参考）

   上飯田福祉会館・上飯田児童館

   住  所：北区上飯田南町１丁目４５番地の４

   開設年度：昭和４７年度

   施設構成：１階・２階 上飯田福祉会館

        ３階・４階 上飯田児童館

担 当 課 

（健康福祉局） 

高齢福祉 部 高齢福祉 課  電話９７２－２５４２（内線2542） 

（子ども青少年局） 

子ども未来企画部 青少年家庭課  電話９７２－３２５６（内線3256） 

健康福祉局   １４５，０００千円 

子ども青少年局   ８８，３７８千円

－ 19 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）八事福祉会館移転改築の設計 草案頁 ２２頁 

予 定 額 １３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

八事福祉会館は、土地を宗教法人興正寺より無償貸与されており、

令和３年１１月が貸借期限であることから、移転の必要があり、令

和元年度は民間活力を活用した整備手法等の検討を進めてきたとこ

ろであるが、事業実施に向けた調査の結果等を踏まえ、民間活力を

活用した敷地の有効活用と合わせた本市施工による移転改築とし、

令和 2年度についてはその設計を実施する。 

２ 移転予定地 

（１）住  所     昭和区御器所通

 （２）敷地面積     約５６０㎡

 （３）建ぺい率・容積率 ８０％・３００％

３ スケジュール

  令和２年度  設計

  令和３年度  工事

  令和４年度  開設

 （参考）

   八事福祉会館

   住  所：昭和区八事本町１丁目１００番地の１４

   開設年度：昭和４６年度

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課 電話９７２－２５４２（内線2542） 

－ 20 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）第６期障害福祉計画の策定 草案頁 ２６頁 

予 定 額 ５，０４０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  障害者総合支援法に基づき、障害のある方が自立した日常生活・社

会生活を営むことができるよう、障害福祉サービス、相談支援及び地

域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標、必要なサービス量の見

込み及びその確保方策について定める第６期障害福祉計画を策定す

る。 

  なお、児童福祉法に基づく第２期障害児福祉計画と一体的に策定す

る。 

２ 内容 

  障害者施策推進協議会及びその専門部会において検討、協議 

３ 計画期間 

  令和３～５年度 

４ スケジュール 

  令和２年４～１１月 専門部会にて検討 

            障害者施策推進協議会にて計画素案の策定 

  令和３年 １～２月 パブリックコメントの実施 

         ３月 計画の策定及び公表 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２-２５５８（内線2558）

－ 21 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）重度訪問介護利用者の大学修学支援 草案頁 ２７頁 

予 定 額 ４，６００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  重度訪問介護利用者に対して大学等への通学及び構内での移動等の

際に必要となる支援を移動支援事業として実施する。 

２ 内容 

 （１）対象者 

    重度訪問介護の対象者 

（２）支援内容 

    大学等が当該障害者への支援体制を構築できるまでの間、大学

等への通学及び構内で移動する際の介助（座位保持、体位交換な

ど）、食事の介助、トイレの介助、受講の補助等を支援する。 

 ＜参考＞ 

重度訪問介護の対象者とは、障害支援区分が４以上であって、以

下の（１）又は（２）のいずれかに該当する者 

（１）以下の（ア）及び（イ）に該当する者 

（ア）二肢以上に麻痺等があること 

（イ）障害支援区分の認定調査項目のうち、「歩行」「移乗」「排

尿」「排便」のいずれも「支援が不要」以外に認定 

（２）障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目）

の合計点数が１０点以上である者 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２-２６３９（内線2639）

－ 22 －



令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（健康福祉局） 

健 康 福 祉 局

事 項 （拡充）障害者スポーツ実施環境の整備等 草案頁 ２８頁 

予 定 額 ６６，６００千円                        

事業の概要 

１ 趣旨 

  ２０２０年東京オリンピック・パラリンピックや２０２６年の開催

に向けた検討を行っているアジアパラ競技大会など、障害者スポーツ

振興の重要性が一層高まっていることを受け、本市唯一の障害者スポ

ーツの拠点施設である名古屋市障害者スポーツセンターを中心に、障

害者スポーツの振興をさらに推進する。 

２ 内容 

区分 主な拡充事業 所管局 

障害者スポー

ツの実施環境

整備 

スポーツ施設利用促進マニュアル

作成、指定管理者対象研修実施、

障害者スポーツセンター改修等 

スポーツ市民局

障害者スポー

ツ の 理 解 促

進・普及啓発 

パラリンピック聖火フェスティバ

ル、各種障害者スポーツの体験、

でらスポ名古屋との連携等 

スポーツ市民局

支える人材の

育成・確保 

障害者スポーツフォーラム開催、

福祉施設職員向け出張研修会、学

生インターン受入等 

スポーツ市民局

競技力向上 
競技用補装具マッチング支援（ラ

ボ） 

スポーツ市民局

健 康 福 祉 局

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 

スポーツ市民局  ５３，６００千円 

健康福祉局     １３，０００千円

－ 23 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項 （拡充）植田寮改築の設計 草案頁 ２９頁 

予 定 額 ８６，１００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  保護施設「植田寮」について、施設の老朽化の解消及びバリアフリ

ー化等利用者の生活環境の向上とともに、市内の同種施設である厚生

院救護施設との統合を図るため、改築に向けた設計等を行う。 

２ 新施設の概要 

（１）予定地 

   天白区植田山二丁目（あけぼの学園及び植田寮現地の一部） 

（２）施設規模 

 延床面積：約６，０００㎡ 

 構  造：ＲＣ造３階建 

（３）定員 

   救護施設 ２００人 

３ スケジュール 

  令和２～３年度  設計等 （債務負担行為 ７５，０００千円） 

  令和４～７年度  工事 

  令和６年度    開設 

（参考）植田寮及び厚生院救護施設の現況

区 分 植田寮 厚生院救護施設 

所在地 天白区植田山二丁目101番地 名東区勢子坊二丁目1501番地

定 員 救護施設108人 更生施設112人 80人 

担 当 課 生活福祉部 保護課 電話９７２－２６０９（内線2609）

－ 24 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）はつらつ長寿プランなごや２０２１の

策定 
草案頁 ２９頁 

予 定 額 ３，２００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（はつらつ長寿プラ

ンなごや２０２１）について、両計画の調和を保つため、一体的に策

定する。 

２ 計画の内容 

（１）高齢者保健福祉計画 

   すべての高齢者が生きがいを持ち、住み慣れた地域において安ら

ぎのある生活を営むことができるような社会を目指し、高齢者に対

する保健や福祉の目標等を定める。 

（２）介護保険事業計画 

   介護を必要とするすべての高齢者が必要かつ十分なサービスを受

けることができるようにするため、介護保険サービスの種類ごとの

見込み量及びその確保方策について定める。 

３ 計画期間 

  令和３～５年度 

４ スケジュール 

令和２年５～１０月 

      １１月 

      １２月 

令和３年   ３月 

高齢者施策推進協議会の部会にて検討 

高齢者施策推進協議会にて計画案を策定 

パブリックコメントの実施 

計画の策定及び公表 

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課 電話９７２－２５４２（内線2542） 

－ 25 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項
（拡充）保健と福祉の連携強化に向けた 

    相談体制の充実 
草案頁 ３０頁 

予 定 額 ３９，６２７千円

事業の概要 

１ 趣旨 

精神障害・難病等に係る福祉制度利用申請窓口業務を保健センター

保健予防課から区役所福祉課・支所区民福祉課へ移管し、障害福祉の

窓口を区役所福祉課・支所区民福祉課へ一元化することで、利用者に

とって分かりやすく、利用しやすい窓口とする。 

あわせて、保健センターと区役所が別庁舎となっている区の区役所

福祉課及び支所区民福祉課の窓口に保健センターを本務とする専門職

（非常勤保健師）を配置し、難病患者等の支援を保健センターと連携

して行い保健と福祉の連携強化を図る。 

２ 移管対象業務 

区分 事業名 

精神障害 

自立支援医療（精神通院）、精神障

害者保健福祉手帳、タクシー料金助

成制度、ＮＨＫ放送受信料の減免、

自動車税等減免に係る証明書交付 

福祉特別乗車

券、障害福祉

サービス、市

営住宅の福祉

向入居募集、

日常生活用具

給付制度 

難病 

特定医療費助成制度（指定難病）、

愛知県特定疾患医療給付事業、先天

性血液凝固因子障害等治療研究事

業、スモンのはり・きゅう及びマッ

サージ施術事業、補装具費支給制度

障害児等福祉 
自立支援医療（育成医療）、障害児通所支援サービ

ス、小児慢性特定疾病医療 

３ 移管実施時期 

  令和２年４月１日（水） 

担 当 課
総務課       電話９７２－２５０９（内線2509） 

健康部 健康増進課 電話９７２－２６３２（内線2632） 

－ 26 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項 （拡充）第二次救急医療体制運営費補助 草案頁 ３０頁 

予 定 額 ４７２，９８４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  本市における第二次救急医療体制は病院による輪番制を採ってお

り、高齢化の進展に伴い救急搬送件数が増加する一方、医師の確保が

難しいことなどの課題により参加する病院が減少し、体制の維持に苦

慮している。 

  また、軽症患者が第二次、第三次救急医療機関に集中し、参加病院

の負担が増大している。 

そうしたことから、参加病院の負担軽減を図るため、運営費補助金

を充実させるとともに、救急医療の適正受診のための普及啓発をさら

に進めることで、救急医療体制の維持・確保に努める。 

２ 内容 

（１）第二次救急医療体制における運営費補助金の増額 

  ア 補助基準単価（空床確保部分）の増額 

  イ 産婦人科及び小児科における累進加算制度の拡充 

（２）救急医療の適正な利用のあり方普及啓発の充実 

   既存のポスター等の掲示に加え、スマートフォン用ＷＥＢサイト

の広告バナーを活用し、より広い世代に対し、救急医療の適正な利

用及びかかりつけ医の普及啓発を図る。 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623） 

－ 27 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項 （拡充）受動喫煙対策の強化 草案頁 ３０頁 

予 定 額 １０７，６６８千円 

事業の概要

１ 趣旨 

改正健康増進法の全面施行に伴う受動喫煙対策の強化に対応する

とともに、令和２年４月に施行予定の「名古屋市子どもを受動喫煙か

ら守る条例（仮称）」に基づき、条例の周知啓発、屋外分煙施設設置

費助成等を実施する。 

２ 内容 

（１）法改正への対応 

・飲食店における受動喫煙防止措置の実施状況に関する実態調査 

として戸別訪問を実施する。 

・事業者からの相談対応のためのコールセンターを設置する。 

（２）条例施行に伴う施策 

ア 周知・啓発 

    条例の内容について、民間活力を活用した企画提案による広報

を実施する。 

  イ 屋外分煙施設設置費助成制度（令和２年７月開始） 

一般利用可能な屋外分煙施設の設置経費に対して助成を行う。 

助成対象者 設置場所の土地の所有者又は使用者等 

助成額 ３，０００千円/か所（上限額） 

ウ 防煙教育の拡充の検討 

子どもに対する防煙教育の拡充内容について検討を実施する。 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－４０５８（内線4058） 

－ 28 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）健康寿命延伸に向けた 

歯科口腔保健対策 
草案頁 ３１頁 

予 定 額 １６，９５７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 加齢に伴って口腔機能が低下しつつある段階の「オーラルフレイル」

への対策及び口腔がんの早期発見に向けた対策の推進等により、市民

の健康寿命の延伸を図る。 

２ 内容 

（１）オーラルフレイル対策

ア 歯科医療関係者向け研修会の実施 

歯科医療関係者へのオーラルフレイルに関する専門的知識の向上 

を図る。 

イ オーラルフレイルに係る市民の意識醸成 

・各区の市民が多数集まるイベントにおいて、機器を用いたオーラ 

ルフレイルチェックを実施する。 

・高齢者の集いの場において、歯科医師がオーラルフレイルに関す 

 る講話及び歯科健診を実施する。 

（２）口腔がんの早期発見に向けた対策

ア 歯科医療関係者向け研修会の実施 

歯科医療関係者の口腔がんに関する専門的知識の向上を図ること 

により、歯科医療現場での口腔がんの早期発見に繋げる。 

イ 新たな口腔がん対策の検討 

有識者からの意見を聴取し、新たな口腔がん対策を検討する。 

（３）離乳期の「食べる力」の育成支援

離乳期の子どもを対象に保健センターで実施している「お口の発 

達支援教室」を拡充し、むし歯予防の観点での健康教育に加えて、 

「食べる力」の育成支援の観点での健康教育を行う。 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637）      

－ 29 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）ロタウイルス予防接種の定期接種化 草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２８６，２１１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

ロタウイルスは、乳幼児期に多く起こる感染性胃腸炎の原因とな

るウイルスの１つである。重症化すると脱水症状で入院が必要とな

る場合や、まれに急性脳炎・脳症などの合併症が起こることがある。 

本市では、平成２４年１０月から任意予防接種として半額助成を

行っているが、今回、国の方針決定に伴い定期接種とする。 

２ 概要 

ワクチン名※1 ロタリックス ロタテック 

対象者 
令和２年８月１日以降に生

まれた生後６週～２４週 

令和２年８月１日以降に生

まれた生後６週～３２週 

接種回数※2 ２回 ３回 

自己負担金 

[定期化前]12,800 円(2 回分)

↓

[定期化後] 無料 

[定期化前]12,300 円(3 回分)

↓

[定期化後] 無料 

※1 ワクチンの特性等を踏まえ２種類から市民が選択 

※2 接種間隔はいずれのワクチンも４週間以上 

３ 開始時期 

令和２年１０月 

４ その他 

令和２年７月３１日までに生まれた児については任意予防接種と

して継続実施 

担 当 課 健康部 感染症対策室  電話９７２－２６３１（内2631） 
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令和２年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）食品衛生監視体制の強化 草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２４，９８４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

平成３０年６月の食品衛生法等改正に伴い、順次施行される「ＨＡ

ＣＣＰに沿った衛生管理の制度化（令和２年６月施行、経過措置１年）」

及び「営業許可制度の見直し・営業届出制度の創設（令和３年６月施

行）」等について、食品等事業者への周知・助言指導等の対応を行う。

※ ＨＡＣＣＰ（ハサップ） 

原料の受け入れから最終製品までの工程ごとに、危害要因を分

析して、重要な工程を継続的に監視・記録する衛生管理の方法 

２ 主な内容 

（１）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化への対応 

  ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入を進めるため、制度化につい

て周知し、導入を支援する事業を実施する。 

（２）営業許可制度の見直し・営業届出制度の創設等への対応 

  営業許可・届出制度及び食品リコール情報報告制度等、法改正に

伴う新たな制度について事業者への周知を実施する。 

   また、改正法の施行に向け、厚生労働省が営業許可・届出の申請

手続き及び食品リコール情報の収集等を行う「食品衛生申請等シス

テム」を導入するため、システムの使用に必要となる本市業務シス

テムの改修を行う。 

担 当 課 健康部 食品衛生課  電話 ９７２－２６４６（内線2646） 
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令和２年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）人とペットとの共生事業 草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２０８，１５０千円 

事業の概要 

1 趣旨 

  人とペットの共生するまちの実現を目指し、令和２年４月に改正施

行予定の「名古屋市動物の愛護及び管理に関する条例」と、新たに策

定する「名古屋市人とペットの共生推進プラン（仮称）」に基づいた

施策を進める。 

２ 主な内容 

（１）多頭飼育問題への対応 

   多数の犬猫を飼育する場合の届出制度を令和２年１０月に開始す

るほか、多頭飼育の飼主から収容された犬猫の避妊去勢手術等を委

託により実施する。 

（２）のら猫問題への対応 

   従来の地域猫活動の支援の充実に加え、新たに避妊去勢手術のみ

を行うＴＮＲ活動に対する支援事業を実施し、のら猫の頭数削減を

目指す。 

（３）譲受人への診療券の交付 

   動物愛護センターから犬猫を譲り受ける飼主に、公益社団法人名

古屋市獣医師会加盟の動物病院で犬猫のワクチンの接種（3,000円の

定額補助）、避妊去勢手術（無料）を受けられる診療券を交付する。

（４）人とペットの共生サポートセンター（仮称）の開設 

   相談対応やボランティア活動の支援など、法令に基づく権限に関 

わらない事業を委託により実施する。 

担 当 課 健康部 食品衛生課  電話 ９７２－２６４９（内線2649） 

－ 32 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）八事斎場再整備に係る 

環境影響等調査 
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ４０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  八事斎場は老朽化が著しく、プライベート空間が確保できないなど

の課題を抱えているとともに、高齢化の進行に伴う火葬需要の増加に

適切に対応するため、再整備を図る必要がある。 

  そこで、令和元年度に実施している再整備基本計画の策定調査に引

き続き、民間活力導入可能性調査及び環境影響調査を実施する。 

２ 内容 

（１）民間活力導入可能性調査 

  ＰＦＩ等整備手法について、類似事例の調査や具体的な事 

業方式、事業採算性、ＶＦＭ（※）等の検討を行う。 

※ ＶＦＭ：総事業費をどれだけ削減できるかを示す指標 

（２）環境影響調査 

   再整備による環境への影響を把握するため、大気や騒音、悪臭な

どの項目について現況調査、予測及び評価を行う。 

担 当 課 健康部 環境薬務課 電話９７２－２６５８（内線2658）      

－ 33 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）第４次食育推進計画の策定 草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２，１５０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

健全な食生活の実践を目指し、平成２８年３月に策定した「名古屋

市食育推進計画（第３次）」の計画期間が終了することに伴い、次期

計画を策定する。 

２ 内容 

食育基本法の目的・基本理念を踏まえつつ、市民委員を含めた外部

の委員で構成する食育推進懇談会における意見や、令和元年度に実施

した食育に関する市民アンケートの結果などを参考に、計画を策定す

る。 

３ 計画期間 

令和３～７年度 

４ スケジュール 

令和２年４～１０月  食育推進懇談会等にて意見聴取 

  １２月  パブリックコメントの実施 

令和３年   ３月  計画の策定及び公表 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－３０７８（内線3078） 

－ 34 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）いきいき支援センターの相談支援機能

の強化 
草案頁 ７５頁 

予 定 額  ３，８２８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  いきいき支援センター（地域包括支援センター）には、財産管理、

生活困窮など複数の問題を持つ相談も多数寄せられ、各種相談に対す

る法的根拠を伴った対応は今後ますます求められている。そうした中、

愛知県弁護士会と連携し、担当弁護士によるセンター職員への支援を

定期的に実施し、気軽に相談できる関係を築き、センターの相談支援

機能の強化を図る。 

２ 内容 

 担当弁護士が市内２９か所のいきいき支援センターに隔月訪問し、

以下の支援を実施 

  ・利用者の法的問題についての助言 

  ・法的問題を抱えた個別ケース会議に出席 

  ・研修の実施 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549）

－ 35 －



令和２年度主な施策等一覧（子ども青少年局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 多胎児家庭支援モデル事業 2,045 1

ＳＮＳを活用した子育て相談モデル事業 3,000 2

祖父母手帳の作成 1,211 3

乳児院による児童虐待防止のための訪問支援 14,982 4

子ども会の振興に向けた調査 1,500 5

保育士等の技能・経験に応じた処遇改善 1,099,932 6

民間保育所等におけるおむつ処分等 110,000 7

民間保育所等における保育支援者の配置 361,800 8

公立保育所におけるおむつ処分 129,000 9

里親等委託の推進 98,802 10

公立保育所の社会福祉法人への移管 191,739 11

公立保育所の統合 1,500 12

保育所等利用待機児童対策 3,211,536 13

玉野川学園整備のあり方調査 1,000 18

新生児聴覚検査 55,162 19

子育て支援訪問事業 21,834 20

拡 充 子どもライフキャリアサポートモデル事業 175,809 21



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 子育て応援拠点の設置 138,148 22

エリア支援保育所事業 16,371 23

保育案内人の配置 139,778 24

病児・病後児デイケア事業利用料の引き下げ △ 27,409 25

児童虐待対応支援員の配置 132,372 26

児童相談所の体制強化 120,216 27

放課後事業の推進 5,165,901 28

ひとり親家庭応援専門員の配置 77,465 29

母子家庭等自立支援事業 200,530 30

第２期障害児福祉計画の策定 1,178 31

早期子ども発達支援施策の推進 50,515 32

医療的ケア児支援に係る連携の促進 5,140 33

外国人技能実習生（介護職種）受入支援事業 360 34

延長保育事業 1,035,435 35

私立幼稚園等における一時預かり事業 160,288 36

産休・育休あけ保育所等入所予約事業 120,607 37

私立幼稚園における預かり保育拡充事業 27,579 38

社会的養育ステップハウス事業 8,417 39



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充
児童館留守家庭児童クラブにおける送迎支援
事業

3,696 40

上飯田児童館のセミリニューアル改修 88,378 41

開 設 にじが丘荘 42

あけぼの学園 43





令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）多胎児家庭支援モデル事業 草案頁 23頁 

予 定 額 ２，０４５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  多胎児の妊娠・出産・育児に伴う、保護者の身体的・精神的な負担

が大きい状況を踏まえ、多胎児家庭を対象とした支援を図る。 

２ 事業概要 

（１）内 容 

ア 多胎児家庭が乳幼児健診を受診する際の同行サポート 

   イ 多胎児家庭からの子どもの発達や子育てに関する電話相談 

  ウ 多胎児家庭への訪問支援 

（２）対 象 

   主に未就園の多胎児を育児している家庭 

（３）実施体制 

   多胎児の育児経験を有する支援者団体や乳幼児の育児に関して

専門性を有する団体等への委託を予定 

（４）利用料 

   乳幼児健診を受診する際の同行サポートについて 

   世帯の所得に応じて１回あたり0円～1,600円 

（５）実施予定時期 

 令和２年10月 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２－２６０１（内線2601）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）SNSを活用した子育て相談モデル 

事業 
草案頁 23頁 

予 定 額 ３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  支援を必要としながらも、電話での相談は負担感が大きく、子育

て相談につながりにくい保護者に対し、気軽に相談できるようSNSを

活用した相談事業を試行実施し、必要な支援につなげていく。 

２ 事業概要 

（１）相談対象者 

  主に乳幼児の子育てをしている保護者 

（２）相談内容 

子育ての不安、子どもの発達、性格、しつけ、生活リズム、夜

泣きなど子どもにかかる相談 

（３）実施期間 

    令和２年９月の１か月間を予定 

（４）実施主体 

   子育て相談事業の実績を有する団体を予定 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２－２６０１（内線2601）

- 2 -



令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）祖父母手帳の作成 草案頁 23頁 

予 定 額 １，２１１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

祖父母世代を対象に子育てに関するハンドブックを作成し、祖父

母世代が、子育てに関心を持ち、地域の中で子育てをする機運の醸

成につなげる。 

２ 事業内容 

（１）配布対象者 

   子どもの祖父母や地域で子どもに関わっている祖父母世代の方

（２）配布場所 

  各区民生子ども課等 

（３）主な掲載内容       

ア 育児方法の変化 

イ 孫世代と関わることのメリット 

ウ 相談窓口の紹介 

 （４）冊子概要 

   発行部数：４，５００部 

   概  要：Ａ５版 20頁程度

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２－２６０１（内線2601）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）乳児院による児童虐待防止のため

の訪問支援 
草案頁 24頁 

予 定 額 １４，９８２千円 

事業の概要 

 １ 趣 旨 

乳児院に専任の育児指導担当職員を配置し、家庭訪問による養育

に関する相談や、乳児院の機能を活かした支援等を通じて、養育に

関する負担感や不安感を軽減するとともに、児童虐待の再発防止及

び未然防止につなげる。 

 ２ 内 容 

 （１）対象者 

   児童相談所等が支援している乳幼児及びその保護者 

 （２）事業内容 

   児童相談所等との協力、連携により、以下の事業を実施 

    ア 家庭訪問等による養育相談及び支援 

    イ 乳児院の機能を活かした宿泊指導 

    ウ 保護者支援プログラムの提供 

 （３）実施施設 

   民間乳児院３か所 

 （４）配置職員 

   育児指導担当職員各施設１人 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）子ども会の振興に向けた調査 草案頁 24頁 

予 定 額 １，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

   子ども会活動の振興に向けた検討のため、市民へのアンケートな

どによる調査を実施する。 

 ２ 内 容 

  （１）調査方法 

   ・小学生の保護者等へのアンケート 

   ・小学生や保護者の座談会等を通じたヒアリング 

   ・子ども会関係者へのヒアリング 

  （２）調査内容 

     子ども会に対する認識など現状の把握等を行う。 

担 当 課 子ども未来企画部青少年家庭課   電話972-3256（内線3256）

- 5 -



令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）保育士等の技能・経験に応じた処

遇改善 
草案頁 24頁 

予 定 額 １，０９９，９３２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

   民間保育所等における職員の処遇改善を行い、国において定め

られたキャリアパスの仕組みを構築することで、喫緊の課題とな

っている保育士等の確保や就業継続を図る。

 ２ 内 容 

 （１）概要 

    保育所等に対して給付される「子どものための教育・保育給

付等」（公定価格）に基づく「技能・経験を積んだ職員に係る

追加的な人件費の加算」を実施する。 

 （２）対象者・要件 

   ア 副主任保育士等（賃金改善額：月額４万円） 

    ・経験年数が概ね７年以上 

    ・発令や職務命令がされていること 

    ・キャリアアップ研修４分野以上の研修を受講して 

いること 

   イ 職務分野別リーダー等（賃金改善額：月額５千円 ） 

    ・経験年数が概ね３年以上 

    ・発令や職務命令がされていること 

    ・キャリアアップ研修のうち担当分野の研修を受講 

していること 

※キャリアアップ研修に係る要件については、令和３年度まで

の間は課さない 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線 2523） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）民間保育所等におけるおむつ処分

等 
草案頁 25頁 

予 定 額 １１０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

   民間保育所等において発生する使用済みおむつの処分などに要

する費用を補助することにより、保護者や保育士の負担軽減を図

る。

 ２ 内 容 

（１） 対象施設 

０～２歳児の利用定員を設定している保育所、認定こども

園、地域型保育事業所 

（２） 補助内容 

０～２歳児の利用定員に応じた以下の補助を実施 

・おむつ処分等費用 

・衛生管理費用（臭い対策等） 

 担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線 2523） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）民間保育所等における保育支援者 

    の配置 
草案頁 25頁 

予 定 額 ３６１，８００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  保育士確保支援策として、保育に係る周辺業務を行う保育支援者を

配置する民間保育所等に対し、その費用の一部を補助することにより、

保育士が働きやすい環境を整備し、民間保育所等における保育士確保

の推進を図る。 

２ 内 容 

（１）保育に係る周辺業務 

   清掃業務や遊具の消毒、給食の配膳、寝具の用意、片付け、外国

人の児童の保護者とのやりとりに係る通訳や、園外活動時の見守り

等 

（２）対象施設種別 

   保育所、幼保連携型認定こども園 

（３）対象見込施設数 

   201か所 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線2523） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）公立保育所におけるおむつ処分 草案頁 26頁 

予 定 額 １２９，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 公立保育所において発生する使用済み紙おむつを各保育所で処分

することにより、保護者や保育士の負担軽減を図る。 

２ 内 容 

（１）対象保育所 

   公立保育所(全99か所) 

（２）実施内容 

   ・一般廃棄物回収運搬業務委託 

   ・ごみ集積場所設置工事 

   ・紙おむつ専用ごみ箱等の購入 

（３）スケジュール（予定） 

   ・４～６月 ごみ集積場所の工事 

         紙おむつ専用ごみ箱等必要物品の購入 

   ・７月   全公立保育所において紙おむつ処分開始 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）里親等委託の推進 草案頁 
25頁 

26頁 

予 定 額 ９８，８０２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

家庭と同様の養育環境での養育を推進するため、里親の養育の質

を確保するほか、委託可能な里親を増やすことができるよう、里親

研修やトレーニング等を実施する里親トレーナーを新たに配置す

る。 

  また、里親手当の増額により、里親家庭への支援の充実を図る。 

２ 内 容 

（１）里親トレーナーの配置 

ア 業務内容 

里親に対する登録前研修や更新研修を実施するとともに、未

委託里親や委託後の里親に対して、事例検討やロールプレイ、

実習などのトレーニングを実施 

イ 配置場所及び人数 

中央児童相談所 １名 

（２）里親手当の増額 

区  分 令和２年度（月額） 現行（月額） 

委託児童１人目 
９０，０００円 

８６，０００円 

委託児童２人目以降 ４３，０００円 

担 当 課 

【里親トレーナーの配置に関すること】 

児童福祉センター中央児童相談所 電話７５７－６１１１（代） 

【里親手当の増額に関すること】 

子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）公立保育所の社会福祉法人への移管 草案頁 26頁 

予 定 額 １９１，７３９千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

  公立保育所は、社会福祉法人への移管または統廃合を進め、78 か所

まで集約化し、機能強化を図ることとしており、引継ぎ共同保育等を

実施し円滑な移管を行う。 

２ 内 容 

（１）令和３年度移管関係分       １６６，９０１千円 

区名 保育所名 実施内容 

北 鳩 岡 保 育 園

引継ぎ共同保育 

補修工事 

測量・不動産鑑定 等 

守山 大 永 寺 保 育 園

緑 松 が 根 保 育 園

名東 藤 が 丘 保 育 園

（２）令和４年度移管関係分         １，６２５千円 

区名 保育所名 実施内容 

千種 汁 谷 保 育 園

移管先法人の選定懇談会経費 等 中村 新 富 町 保 育 園

名東 高 針 北 保 育 園

（３）その他                ２３，２１３千円 

   茶屋こばと保育園（港区：令和元年度移管〈園舎貸与〉）の 

大規模修繕補助等 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９３（内線3093） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）公立保育所の統合 草案頁 26頁 

予 定 額 １，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  北区の上飯田東保育園については、合築する市営上飯田東荘が耐震

不足であることから、今後の保育の安全性確保を図るため、近隣の上

飯田南保育園と統合を予定している。円滑な統合を行うため、上飯田

南保育園において仮設園舎の整備等を実施する。 

２ 内 容 

仮設園舎の設計委託 

３ スケジュール（予定） 

時  期 内      容 

令和２年度 上飯田東保育園の募集停止 

上飯田南保育園仮設園舎の設計委託 

令和３年度 上飯田南保育園仮設園舎の整備・現園舎の改修 

令和４年度 統合 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３１８８（内線3188） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）保育所等利用待機児童対策 草案頁 
25頁 

26頁 

予 定 額 ３，２１１，５３６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  本市では、これまで待機児童対策に積極的に取り組んできた結果、

６年連続で国の調査要領に基づく待機児童ゼロを達成した。 

  しかしながら、平成 31 年４月において、特定の園のみを希望する

等の理由により保育所等を利用できていない児童が 929 人おり、ま

た平成 30 年のニーズ調査の結果等から、今後とも利用希望の増加が

見込まれるため、子ども・子育て支援事業計画を踏まえ、令和３年

４月の待機児童ゼロを目指し、引き続き対策を行う。 

２ 内 容 

区  分 金  額 か所数 利用枠拡大数

民間保育所等の整備(新設) 

千円

685,009 

か所

３ 

人 

255( 96) 

市有地活用による民間保育所の整備 190,765 １ 80( 35) 

民間保育所等の定員増を伴う老朽改築 976,441 ５ 119( 57) 

うち令和 3年 4月向け対策分 676,971 ３ 66( 34) 

幼稚園から認定こども園への移行 125,587 ２ 55( 25) 

賃貸方式による民間保育所等(本園)の設置  1,018,058 21 1,260(630) 

賃貸方式による民間保育所等(分園)の設置 52,500 ２ 40( 40) 

小規模保育事業所の設置 163,176 ６ 114(114) 

計 3,211,536 40 1,923(997) 

 うち令和 3年 4月向け対策分 2,912,066 38 1,870(974) 

 注１：金額については、待機児童対策としての新たな整備費等を計上 

 注２：利用枠拡大数の( )は、３歳未満児（再掲） 

 注３：「民間保育所の定員増を伴う老朽改築」５か所中２か所は、２か年

整備のため令和４年４月に向けた待機児童対策となる。 

 注４：「小規模保育事業所の設置」は、幼稚園接続型１か所を含む。 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－３１８２（内線 3182） 
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別紙 

民間保育所等の整備 

〔新設３か所〕 

整 備 予 定 地 中川区尾頭橋二丁目 名東区藤森二丁目 

施 設 種 別 保育所 保育所 

事 業 主 体 社会福祉法人 ちとせ交友会 
社会福祉法人 

志学舎準備委員会 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

60 人 

(24 人) 

75 人 

(30 人) 

開 所 予 定 令和３年４月 

整 備 予 定 地 緑区鳴子町 

施 設 種 別 保育所又は認定こども園 

事 業 主 体 未定（社会福祉法人等）※1

定 員 

(３歳未満児再掲) 

120 人 

(42 人) 

開 所 予 定 令和３年４月 

※1 公募により令和２年３月に選定する予定 

市有地活用による民間保育所等の整備 

〔新設１か所〕 

整 備 予 定 地 東区葵三丁目 

施 設 種 別 保育所 

事 業 主 体 社会福祉法人 陽だまりの家 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

80 人 

(35 人) 

開 所 予 定 令和３年４月 
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別紙 

民間保育所等の定員増を伴う老朽改築 

〔改築５か所〕 

現 施 設 名 ふたつばし保育園 池内わらべ保育園 

整 備 予 定 地 中村区二ツ橋町 昭和区明月町 

施 設 種 別 保育所 保育所 

事 業 主 体 社会福祉法人 熱田福祉会 社会福祉法人 池内福祉会 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

96 人

(30 人)

→

→

111 人 

(45 人) 

102 人

(62 人)

→

→

143 人 

(71 人) 

改 築 予 定 令和３年４月 

現 施 設 名 こすもす保育園 

整 備 予 定 地 瑞穂区初日町 

施 設 種 別 保育所 

事 業 主 体 社会福祉法人 新瑞福祉会 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

100 人

(30 人)

→

→

110 人 

(40 人) 

改 築 予 定 令和３年４月 

現 施 設 名 黎明保育園 陽だまりこども園 

整 備 予 定 地 瑞穂区河岸町 名東区高針二丁目 

施 設 種 別 認定こども園 認定こども園 

事 業 主 体 社会福祉法人 しののめ会 社会福祉法人 陽だまりの家 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

216 人

(60 人)

→

→

226 人※2

(70 人) 

290 人

(80 人)

→

→

333 人※3

(93 人) 

改 築 予 定 令和４年４月 

※2 改築前・後の定員は 1号定員 36 人を含み、保育の利用枠拡大数は 10 人（10 人）。 

※3 改築前・後の定員は 1号定員 30 人を含み、保育の利用枠拡大数は 43 人（13 人）。 
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別紙 

幼稚園から認定こども園への移行 

〔改築２か所〕 

現 施 設 名 五反田幼稚園 正雲寺幼稚園 

整 備 予 定 地 中川区大当郎二丁目 中川区福島一丁目 

施 設 種 別 幼稚園 → 認定こども園 幼稚園 → 認定こども園 

事 業 主 体 学校法人 高岸学園 学校法人 正雲寺学園 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

209 人

(０人)

→

→

121 人※4

(10 人) 

140 人

(０人)

→

→

140 人※5

(15 人) 

移 行 予 定 令和３年４月 

※4 移行後の定員は 1号定員 96 人を含み、保育の利用枠拡大数は 25 人（10 人）。 

※5 移行後の定員は１号定員 110 人を含み、保育の利用枠拡大数は 30 人(15 人)。 
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別紙 

公募スケジュール（予定） 

区 分 

賃貸方式による民間保育所等(本園)の設置 小規模保育事業所の 

設置（幼稚園接続型 

を除く） 第１期 第２期 

か 所 数 １４か所 ７か所 ５か所 

受 入 年 齢 

（ 定 員 ） 

０歳児～５歳児 

（60 人） 

０歳児～２歳児 

（19 人） 

公募要項公表 

（公募開始） 
令和２年１月２７日 令和２年７月上旬 

応 募 締 切 令和２年５月２５日 令和２年７月１３日 令和２年９月上旬 

法 人 決 定 令和２年６月中旬 令和２年８月上旬 令和２年９月下旬 

開 所 予 定 日 令和３年４月１日 

※ 民間保育所等の整備(新設)については、予算成立を前提として、令和元年８月～10 月

に公募実施済。 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）玉野川学園整備のあり方調査 草案頁 26頁 

予 定 額 １，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

児童自立支援施設「玉野川学園」は建設から 45 年以上が経過し、 

施設の老朽化の解消が必要であるとともに、入所児童の生活環境の

向上や支援機能の強化を図る必要があることから、整備のあり方に

ついて調査を行う。 

２ 内 容 

 （１）整備の基本方針 

 （２）想定される土地利用計画、平面図等 

 （３）概算工事費及び事業スケジュール 

（４）今後の検討課題 

（参 考） 

現玉野川学園の概要 

所 在 地：守山区大字下志段味字長廻間 

   運用定員：22 名 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２６２６（内線2626）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）新生児聴覚検査 草案頁 30頁 

予 定 額 ５５，１６２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  全ての新生児が確実に聴覚検査を受けることができるよう検査費

用を助成することにより、聴覚障害の早期発見、早期療育へとつな

げる。 

２ 内 容 

（１）対象者 

   名古屋市内に住所を有する新生児（概ね生後３日以内） 

 （２）実施方法 

母子健康手帳別冊内の受診票を用いて、委託医療機関（出生し

た産科医療機関・助産所等）において実施 

   ※受診票をお持ちでない方に対しては、臨時的な対応として、

医療機関や保健センターで別途配布した受診票を用いて実施 

（３）委託単価 

５，５００円 

（４）実施予定時期 

 令和２年10月受診分 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２－２６０１（内線2601）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）子育て支援訪問事業 草案頁 30頁 

予 定 額 ２１，８３４千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  保健センターに子育て支援訪問員を新たに配置し、乳幼児健康診

査未受診者や乳児家庭全戸訪問事業において会うことができなかっ

た家庭に対して、会えるまで訪問を実施することにより、保護者や

子どもの疾患や障害及び養育環境上の課題がある家庭の早期発見、

早期支援を図る。 

２ 事業概要 

 （１）実施体制 

子育て支援訪問員８人（保健師または助産師） 

 （２）主な実施内容 

乳幼児健診未受診者等へ家庭訪問により以下の支援を行う 

ア 発育・発達状況および育児環境確認 

イ 子育てに関する支援 

（３）実施予定時期 

 令和２年７月 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２－２６０１（内線2601）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）子どもライフキャリアサポートモデ

ル事業 
草案頁 22頁 

予 定 額 １７５，８０９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

小学校から高等学校までの子どもが夢や目標に向かって自ら踏み出

す力を身につけることができるよう、キャリアの専門家が学校に常駐

し、将来について考えるための情報や機会の提供等を行う。 

２ 内 容 

（１）事業概要 

   キャリアコンサルタントの資格を有する「キャリアナビゲーター」

がモデル実施校各校に１名ずつ常駐し、学校の先生と連携しながら、

将来の針路（ライフキャリア）に関する出前授業、保護者向け講演

会、職場体験のコーディネート、キャリア教育に係る学校へのコン

サルテーション及び児童生徒や保護者に対する個別相談などを行

う。 

（２）モデル実施校数の拡大（令和２年９月実施予定） 

区分 令和２年度 令和元年度 増減 

小学校 ２校 ２校 － 

中学校 10校 ２校 ８校 

高等学校 ２校 ２校 － 

計 14校 ６校 ８校 

担 当 課 子ども未来企画部子ども未来企画室 電話９７２－３０２５（内線3025）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）子育て応援拠点の設置 草案頁 23頁 

予 定 額 １３８，１４８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

子育て親子の交流の場のほか、一時預かりや相談支援などより充 

実した支援を提供する子育て応援拠点の実施か所数を増やすととも 

に、拠点スタッフが支援を必要とする子育て親子にアウトリーチす 

ることで、更なる子育ての負担感や不安感の軽減、児童虐待の未然 

防止につなげる。 

２ 拡充内容 

（１）実施か所数（公募により事業委託先を選定） 

令和２年度 増 減 

８か所 ４か所増 

（２）アウトリーチ支援の実施 

   令和元年 10 月から設置した応援拠点のうち２か所において、 

支援を必要とする子育て親子に対して、その家庭を訪問し、 

困りごとに応じた子育て支援プログラムを提供 

 ３ 実施予定時期 

  令和２年 10 月 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２－２６０１（内線2601）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）エリア支援保育所事業 草案頁 23頁 

予 定 額 １６，３７１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

地域における保育の質の向上と子育て支援の充実を図るため、各エ

リアにおいて研修等の企画・調整や関係機関同士のネットワークを構

築するためのコーディネート等を行うエリア支援保育所事業の実施か

所数を拡大する。 

２ 内 容 

（１）事業内容 

ア 保育の質の向上 

・保育の質の向上を目的とした研修等の企画・調整 

・訪問支援や個別支援等、公立・民間保育所等におけるセーフティ

ネット機能確保のための働きかけ 

イ 地域の子育て家庭への支援 

・個別相談支援や地域の子育てサロン等への職員派遣などの支援 

・区役所や保健センター等の関係機関とのネットワークの構築 

（２）実施か所数 

区 分 
令和２年度 

実施か所数 
増 減 

サポート園 

(「ユニット」の中心となり、事

業の企画調整等を行う保育所)

16 か所 ― 

一 般 園 

（サポート園と連携・協力して

事業を行う保育所） 

19 か所

６か所増

砂田橋(東区) 

大池（中区） 

猪高、亀の井（名東区） 

上ノ池、一本松（天白区） 

※各地域において、サポート園と一般園が２～４園でユニットを組

み、協力してエリア内で事業を実施 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）保育案内人(ほいくあんないびと)の配置 草案頁 23頁 

予 定 額 １３９，７７８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  区役所・支所において、保育所等に関する情報提供、相談など個々

のニーズに即したきめ細やかな対応を専門的に行う非常勤職員として

保育案内人(ほいくあんないびと)を配置している。 

  子育て世帯の多く集まる地域の子育てサロンなどへの出張相談の実

施等により、相談体制を強化するため、保育案内人の配置を拡充する。

２ 内 容 

（１）新たに配置する人数 

   ８人（西区・中村区・中区・昭和区・熱田区・中川区・南区・ 

      名東区） 

   ※令和元年度：30人→令和２年度：38人 

（２）主な業務内容  

 ア 区役所窓口等における保育サービスに関する相談や案内 

 イ 保育利用申込書の記載方法等の案内 

 ウ 保育所等利用保留児童及び保護者の状況把握（アフターフォロー）

や相談記録の作成 

 エ 多様な保育サービス等に関する情報収集や情報提供 

 オ 地域の子育てサロン等への出張相談 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線 2523） 

- 24 -



令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）病児・病後児デイケア事業利用料

の引き下げ 
草案頁 23頁 

予 定 額 △２７，４０９千円（改定影響額） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  病児・病後児デイケア事業利用料を引き下げる。 

２ 内 容 

区 分 改定後 現行(日額) 

市民税所得割課税額 

40,800円以上の世帯 

～６時間 1,000円 2,000円

～８時間 1,500円 3,000円

～10時間 2,000円 4,000円

 ※利用料については実施施設が徴収しており、引き下げた分は 

  委託料により補填する。 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線2523） 
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令和 2年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）児童虐待対応支援員の配置 草案頁 24頁 

予 定 額 １３２，３７２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

増加し続ける児童虐待相談に対して、地域に身近な窓口である区

役所・支所が、児童相談所との適切な役割分担のもとで、より迅速

かつ的確な対応を図ることができる体制を整備するため、児童虐待

対応支援員を増員する。 

２ 内 容 

（１）増員数 

児童虐待対応支援員を７名増員（※）し、33 名配置する。

   ※西区・中村区・昭和区・瑞穂区・熱田区・中川区・緑区へ

増員配置予定 

（２）主な業務内容 

・社会福祉事務所への児童虐待通告に関し、家庭訪問を含む調査、

必要な実情の把握（児童の安全確認を含む） 

・児童虐待事案について、児童相談所等と情報交換を実施する等

の関係機関との連携業務 

・社会福祉事務所が所管する児童虐待事案について、定期的な家

庭訪問などの継続指導 

・児童の福祉に関し、家庭その他からの相談に応じ実施する必要

な調査及び指導並びにこれらに付随する業務 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３９７８（内線3978） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）児童相談所の体制強化 草案頁 
23頁 

24頁 

予 定 額 １２０，２１６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  児童虐待通告等に迅速かつ的確に対応し、虐待通告受理後原則48

時間以内の子どもの安全確認を着実に実施するため、児童相談協力

員及び児童虐待対応員を増員するとともに、休日夜間対応員を新た

に配置し、児童相談所における相談受付対応及び休日夜間体制の強

化を図る。 

２ 内 容 

（１）相談受付対応の強化 

ア 内 容 

相談受付を行う児童相談協力員及び緊急介入・初期対応を行

う児童虐待対応員を増員することにより、虐待通告受付から子

どもの安全確認までを速やかに実施 

イ 職員数 

    児童相談協力員 ６→９名（３名増） 

    児童虐待対応員 14→17名（３名増） 

（２）休日夜間体制の強化 

ア 内 容 

現在、休日及び夜間時間帯においては、宿日直当番の児童相

談所に正規職員１名を配置し対応しているが、新たに休日夜間

対応員を１名配置し、電話受付体制を強化するとともに、緊急

に安全確認が必要な場合に現場に臨場できる体制を確保 

イ 職員数 

 休日夜間対応員（新設）５名 

（交代勤務により宿日直当番の児童相談所に１名配置） 

担 当 課 児童福祉センター中央児童相談所 電話７５７－６１１１（代） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）放課後事業の推進 草案頁 24頁 

予 定 額 ５，１６５，９０１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

子どもたちが豊かな放課後を過ごすことができる環境を整備する

ため、トワイライトスクール・トワイライトルームを実施するととも

に、留守家庭児童育成会に対し運営助成をしている。 

放課後事業の一層の推進を図るため、留守家庭児童健全育成事業助

成を拡充するとともに、トワイライトルームの実施校数を拡大する。 

２ 内 容 

（１）留守家庭児童健全育成事業 

  ア 環境改善整備助成の実施（新規） 

   育成会が実施するエアコン等の設備の整備及び備品の購入に要

する経費に対して、１か所あたり1,000千円を限度に助成（実施か

所数：61か所） 

  イ 留守家庭児童専用室の仕様改善（拡充） 

    本市が育成会に対して無償貸与を行う留守家庭児童専用室につ

いて、酷暑期の遮熱性等を確保するため、二重窓への変更など標

準仕様の見直しを行うもの。 

（２）トワイライトルーム（拡充） 

   実施校数 48校 → 50校（２校増） 

        トワイライトスクールからの移行 

担 当 課 子ども未来企画部放課後事業推進室 電話９７２－３０９１（内線3091）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）ひとり親家庭応援専門員の配置 草案頁 24頁 

予 定 額 ７７，４６５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

母子・父子自立支援員と連携して、家庭訪問等を行い、より身近な

ところでひとり親家庭の様々な相談に応じ、必要な指導や支援を行う

などの相談体制を強化するため、ひとり親家庭応援専門員の配置を拡

充する。 

２ 内 容 

（１）新たに配置する人数 

３人 

（楠支所・富田支所・徳重支所） 

※既配置 16区（各区１人） 

（２）主な業務内容 

ア 児童扶養手当現況届提出時において配付する「お困りごと相談

票」に基づく相談 

イ 家庭訪問等による相談支援及び情報提供 

ウ 求職情報の提供や企業等への同行支援による就業支援 

エ ひとり親が不安とする子どもの教育等について、関係機関との

連携を図り地域において支援 

担 当 課 子ども未来企画部子ども未来企画室 電話972－3025（内線3025）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）母子家庭等自立支援事業 草案頁 24頁 

予 定 額 ２００，５３０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  ひとり親家庭等の自立に向けた支援を行うために実施している就

業支援や相談事業に合わせて、離婚後も子どもが心身ともに健やか

に成長するため、養育費や面会交流について周知するセミナーの開

催やリーフレットの作成を実施する。 

 ２ 拡充内容  

(１) セミナーの開催 

    離婚前の父母を対象に含め、養育費・面会交流の取り決めや、

ひとり親家庭の支援施策に関する情報提供を行うセミナーを母

子家庭等就業支援センター名古屋市相談室（ジョイナス.ナゴ

ヤ）において開催する。 

(２) リーフレットの作成 

    ひとり親家庭等の支援施策などについてわかりやすくまとめ

たリーフレットを新たに作成し、離婚時における養育費・面会

交流の取り決めを促す内容を掲載する。 

担 当 課 子ども未来企画部子ども未来企画室 電話972-3025（内線3025）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）第２期障害児福祉計画の策定 草案頁 25頁 

予 定 額 １，１７８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨

児童福祉法に基づき、障害のある児童が身近な地域で支援を受け

ることができるよう、障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目

標、必要なサービス量の見込み及びその確保方策について定める第

２期障害児福祉計画を策定する。 

  なお、障害者総合支援法に基づく第６期障害福祉計画と一体的に

策定する。 

２ 内 容 

  障害者施策推進協議会及びその専門部会において検討、協議 

３ 計画期間 

  令和３～５年度 

４ スケジュール 

令和２年４～11 月  専門部会にて検討 

障害者施策推進協議会にて計画素案の策定 

令和３年１～２月  パブリックコメントの実施 

      ３月  計画の策定及び公表 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）早期子ども発達支援施策の推進 草案頁 25頁 

予 定 額 ５０，５１５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

近年の発達障害の認知の高まりや育児環境の変化などを受けて、

早期子ども発達支援のニーズが増加しているため、地域療育センタ

ーの体制等の拡充を行い、早期子ども発達支援を必要とする子ども

と保護者に適切な支援を実施する体制を整える。 

２ 内 容 

（１）地域療育センター増設に向けた検討 

地域療育センターの増設に向けて、施設規模、事業費等につい

て検討 

（２）地域支援・調整部門の新設 

令和２年７月から、地域療育センター１か所において、新たに

「地域支援・調整部門」を設置し、速やかに保護者の相談支援及

び子どもの発達支援を行うほか、保健センター、保育所及び医療

機関など地域の社会資源との連携を強化 

（３）体系的研修プログラムの作成 

早期子ども発達支援に携わる職員が勤務年数や知識、支援スキ

ルに応じた段階的に研修に参加できるよう、継続的・体系的な研

修プログラムを作成 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）医療的ケア児支援に係る連携の 

    促進 
草案頁 25頁 

予 定 額 ５，１４０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児（以下、「医

療的ケア児」という。）が安心して地域生活を送ることができるよう、

支援に関わる保健・医療・障害福祉・保育・教育等の連携の一層の 

推進を図るための取り組みを行う。 

２ 内 容 

（１）医療的ケア児支援に関する情報発信（拡充） 

医療的ケア児とその保護者が適切かつ円滑に支援が受けられるよ

うにするため、医療と福祉など多分野の支援・サービスの情報を横

断的にまとめた冊子を作成

（２）医療的ケア児の支援に係る協議の場の運営（継続） 

   ア 委員構成 学識者、障害児通所支援事業所職員はじめ各事 

業関係者、行政機関など 

   イ 開催回数 年２回程度 

（３）医療的ケア児コーディネーター養成研修の実施（継続） 

  医療的ケア児の支援を総合調整するコーディネーターを養成する

ため、相談支援専門員などを対象に研修を知識・ノウハウ等を有す

る法人に委託して実施 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516）
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令和２年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）外国人技能実習生（介護職種）受入 

支援事業 
草案頁 

21頁 

25頁 

27頁 

予 定 額 １５，３６０千円  

事業の概要 

１ 趣旨 

  平成２９年１１月に外国人技能実習制度に「介護職種」が追加され

たが、技能実習生を介護事業所等で雇用する際には、日本語や介護実

務などを学ぶ入国後講習の受講が必須となっていることから、入国後

講習に係る費用を補助することで、介護事業所等の負担軽減を図る。

２ 補助対象 

  外国人技能実習生を受け入れる市内の介護事業所、障害福祉サービ

ス事業所及び障害児通所支援事業所等

３ 補助内容 

（１）対象経費

   入国後講習に係る費用（講習費、宿泊費、光熱水費など）

（２）助成額

   対象経費の４分の３、上限額１２万円／人

担 当 課 

【介護事業所に関すること】 

高齢福祉 部 介護保険 課 電話９７２－２５９１（内線2591） 

【障害福祉サービス事業所等に関すること】 

障害福祉 部 障害者支援課 電話９７２－２５５８（内線2558） 

【障害児通所支援事業所等に関すること】 

子育て支援部 子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516） 

健康福祉局   １５，０００千円 

子ども青少年局 ３６０千円
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）延長保育事業 草案頁 25頁 

予 定 額 １，０３５，４３５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

   保育所等において利用時間帯を超えて延長して保育を行う延長

保育について実施か所数を拡大することにより、保護者の就労時

間の多様化に対応する。 

 また、深夜帯の保育ニーズを把握するため、夜間保育所１か所

においてモデル的に翌午前２時まで保育時間を延長する。 

 ２ 実施か所数 

   通常の開所時間からの延長保育（11 時間を超えて保育する場

合） 

区  分 ２年度 増 減 

 １ 時 間 延 長 
公 立 82 か所 １か所減 

民 間 337 か所 23 か所増 

 ２ 時 間 延 長 民 間 15 か所 ― 

 ４ 時 間 延 長 民 間 ４か所 ― 

 ６ 時 間 延 長 民 間 ２か所 ― 

夜 間 保 育 延 長 

（翌午前 1時までの延長保育）
民 間 ３か所 １か所減 

 夜 間 保 育 延 長 

（翌午前 2時までの延長保育）
民 間 １か所 １か所増 

合  計 444 か所 22 か所増 

  ※上記のほか、保育短時間認定児の延長保育について、保育所、

認定こども園、地域型保育事業所で実施 

担 当 課 
保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線 2523） 

保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線 3095） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）私立幼稚園等における一時預かり 

    事業 
草案頁 25頁 

予 定 額 １６０，２８８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

   私立幼稚園等における一時預かり事業の実施か所数を拡大する

ことにより子育て支援の充実を図る。 

２ 事業内容 

 （１）幼稚園型Ⅰ 

新制度に移行した私立幼稚園等において、夕刻や夏休み等に 

１号認定の在園児（保育の必要性のない児童）を一時的に預か 

る事業 

（２）幼稚園型Ⅱ 

    私立幼稚園において、保育を必要とする２歳児を受け入れる 

   事業 

 ３ 実施か所数 

 （１）幼稚園型Ⅰ 

    88 か所（15 か所増） 

 （２）幼稚園型Ⅱ 

    ７か所（２か所増） 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線 2523） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）産休・育休あけ保育所等入所予約 

事業 
草案頁 25頁 

予 定 額 １２０，６０７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

   産休・育休あけ時に保育所及び認定こども園を利用できるよう、

産休・育休開始時に利用する施設を指定して予約を行う、保育所

等入所予約事業について、実施か所数を拡大し、子育て家庭に対

する就労支援の充実を図る。 

 ２ 実施か所数 

区  分 ２年度 増 減 

公 立 保 育 所   ７か所  ― 

民間保育所等 103 か所 ４か所増 

計 110 か所 ４か所増 

 ３ 予約方法 

   出産予定日の８週間前の日以降に利用予定日及び利用予定施設

を特定して区役所に予約の申し込みを行う。 

担 当 課 
保育部保育企画室  電話 ９７２－２５２３（内線 2523） 

保育部保育運営課  電話 ９７２－３０９５（内線 3095） 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）私立幼稚園における預かり保育 

拡充事業 
草案頁 25頁 

予 定 額 ２７，５７９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

待機児童対策に資する事業として充実を図るため、私立幼稚園

において、保育所等利用基準に準じた保育を必要とする在園児を

対象に、夏休み等に預かり保育を実施する。 

２ 事業の内容 

 （１）対象児童 

    保育を必要とする私立幼稚園の在園児 

 （２）実施時間 

区  分 時  間 

平   日 教育時間終了時刻～17 時 

長期休業日 

（土日除く） 
平日における開園時刻～17 時 

 ３ 実施か所数 

   20 か所（２か所増） 

担 当 課 保育部保育企画室 電話 ９７２－２５２３ (内線2523) 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）社会的養育ステップハウス事業 草案頁 25頁 

予 定 額 ８，４１７千円 

事業の概要 

 １ 趣 旨 

児童養護施設等を退所する児童等に対して、市営住宅等を提供し、

自立援助ホーム職員の巡回による見守り支援を行うことで、児童等

の社会的自立を支援する。 

 ２ 内 容 

 （１）対象者 

児童養護施設等を退所して就労する児童等で、住居支援及び自

立のために生活等の支援が必要であると判断されるもの 

 （２）主な事業内容 

ア 市営住宅等の住居の提供 

イ 職員の巡回による生活指導や就労継続指導 

ウ 出身施設等との連携 

 （３）実施場所 

   令和元年度 市営住宅２室（１室定員２人） 

↓

   令和２年度 市営住宅２室（１室定員２人） 

         民間住宅２室（１室定員１人） 

 （４）利用料 １人あたり月額３０，０００円 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）児童館留守家庭児童クラブにお 

ける送迎支援事業 
草案頁 26頁 

予 定 額 ３，６９６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

児童館の運営において、留守家庭児童クラブを利用する児童の安

全・安心を確保するため、地域人材の活用等による送迎支援を実施

する。 

 ２ 内 容 

 （１）対 象 

児童館留守家庭児童クラブを利用する児童 

 （２）実施内容 

授業終了後の学校から児童館への移動時などに、地域において児

童の健全育成等に関心を持つ方等による児童への付き添いなどを

行う。 

 （３）その他 

   １館あたり２６４千円／年 

担 当 課 子ども未来企画部青少年家庭課  電話972-3256（内線3256）
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令和２年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）上飯田福祉会館・上飯田児童館の

セミリニューアル改修 
草案頁 

22頁 

26頁 

予 定 額 ２３３，３７８千円

事業の概要 

１ 趣 旨 

上飯田福祉会館・上飯田児童館は昭和 47 年度に開設されており、

建物や設備の老朽化が著しいことから、セミリニューアル改修を実

施する。 

２ 内 容 

外壁・屋上防水工事や設備機器等の部分的な更新を実施 

３ 工事期間

  令和２年６月から令和３年３月

４ その他

  工事期間中には、事業を一部縮小し、代替施設での運営を継続

 （参考）

   上飯田福祉会館・上飯田児童館

   住  所：北区上飯田南町１丁目 45 番地の４

   開設年度：昭和 47 年度

   施設構成：１階・２階 上飯田福祉会館

３階・４階 上飯田児童館

担 当 課 

（健康福祉局） 

高齢福祉部高齢福祉課  電話９７２－２５４２（内線2542） 

（子ども青少年局） 

子ども未来企画部青少年家庭課  電話９７２－３２５６（内線3256）

健康福祉局   １４５，０００千円 

子ども青少年局  ８８，３７８千円 
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （開設）にじが丘荘 草案頁 26頁 

予 定 額  

事業の概要 

１ 趣 旨 

母子生活支援施設「にじが丘荘」について、施設の老朽化の解消と

ともに、入所者の生活環境の改善を図るため、移転改築整備を行う。 

２ 整備計画 

（１）予定地 

   千種区北千種二丁目 

（２）定 員 

   30 世帯 

（３）スケジュール 

   ～令和２年 11 月         改築工事（令和元年 10 月着工） 

令和２年 12 月～令和３年２月 備品購入等 

令和３年３月                移転 

 （４）主な改善内容 

   ア 居室面積の拡大 

   イ 相談業務を行う専用室の設置 

   ウ 共同便所・共同浴室の解消 

（５）整備費 

   ６億円 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２６２６（内線2626）
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令和２年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （開設）あけぼの学園 草案頁 26頁 

予 定 額  

事業の概要 

１ 趣 旨 

福祉型障害児入所施設「あけぼの学園」について、新施設での運

営に向けた準備と駐車場の整備等を行う。 

２ 整備計画 

（１）所在地 

  天白区植田山二丁目 

（２）定 員 

   80 人（短期入所分 10 人を含む） 

（３）スケジュール 

  ４～５月 備品購入 

   ６月～  新施設での運営開始予定 

現あけぼの学園管理棟取壊工事・駐車場整備工事 

（４）整備費 

   18 億円 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２６２６（内線2626）
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令和2年度主な施策等一覧（住宅都市局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 市営住宅等管理運営等基金の設置 100,000 1

拡 充 民間非木造住宅の耐震改修助成 46,250 2

リニア中央新幹線開業に向けたまちづくりの
推進

679,000 3

ささしまライブ24地区・名駅南地区へのアク
セス改善等の推進

200,000 5

栄地区まちづくりプロジェクトの推進 1,956,901 6

中志段味特定土地区画整理事業の再建計画策
定支援

376,800 8

金山駅周辺まちづくりの推進 14,000 9

堀川における水上交通の活性化検討 58,500 10

民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネッ
ト機能の強化

60,973 12

分譲マンションの適切な維持管理等の支援 17,057 13

開 設 久屋大通公園（北エリア・テレビ塔エリア） 6



 



令和 2年度主な施策等一覧

住宅都市局

事 項 （新規）市営住宅等管理運営等基金の設置 草案頁 ５５頁 

予 定 額 １００，０００千円 

事業の概要

今後も厳しい財政状況が見込まれる中、本市の市営住宅及び定住促進住

宅について、保有資産量の適正化を図りながら、住宅セーフティネットの

中核として引き続き持続的かつ安定的な管理運営を図る必要があるため、

住宅使用料等の一部を積み立て、後年度に建物の維持管理・改善・建替等

の財源として活用できるよう、市営住宅等敷金積立基金を改め、市営住宅

等管理運営等基金を設置する。 

［事業内容］ 

市営住宅等の持続的かつ安定的な管理運営を図るため基金を設置し、

事業収支の範囲内で年度間の財源調整を実施 

［参考］令和２年度予算における市営住宅等に係る歳入及び歳出 

１ 歳入 

事項 金額（千円） 

住宅使用料等 17,741,963 

国支出金・市債 6,029,575 

その他 1,046,701 

合計 24,818,239 

２ 歳出 

事項 金額（千円） 

住宅管理費 13,165,899 

 うち管理運営に係る基金への積立 100,000 

住宅建設費 4,596,413 

公債償還等 7,055,927 

合計 24,818,239 

担 当 課 住宅部住宅管理課  電話 ９７２－２９５０（内線２９５０） 
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令和 2年度主な施策等一覧

住宅都市局

事 項 （拡充）民間非木造住宅の耐震改修助成 草案頁 ３５頁 

予 定 額 ４６，２５０千円

事業の概要

本市では、大規模地震の被害を軽減するため、名古屋市建築物耐震改

修促進計画を策定し、民間住宅等の耐震化を促進している。令和２年度

より、民間非木造住宅の耐震改修助成において、国の制度を活用し補助

制度拡充を行う。 

［制度の概要］ 

・旧耐震基準の非木造住宅について、耐震改修費の一部を助成 

→マンションは１／３に、戸建住宅等は２３％に補助率を拡充 

（現行の補助率は、いずれも「約１５％」）

種 別 一般改修 段階的改修（1段階目）

マンション 

・耐震改修費用の１／３ 

・延べ面積×５０，２００円× 

１／３ 

・５０万円×住戸数 

・耐震改修費用の１／３ 

・(延べ面積×５０，２００円× 

２／５)×１／３ 

・２０万円×住戸数 

戸建住宅 

・耐震改修費用の２３％ 

・延べ面積×３４，１００円× 

２３％ 

・６０万円 

・耐震改修費用の２３％ 

・(延べ面積×３４，１００円× 

２／５)×２３％ 

・２５万円 

長屋、 

共同住宅 

・耐震改修費用の２３％ 

・延べ面積×３４，１００円× 

２３％ 

・３０万円×住戸数 

・耐震改修費用の２３％ 

・(延べ面積×３４，１００円× 

２／５)×２３％ 

・１２万円×住戸数 

備考１ いずれか低い額以内 

２ マンションとは、非木造住宅のうち、地階を除く階数が原則として

３階以上で延べ面積が１，０００㎡以上の耐火又は準耐火建築物であ

る共同住宅をいう。 

３ 段階的改修の２段階目は、耐震改修費用の１／３（マンションの場 

合。マンション以外の場合は２３％）か、一般改修の限度額から１段

階目の補助額を引いた額のいずれか低い額を限度とする。 

担 当 課 都市整備部耐震化支援室  電話 ９７２－２７８６（内線２７８６）

- 2 -



令和 2年度主な施策等一覧

住宅都市局

事 項
（拡充）リニア中央新幹線開業に向けた 

まちづくりの推進
草案頁 ５３頁 

予 定 額 ６７９，０００千円

事業の概要

リニア中央新幹線の開業に向けて、「名古屋駅駅前広場の再整備プラン

（中間とりまとめ）」や「リニア駅周辺のまちづくりの方向性（中間とり

まとめ）」等の計画をふまえ、令和元年度は関係機関等との協議及び計画

の検討を進めているところである。 

令和２年度は、名古屋駅ターミナル機能の強化については、各施設の設

計など整備内容の具体化の検討を行う。また、駅東側駅前広場については、

令和元年度に都市計画変更手続き（令和２年３月に告示予定）を行ってお

り、令和２年度は飛翔の解体など工事に着手する。 

名古屋駅周辺まちづくりの推進については、継続して関係地権者等との

合意形成を図り、リニア駅周辺の面的整備の具体化に向けた検討を行う。

[事業内容] 

１ 名古屋駅ターミナル機能の強化 

  ・わかりやすい乗換空間の形成の検討 

  ・駅前広場周辺の再整備の検討・工事 

   債務負担行為（駅東側の支障移設工事（空調関連）） 

    期間：令和３年度～令和５年度 限度額：６３１，０００千円 

  ・東西ネットワークの強化の検討 等 

２ 名古屋駅周辺まちづくりの推進 

 ・リニア駅周辺の面的整備の検討 

担 当 課 
リニア関連都心開発部リニア関連・名駅周辺開発推進課 

電話 ９７２―３９８９（内線３９８９）
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令和 2年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）ささしまライブ24地区・名駅南地区 

へのアクセス改善等の推進 
草案頁 ５３頁 

予 定 額 ２００，０００千円 

事業の概要

ささしまライブ24地区は「国際歓迎・交流拠点」の形成をめざした賑わ

いのあるまちづくりを進めている。また、名駅南地区は近年、文化施設や

マンションなどの立地が進み、今後も笹島線東側区間の整備等を契機に低

未利用地の土地利用転換を促し、魅力的な開発を誘導すべき地区である。

両地区への主要動線である名駅通は、朝夕の時間帯を中心に歩行者と自

転車とが錯綜している状況にあり、また、今後の開発を見据えた交通需要

への対応のため、アクセス改善が必要である。 

以上のことから、令和2年度は、ささしまライブ24地区・名駅南地区へ

のアクセス改善と当該エリアの賑わい創出を一体的に取り組む。 

［事業内容］ 

１ ささしまライブ24地区・名駅南地区へのアクセス改善等 

・地下公共空間の基本設計等 

  ・地下公共空間の延伸等検討 

  ・新駅設置可能性検討       

  ・名駅南地区等の賑わい創出検討 

２ 名駅通歩道拡幅工事         

［箇所図］ 

担 当 課 
リニア関連都心開発部リニア関連・名駅周辺開発推進課 

電話 ９７２－２７１５（内線２７１５）
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令和 2年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）栄地区まちづくりプロジェクトの推進 

（開設）久屋大通公園（北エリア・テレビ塔エリア）
草案頁 ５３頁 

予 定 額 １，９５６，９０１千円 

事業の概要 

 栄地区においては、平成２５年に策定した「栄地区グランドビジョン」

に基づき、その主要な事業の一つとして、久屋大通の再生を進めている。 

久屋大通の外堀通から錦通までの北エリア・テレビ塔エリアでは、民間

活力を導入する手法としてPark-PFI制度と指定管理者制度を活用した「久

屋大通公園（北エリア・テレビ塔エリア）整備運営事業」により、三井不

動産株式会社を代表構成団体とするPark-PFI事業者が公園の再整備を進め

ており、令和２年７月にグランドオープンを予定している。 

また、錦通より南側の南エリアについては、令和元年度末に久屋大通再

生有識者懇談会より提言を頂く「久屋大通のあり方（南エリア部分）」を踏

まえ、令和２年度は、具体的な再整備プランを検討する。 

［事業内容］ 

１ 久屋大通の再生            １，６０８，２５０千円 

・テレビ塔エリアの特定公園施設の譲り受けに係る経費等 

・北エリア・テレビ塔エリアの指定管理料 

・南エリアの再生に向けた再整備プランの検討に係る経費 

２ オアシス２１の管理運営等         ３４８，６５１千円 

・バスターミナル・公園の指定管理料 

・施設の修繕に係る経費等 

［対象エリア］  

［北エリア・テレビ塔エリア計画図］ 

 別紙参照 

担 当 課 
リニア関連都心開発部都心まちづくり課 

電話 ９７２－２９４７（内線２９４７） 

北エリア 

テレビ塔エリア 

南エリア 

外堀通 

桜通 

錦通 

広小路通 

若宮大通 

大
津
通

オアシス２１

Ｎ

久
屋
大
通
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令和 2年度主な施策等一覧

住宅都市局

事 項
（拡充）中志段味特定土地区画整理事業の 

再建計画策定支援
草案頁 ５３頁 

予 定 額 ３７６，８００千円

事業の概要

 本市は、志段味地区全体で総合的なまちづくりを進めることを基本計画

（昭和５５年１月策定）に位置づけ、現在、良好な市街地整備を目指し、

組合施行による土地区画整理事業が進められている。 

中志段味特定土地区画整理組合は、現行事業計画のままでは大幅な収支

不足の発生が見込まれていることから、施行地区の見直し等による事業再

建に取り組んでおり、令和元年度には、組合において施行地区見直し案の

具体化や組合員の減歩負担強化を含む収支改善策を取りまとめ、地権者説

明会を実施するなど、事業再建に向けた合意形成を図っている。 

本市としても、令和２年度は、組合における施行地区見直しに必要とな

る調査設計費用の助成を拡充するとともに、事業から外れる地区のまちづ

くりに関する対応の具体化に向けた検討を実施する。 

［参考］中志段味特定土地区画整理事業（現行事業計画）の概要 

施 行 者 名古屋市中志段味特定土地区画整理組合 

施 行 期 間 平成７年１２月２８日～令和７年３月３１日 

施 行 面 積 １９２．４ｈａ 

全体事業費 ４２，５３０百万円 

進 捗 率 

（H31.3.31 現在）
４６．０％ 

担 当 課 都市整備部市街地整備課  電話 ９７２－２７６４（内線２７６４）
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令和 2年度主な施策等一覧

住宅都市局

事 項 （拡充）金山駅周辺まちづくりの推進 草案頁 ５４頁

予 定 額 １４，０００千円

事業の概要

リニア中央新幹線の開業を機に、金山の拠点性を高めることで、都心

域における南北軸を強化するとともに、名古屋城、熱田、有松などの観

光拠点をつなぐ歴史軸の強化を図る必要がある。 

そこで、平成２９年３月に策定した金山駅周辺まちづくり構想に基づ

き、古沢公園エリア、市民会館エリア及びアスナル金山エリアにおいて、

ホール、商業施設、公園等の一体的な開発を行い、音楽や文化が面的に

拡がる魅力的でウォーカブルなまちの形成を目指す。 

事業推進にあたっては、民間事業者の資金やノウハウを活用するＰＰ

Ｐ事業等の官民連携事業手法や事業スケジュールなど事業化に向けた検

討を行い、地区整備計画を策定する。 

［事業内容］ 

民間活力導入に向けた事業化検討等 

［事業イメージ］ 

担 当 課
都市整備部まちづくり企画課 

  電話 ９７２－２７３８（内線２７３８）

事業イメージは、今後、地区整備計画等を調整していく過程で変更となる場合がある。

事
業
化
検
討
対
象

・ホール  ・公園 

・駐車場  ・商業 

・オフィス ・ホテル 

・住宅         等 

古沢公園・市民会館エリア 

・交通ターミナル 

・広場   ・商業 

・オフィス ・ホテル 等 

アスナル金山エリア 

構想対象範囲 

回遊性の向上 

駅前広場

金山総合駅

金山南ビル

古沢公園

市民会館

アスナル金山

段階的に整備
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令和 2年度主な施策等一覧

住宅都市局

事 項 （拡充）堀川における水上交通の活性化検討 草案頁 ５４頁

予 定 額 ５８，５００千円 

事業の概要

熱田から都心部を経て、名古屋城に通じる歴史軸の魅力を最大限に高め

る取り組みの一環として、宮の渡し（熱田神宮）、納屋橋、朝日橋（名古

屋城）といった観光拠点を堀川における水上交通で結ぶことへの期待が高

まっている。  

このような中、民間事業者により不定期で運航されている水上交通の運

航拡充に向け、懇談会での議論や試験運航を行っており、引き続き事業採

算性などの課題への対応策の検討等を行う。 

 また、堀川と中川運河の結節点に位置する松重閘門は、昭和４３年に閉

鎖され、現在、松重閘門公園のモニュメントとして親しまれているものの、

閘門周辺は活気に乏しい状況となっている。 

そこで、沿川資源である松重閘門を活用し、堀川・中川運河の連携によ

りにぎわい創出を加速するため、松重閘門の再生に向けた技術的課題への

対応策と閘門周辺の魅力向上策の検討を行う。 

 さらに、堀川沿川の景観づくりの検討を行う。 

［事業内容］ 

１ 運航拡充に向けた検討 

・試験運航を含む、民間による運航拡充に向けた具体的な対応策の検討

・運航を支える仕組みづくりの検討 

２ 沿川資源活用検討 

・松重閘門の耐震化の技術的照査 

・松重閘門周辺の魅力向上策の検討 

３ 景観づくり検討 

 ・沿川景観の現況調査、機運醸成 

担 当 課
[事業内容１,２]都市整備部名港開発振興課 電話 972-2716（内線2716）

[事業内容３]  都市計画部都市景観室   電話 972-2731（内線2731）
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[位置図] 

乗船場 

景観づくりの検討区域

名古屋城 
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令和 2年度主な施策等一覧

住宅都市局

事 項 
（拡充）民間賃貸住宅を活用した 

住宅セーフティネット機能の強化
草案頁 ５５頁 

予 定 額 ６０，９７３千円 

事業の概要 

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基

づく住宅確保要配慮者の入居を受け入れる民間賃貸住宅の登録の促進を

図るため、住宅改修や家賃減額等に係る補助制度を引き続き実施するとと

もに、居住支援コーディネート事業を新たに実施することにより、民間賃

貸住宅の大家等への支援を含め居住支援法人等による居住支援活動のネ

ットワークづくりを進める。 

［事業内容］ 

１ 登録住宅への補助制度の実施（継続） ４９，６８０千円 

  ・大家に対する住宅改修費補助 

・大家に対する家賃減額補助 

・家賃債務保証業者に対する家賃債務保証料減額補助 

 ２ 居住支援の促進（拡充）       １１，２９３千円 

  ・居住支援コーディネート事業の実施 等 

   住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居に伴う、関係者間の連絡

調整や入居トラブル等に関する大家等からの相談等の窓口となる「居

住支援コーディネーター（仮称）」を新たに試行的に設置する。 

   （１）実施方法：業務委託 

   （２）事業開始：令和２年１０月（予定） 

［事業イメージ］  

担 当 課 住宅部住宅企画課  電話 ９７２－２９４１（内線２９４１）
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２９％ ２６％ ３０％ １５％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

棟数

（約5,800棟）

令和 2年度主な施策等一覧

住宅都市局

事 項 
（拡充）分譲マンションの適切な維持管理等 

の支援 
草案頁 ５５頁 

予 定 額 １７，０５７千円 

事業の概要 

分譲マンションは、区分所有者全員で管理組合を構成し一つの建物を

共同管理していくものであるため、管理や建替え等の方針について合意

形成を図ることが固有の課題となっている。 

また、今後、築４０年以上の高経年マンションがさらに増えていく中

で、自主的な取り組みに委ねるだけでは適切な維持管理が困難な管理組

合の増加が予想される。 

 そのため、管理組合の支援ニーズを把握し、更なる支援策を検討する

ため、分譲マンションの管理組合に対する実態調査を実施する。 

［事業内容］ 

１ 分譲マンション管理支援（継続）        ２，０５７千円 

 ・マンション管理推進協議会運営負担金 

 ・管理組合登録制度及び専門家派遣制度運営経費 等 

２ 分譲マンションの管理に係る実態調査（拡充） １５，０００千円 

調査対象 市内の分譲マンション（約５，８００棟） 

調査方法 郵送や訪問によるアンケート調査 

調査項目 管理組合の運営状況 

管理規約や長期修繕計画の有無 

修繕工事の実施状況 等 

［参考］市内の分譲マンションストックの状況

担 当 課 住宅部住宅企画課  電話 ９７２－２９４１（内線２９４１） 

築２０年未満   築２０～３０年未満  築３０～４０年未満  築４０年以上 
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令和2年度主な施策等一覧（緑政土木局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 市西南部における総合的な治水対策 15,000 1

公園の新たなマネジメントの展開 60,000 2

未就学児等の交通安全緊急対策 654,431 3

拡 充 河川・ため池の豪雨対策 968,164 4

県体育館の移転に伴う公園施設の整備等 147,500 9

東山動植物園再生整備 1,921,427 10

みどりが丘公園の整備・運営に係る
新たな方針の策定

8,000 11

堀川の魅力向上とにぎわいづくり 38,000 12

新堀川の水環境改善に向けた調査検討 15,000 13

無電柱化の推進 51,125 14

継 続 相生山緑地事業の推進 12,000

弥富相生山線の調査検討 45,000

開 設 東山動植物園レッサーパンダ舎 16

15



 



令和２年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 
（新規）市西南部における総合的な治水 

対策 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 １５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 名古屋市の西南部は、標高が低く名古屋港に近いため、大雨や

津波、高潮による水害のリスクが高い地域である。 

 そこで、昨年６月、関係部局で将来を見据えた総合的な治水対

策プロジェクト協議会を組織し、その中でまちの安全性を高める

ための協議調整をはじめた。 

令和２年度は、この地域内にある中川運河や荒子川周辺におい

て、水害リスク低減と地域の安全性の向上に向けて、既存治水施

設のネットワーク化と連続排水等に関する調査・検討を行う。 

２ 事業内容 

・荒子川における治水計画等検討  

・中川運河や荒子川周辺地域における 

 治水計画等検討結果取りまとめ 

担 当 課 河川部 河川計画課        電話 ９７２－２８８４
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令和２年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 （新規）公園の新たなマネジメントの展開 草案頁 ３８頁 

予 定 額 ６０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

都市公園法改正によりPark-PFI制度が創設され、全国で運用さ

れる中、本市においては全公園を対象とした民間事業者サウンデ

ィング調査を実施してきた。 

これらの動きと結果を受けて、公園のさらなる魅力向上と利活

用促進を図るため、鶴舞公園を始めとした市内公園において、モ

デル的に民間活力を活かした公園の再生を進める。 

また、公園での地域活動の広がりを受け、身近な公園の利活用

促進を図るため、地域のニーズを踏まえた地域主体による管理運

営のしくみづくりを行う。 

これらの取組を検証しながら、効果的に全市に展開を図るた

め、次期公園経営事業展開プランを策定する。 

２ 事業内容  

・鶴舞公園、千種公園、矢場公園において民間活力を活かした公

園の再生の実施 

・身近な公園における地域主体による管理運営のモデル実施・検

証及びしくみづくり 

・次期公園経営事業展開プランの策定 

担 当 課 緑地部 緑地利活用室       電話 ９７２－２４８９
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令和２年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 （新規）未就学児等の交通安全緊急対策 草案頁 ５６頁 

予 定 額 ６５４，４３１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和元年５月８日の滋賀県大津市で園児が犠牲となった事故等を

受け、交通安全対策を緊急に協議し実行するため、本市及び県警に

よる『名古屋市交通安全対策に係る緊急プロジェクトチーム』を設置

し、未就学児が日常的に集団で移動する経路の緊急点検を実施し

た。 

未就学児等の交通安全緊急対策として、令和元年度に実施した

緊急点検を踏まえ、順次必要な整備を行う。また、市内の信号交差点

における防護柵等の点検に基づく対策もあわせて行う。 

２ 事業内容 

 ・未就学児が日常的に移動する経路等の交通安全対策の実施 

  （防護柵等の設置、歩道の整備など） 

 ・信号交差点の点検に基づく交通安全対策の実施 

  （防護柵等の設置） 

担 当 課 路政部 道路維持課         電話９７２－２８２７
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令和２年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 （拡充）河川・ため池の豪雨対策 草案頁 ３６頁 

予 定 額 ９６８，１６４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

平成３０年７月豪雨は全国で２００名以上の死者を出した豪

雨災害となった。また令和元年台風１９号では、国・都道府県管

理河川だけでも１４０か所の堤防決壊が発生し、３万棟以上の家

屋で床上浸水被害が発生した。このように近年の豪雨は過去に例

の無い程、集中化・激甚化しており、同様の災害が今後どこでも

起こり得ると懸念されている。 

  このような状況を踏まえ、国主導のもと「防災・減災、国土強

靭化のための３か年緊急対策」を実施しているところであるが、

本市においても、令和元年度に引き続き、近年の災害で浮き彫り

になった課題に対して事前防災対策を実施する。 

２ 事業内容・事業箇所 

 ・堆積土砂のしゅんせつ、河道内樹木の伐採 

（植田川・要池等） 

・堤防強化（山崎川・隅除川等） 

 ・局所改良（忠兵衛川・久田良木川） 

・ため池の改良（東禅寺上池等） 

担 当 課 河川部 河川工務課        電話 ９７２－２８９５
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あ位置図 

堆積土砂のしゅんせつ、河道内樹木の伐採（植田川） 

令和２年度整備 

令和２年度整備 

堆積土砂のしゅんせつ（要池） 
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堤防強化（隅除川） 

令和２年度整備 

堤防強化（山崎川） 

令和２年度整備（左岸） 
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局所改良（忠兵衛川） 

令和２年度整備 

局所改良（久田良木川） 

令和２年度整備 
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令和２年度整備 

ため池の改良（東禅寺上池） 
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令和２年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 
（拡充）県体育館の移転に伴う公園施設の 

整備等 
草案頁 ３８頁 

予 定 額 １４７，５００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

愛知県体育館の名城公園（北園）への移転により、野球場やラ

ンニングコース、遊具広場等の既存の公園施設が使用できなくな

ることから、その機能を確保するための整備を行う。 

また、名城公園（北園）の利用者が増加することが見込まれる

ため、地下鉄名城公園駅から公園へ安全かつ快適にアクセスでき

る横断施設の調査検討を行う。 

あわせて、愛知県体育館の移転を踏まえ、長年親しまれてきた

ストックを活かしながら新たな魅力づくりを行い、名城公園（北

園）の再生を進めるための計画を策定する。 

２ 事業内容 

・県体育館の移転に伴う公園施設の整備 

・横断施設に関する調査、検討 

・名城公園（北園）の基本計画策定 

担 当 課 緑地部 緑地事業課         電話９７２－２４８４ 
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令和２年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 （拡充）東山動植物園再生整備 草案頁 ３８頁 

予 定 額 １，９２１，４２７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  令和元年度に策定した「東山動植物園再生プラン」第三期

事業計画（令和２～６年度）に基づき、何度も訪れたくなるよ

うな多様な魅力を持つ動植物園に向けて整備を推進する。

２ 主な事業内容 

○展示施設の整備 

トラ・オランウータン舎やジャガー舎等の整備を進める

とともに、コモドオオトカゲ・マレーバク舎の基本設計を

行う。 

○歴史文化的施設の保全及び活用

国の重要文化財に指定されている温室前館の保存修理を

引き続き進めるとともに、洋風庭園の整備を進める。 

○にぎわいのある快適な園内空間の形成 

休憩所の整備や植物園内における新たな移動手段導入の

準備を進める。 

○動物病院の改築等 

動物園内で発生する感染症はじめ様々な傷病に十分対応

できるよう、動物病院の改築等を進める。 

担 当 課 東山総合公園 再生整備課     電話 ７８２－２１１１
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令和２年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 
（拡充）みどりが丘公園の整備・運営に 

係る新たな方針の策定 
草案頁 ３８頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  みどりが丘公園は、昭和５９年に都市計画決定された墓園であ

り、墓地公園として墓地の整備・貸付を行っているが、近年、社

会情勢やお墓に対する意識・ニーズが大きく変化し、墓地の貸付

数が減少している。 

  従来型墓地の整備計画の見直しと、市民ニーズに応じた新たな

形態の墓地の導入に向け、収支を含めた墓地事業全体を見直し、

みどりが丘公園の新たな方針を策定する。 

２ 主な事業内容 

・従来型墓地の整備計画の見直し 

・新たな形態の墓地（合葬式墓地等）導入に係る基本計画の 

策定 

・墓地管理・運営方法の検討 

担 当 課 緑地部 緑地事業課         電話９７２－２４８５ 
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令和２年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 （拡充）堀川の魅力向上とにぎわいづくり 草案頁 ３９頁 

予 定 額 ３８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  堀川では、うるおいと活気の都市軸堀川の再生を目指し、総

合的な整備を周辺まちづくりと一体となって進めており、河川

空間の利活用などにより堀川のにぎわいづくりを推進してい

る。 

  このような状況の中、堀川の周辺ではリニア中央新幹線の開

業を控え、また水上交通の運行拡充に向けた取り組みも活発化

するなど、貴重な水辺である堀川のさらなる魅力創出によるに

ぎわいづくりが求められている。 

令和２年度は、納屋橋地区において令和元年度に行った社会

実験等を踏まえ、ライトアップの本格整備や民間活力導入によ

る新たな水辺活用の検討を行うとともに、名城地区や白鳥地区

など納屋橋地区以外の水辺における民間活力導入の調査検討

を実施し、堀川の魅力向上を図る。 

２ 事業内容 

○納屋橋地区 

・ライトアップの本格整備 

・水辺活用事業の検討等 

○その他地区（名城地区、白鳥地区等） 

・民間活力導入の調査検討 

担 当 課 河川部 河川計画課        電話 ９７２－２８９１ 
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令和２年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 
（拡充）新堀川の水環境改善に向けた 

    調査検討 
草案頁 ３９頁 

予 定 額 １５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  新堀川においては、悪臭要因の一つである貧酸素状態を改善す

るため、平成２９年度から３０年度にかけて上流部及び下流部に

堆積していたヘドロを除去した。 

  しかし、周辺住民からは一層の水質浄化が求められており、ま

た、特に上流部は栄地区にも近く、都心の水辺として活用方法を

含めたあり方検討が必要であるため、効果的な浄化策や今後の活

用方法を検討する。 

２ 事業内容 

・水質浄化等に向けた基礎調査および検討 

担 当 課 河川部 河川計画課        電話 ９７２－２８９１
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令和２年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 （拡充）無電柱化の推進 草案頁 ５６頁 

予 定 額 ５１，１２５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  平成３１年３月に策定した名古屋市無電柱化推進計画に基づ

き、災害の防止の観点では、第１次緊急輸送道路について重点的

に無電柱化を推進しているところである。 

また、平成３０年１２月に閣議決定された「防災・減災、国土

強靭化のための３か年緊急対策」においては、緊急輸送道路の無

電柱化が対象となり、本市では、令和元年度に第１次緊急輸送道

路の未整備区間４３ｋｍの予備設計を実施している。 

今後、順次、詳細設計・工事着手し無電柱化の推進を図る。 

２ 事業内容 

・詳細設計 

名古屋環状線（中川区～港区） 

担 当 課 道路建設部 道路建設課      電話 ９７２－２８７３ 
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令和２年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 
（継続）相生山緑地事業の推進 

（継続）弥富相生山線の調査検討 
草案頁 

３８頁 

５７頁 

予 定 額 ５７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  平成２６年１２月に「市道弥富相生山線の道路事業を廃止し、

建設途中の道路を含む相生山緑地を公園として整備する」などの

方針を示し、平成２７年３月に市長、副市長、関係局区長で構成

された庁内会議『世界の「AIOIYAMA」プロジェクト検討会議』を

立ち上げ、関連事項について検討を行ってきた。 

  検討会議での議論を踏まえ、相生山緑地の基本計画の策定に向

けた検討を進めるとともに、弥富相生山線について、環境や交通

の視点から検討を行う。 

２ 事業内容 

 ○相生山緑地事業の推進    １２，０００千円 

・基本計画策定に向けた検討 

 ○弥富相生山線の調査検討   ４５，０００千円 

 ・環境調査 

・交通シミュレーション 

・道路施設の点検 

担 当 課 
緑地部 緑地事業課         電話９７２－２４８６ 

道路建設部 道路建設課       電話９７２－２８６３ 
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令和２年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 （開設）東山動植物園レッサーパンダ舎 草案頁 ３８頁 

予 定 額  

事業の概要 

１ 趣旨 

  「東山動植物園再生プラン」に基づき、アジアゾーンにおい

て、全国的に人気があり、絶滅危惧種に指定されているレッ

サーパンダの獣舎を整備し、さらなる魅力向上を図る。 

２ 施設の概要 

・規模     約４００㎡ 

（獣舎 約１４０㎡、運動場 約２６０㎡） 

・建設費    約２億円 

・開設時期   令和２年１２月（予定） 

担 当 課 東山総合公園 再生整備課     電話 ７８２－２１１１
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令和２年度主な施策等一覧（消防局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規
救急隊増隊に伴う特別消防隊第四方面隊庁舎
改修の設計等

15,000 1

救急隊増隊に伴う荒子川出張所改修の設計等 16,000 2

有松出張所改築の設計等 58,290 3

指令管制システム更新の基本調査 15,000 4

拡 充 震災消防水利資器材の充実 19,500 5

救急隊増隊に伴う富士塚出張所の改築 211,840 6

戸別訪問による防災用品を活用した地域防災
力向上促進事業

300,000 7

継 続 消防車両の購入 660,512 8

消防団詰所の改築 30,336 9

消防署非常用発電機の整備 80,490 10

家具の固定ができるボランティアの養成及び
派遣

10,000 11

木造住宅密集地域における初期消火資器材の
導入

4,411 12

開 設 消防団詰所（１カ所） 9
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令和２年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 
（新規）救急隊増隊に伴う特別消防隊

第四方面隊庁舎改修の設計等 
草案頁 ３３頁 

予 定 額 １５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  増加する救急需要への対応を充実するため、救急隊を増隊する

特別消防隊第四方面隊庁舎改修の設計を行う。 

 

２ 整備概要 

 ⑴ 消防隊、救急隊の執務環境の整備 

 ⑵ 個室仮眠室の整備 

 ⑶ 女性消防官の執務環境整備 

 

３ スケジュール 

  令和２年度 設計 

  令和３年度 工事 

 

４ 施設概要 

  特別消防隊第四方面隊  

   所 在 地 瑞穂区田辺通５丁目９番地 

   敷地面積 １７８６．４９㎡ 

   延床面積 ３４６．０９㎡ 

 

担 当 課 
総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 

救急部救急課  電話９７２－３５５２（内線：３５５２） 
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令和２年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 
（新規）救急隊増隊に伴う荒子川出張

所改修の設計等 
草案頁 ３３頁 

予 定 額 １６，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  増加する救急需要への対応を充実するため、救急隊を増隊する

港消防署荒子川出張所改修の設計を行う。 

 

２ 整備概要 

 ⑴ 消防隊、救急隊の執務環境の整備 

 ⑵ 個室仮眠室の整備 

 ⑶ 女性消防官の執務環境整備 

 

３ スケジュール 

  令和２年度 設計 

  令和３年度 工事 

 

４ 施設概要 

  港消防署荒子川出張所  

   所 在 地 港区善進本町７２番地の２ 

   敷地面積 １１０９．１７㎡ 

   延床面積 ２３７．９１㎡ 

 

担 当 課 
総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 

救急部救急課  電話９７２－３５５２（内線：３５５２） 
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令和２年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （新規）有松出張所改築の設計等 草案頁 ３３頁 

予 定 額 ５８，２９０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  築４５年が経過した緑消防署有松出張所について、老朽化した

消防庁舎を改築する。 

 

２ 整備概要 

 ⑴ 消防隊、救急隊の執務環境の整備 

 ⑵ 個室仮眠室の整備 

 ⑶ 女性消防官の執務環境整備 

 

３ スケジュール 

  令和２年度 取壊し設計、取壊し工事、工事設計 

  令和３年度 工事 

 

４ 施設概要 

  緑消防署有松出張所 

   所 在 地 緑区有松町大字桶狭間字生山４８番地の２７ 

   敷地面積 ２６５２．６３㎡ 

   延床面積 ２３２．５０㎡ 

   建築年度 昭和４８年 

 

担 当 課 総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 
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令和２年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 
（新規）指令管制システム更新の基本

調査 
草案頁 ３３頁 

予 定 額 １５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  平成２３年度から運用し、老朽化が進んでいる指令管制システ

ムを更新するための基本調査を行う。 

 

２ 事業概要 

  現行システムの課題抽出、最新のＩＣＴを活用したシステムの

調査など、災害対応及び各種業務処理能力を向上させた高機能な

指令管制システムを構築するための基本調査を行うもの。 

 

３ 指令管制システム更新のスケジュール 

  令和２年度    基本調査 

  令和３年度    実施設計 

  令和４～６年度  整備 

 

担 当 課 消防部指令課  電話９７２－３５２４（内線：３５２４） 
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令和２年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （拡充）震災消防水利資器材の充実 草案頁 ３３頁 

予 定 額 １９，５００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  大規模地震発生時に同時多発する火災事案に対し、限られた消

防力を効率的に運用し継続した消火活動を実施するため、河川・

海などの自然水利（無限水利）からの取水・送水体制の充実強化

を図る。 

 

２ 事業概要 

 新たに自然水利取水用資機材を導入し、自然水利からの取水点

を拡充することで震災時の部隊運用体制を強化するとともに、取

水活動に必要なマニュアル作成や教養訓練を実施する。 

 

３ 導入する自然水利取水用資器材 

 ⑴ 高落差等対応資器材 

   ターボポンプ 

⑵ 低水位対応資器材 

  ディスクストレーナー、ウォーターゲート 

 

 

担 当 課 消防部消防課  電話９７２－３５６０（内線：３５６０） 
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令和２年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 
（拡充）救急隊増隊に伴う富士塚出張

所の改築 
草案頁 ３３頁 

予 定 額 ２１１，８４０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  平成３１年４月に救急隊を増隊した東消防署富士塚出張所を

改築する。 

 

２ 整備概要 

 ⑴ 消防隊、救急隊の執務環境の整備 

 ⑵ 個室仮眠室の整備 

 ⑶ 女性消防官の執務環境整備 

 

３ スケジュール 

  令和２年度 工事 

 

４ 施設概要 

  東消防署富士塚出張所  

   所 在 地 東区泉一丁目９番２４号 

   敷地面積 ５４０．５４㎡ 

   延床面積 ２３１．５６㎡ 

 

担 当 課 
総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 

救急部救急課  電話９７２－３５５２（内線：３５５２） 
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令和２年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 

（拡充）戸別訪問による防災用品を 

    活用した地域防災力向上促進 

事業 

草案頁 ３４頁 

予 定 額 ３００，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

各世帯を戸別に訪問し、防災用品を配付することで家庭内にお

ける「命を守るための取組み」を強力に働きかけ、地域防災力の

向上を図る。 

 

２ 事業概要  

消防職員等が各世帯を戸別訪問し、「家庭の防災力チェック票」

を用い、住民と共に不足している防災力について確認した上で、

必要な防災用品を選択制により配付する。 

  これにより、市民一人ひとりによる具体的な防災対策の実践に

つなげ、家庭における防災力の強化を図る。 

 

３ 事業規模 

  各区の規模を踏まえて、市内５０学区規模で実施する。 

 

４ 配付する防災用品（選択制） 

⑴ 家具転倒防止器具 

⑵ 家庭用簡易消火スプレー 

（エアゾール式簡易消火具） 

⑶ 感震ブレーカー 

（工事不要のおもり式） 

担 当 課 消防部消防課  電話９７２－３５４３（内線：３５４３）   
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令和２年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （継続）消防車両の購入 草案頁 ３３頁 

予 定 額 ６６０，５１２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  経年により老朽化した車両の更新を行う。 

 

２ 対象車両 

 ・ タンク車     ２両 

 ・ はしご車     ２両 

 ・ 救助車      ２両 

 ・ 指揮官車     １両 

 ・ 指揮車      ２両 

 ・ 救急車      ８両（増隊救急車２両含む） 

 

担 当 課 総務部施設課  電話９７２－３５１８（内線：３５１８） 
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令和２年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 
（継続）消防団詰所の改築 

（開設） 
草案頁 ３３頁 

予 定 額 ３０，３３６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  大規模地震災害に備え、必要な耐震性を有するとともに、消防

団の装備を収納でき、継続的・長期的な活動を可能とするスペー

スや、女性団員に配慮した設備を有する詰所を全額市により整備

する。 

 

２ 整備概要 

 ⑴ 消防団詰所機能の充実 

 ⑵ 女性消防団員の活動環境の整備 

 

３ 対象詰所 

  改築  栄生消防団（西区） 

 

４ 開設時期 

  令和３年３月開設予定 

担 当 課 
消防部消防課  電話９７２－３５６１（内線：３５６１） 

総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 
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令和２年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （継続）消防署非常用発電機の整備 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ８０，４９０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  発生が懸念されている南海トラフ巨大地震等発生時に、防災活

動拠点として災害対応に支障がでない体制を維持するために、非

常用発電機の機能強化に向けた整備を行う。 

 

２ 整備概要 

  非常用発電機及び燃料タンクの更新、増強電源切替盤の改修等

を行う。 

 

３ スケジュール 

  令和２年度 工事（港消防署） 

 

担 当 課 総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 
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令和２年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 
（継続）家具の固定ができるボランテ

ィアの養成及び派遣 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

発生が懸念される南海トラフ巨大地震における被害軽減を目

的とし、家具の転倒防止対策を自ら行うことができない市民に対

する支援のため、「家具転倒防止ボランティア」の養成及び派遣

を実施する。（区提案連携事業）  

  

２ 事業概要  

  ⑴ ボランティアの養成  

・ ボランティア養成講座  

   ・ ボランティア養成実践研修   

⑵ ボランティアの派遣 

家具の転倒防止対策を自ら行うことが困難な世帯に実施 

⑶ 実施区  

    全区において実施 

 

(参考)  

区提案連携事業とは、区と局が共に、 

地域での課題解決に所管局予算として 

取り組む事業 

担 当 課 消防部消防課  電話９７２-３５４３（内線：３５４３） 
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令和２年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 
（継続）木造住宅密集地域における初

期消火資器材の導入 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ４，４１１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  大規模地震火災による被害の軽減を地域住民主体で実施でき

るよう、火災延焼の危険性が特に高い地域の自主防災組織に対

し、新たに初期消火資器材（スタンドパイプ）の貸与を行い、初

期消火体制の強化を図る。 

 

２ 事業内容 

住民主体で被害軽減に取り組む機運が高く、他の地域と比較し 

て火災延焼の危険性が高い木造住宅密集地域に対して配置 

（対象地域内の未導入自主防災組織のうち、令和２年度に導入を

希望した１７自主防災組織へ導入）  

 

 

 

 

 

 

 

 

              

初期消火資器材（スタンドパイプ） 

担 当 課 消防部消防課  電話９７２-３５４３（内線：３５４３） 

 



令和2年度主な施策等一覧（教育委員会）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 高等特別支援学校新設の設計
債務負担行為

(50,000)
1

ナゴヤ・スクール・イノベーション事業 975,847 2

ナゴヤ子ども人生応援サポーター事業 130,985 3

グローバル人材を育む和室活用事業 39,799 4

小学校における新たな運動・文化活動の実施 543,133 5

全国中学校体育大会の開催 10,000 6

拡 充 学校トイレの環境改善 798,009 7

肢体不自由学級設置校等へのエレベーターの
整備

330,500 8

校舎等のリニューアル改修 702,057 9

なごや子ども応援委員会の運営 1,531,047 10

学校司書の配置 81,959 12

学習支援講師の配置 443,727 13

学校生活介助アシスタントの派遣 166,342 14

日本語指導が必要な児童生徒の支援 169,413 15

ロボット・プログラミング教育の推進 3,619 16

市立高校生の海外派遣 69,231 17

特別支援学校アドバイザーの派遣等 2,105 18



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 幼稚園における預かり保育の実施 48,819 19

学校保健課題解決支援事業 2,000 20

ナゴヤ子どもいきいき学校づくりの推進 12,983 21

就学援助における入学準備金等 666,815 22

稲武野外教育センターのトイレ改修 54,000 23

私立高等学校授業料補助 99,104 24

部活動顧問派遣事業 157,830 25

博物館の魅力向上に向けた基本構想の策定 20,000 26

科学館Ｂ６型蒸気機関車の運搬、旧型客車の
修復等

77,754 27

断夫山古墳の発掘調査 2,586 28

科学館プラネタリウム機器の更新等 178,963 29

科学館等のトイレ改修 128,400 30

開 設 科学館ノーベル賞受賞者顕彰施設 31
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （新規）高等特別支援学校新設の設計 草案頁 ４３頁 

予 定 額 債務負担行為（限度額５０，０００千円） 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

 

  特別支援学校高等部の生徒数の増加や、企業等への就労をめざ

す職業教育のニーズの高まりに対応するため、若宮商業高等学校

の既存校舎の改修等により新設する高等特別支援学校の設計を

実施する。 

 

 

（内 容） 

 

１ 設置場所 

  天白区古川町７６番地（若宮商業高等学校との併設） 

         

 ２ 施設内容 

普通教室１５室、実習室、管理諸室 

 

 ３ 総事業費  約９億円 

 

４ 整備計画（予定） 

  令和２～３年度  設計 

  令和４～５年度  工事 

     令和６年度    開校 

 

 

 

 

担 当 課 

指 導 部 指 導 室   電話 ９７２－３２８９（特別支援） 

            電話 ９７２－３２９０（高等学校） 

総務部学校整備課   電話 ９７２－３２２１ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）ナゴヤ・スクール・イノベーション

事業 
草案頁 ４３頁 

予 定 額 ９７５，８４７千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

 

社会が劇的に変化する中で、「自らの可能性を最大限に伸ばし、

人生をたくましく生きていく」なごやっ子を育成するため、子ど

も一人ひとりの興味・関心や能力、進度に応じた学習を推進する。 

 

（内 容） 

 

 １ 個別最適化された学びを提供する授業改善の推進 

（１）民間等の力を活用した学校における実践研究 

○小学校１校におけるモデル実践の継続 

○市立学校（園）で６つのプロジェクトによる新たな実践研

究を開始 

（２）国内外の先進事例の研究と実践 

 （３）学習会の開催などを通じた教員の意識改革 

 

２ 新時代の学びを支える環境整備 

（１）授業を担当する全教員分のタブレットの整備 

（２）児童生徒１人１台タブレット環境の実現に向けた整備計 

画策定のための調査及び有識者会議の設置 

（３）ＩＣＴ支援員の配置等 

 

３ 広報・啓発 

インターネット上での情報発信 

担 当 課 
指導部指導室          電話 ９７２－３２８７ 

教育センター          電話 ６８３－６４２４ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）ナゴヤ子ども人生応援サポーター

事業 
草案頁 ４３頁 

予 定 額 １３０，９８５千円 

事業の概要 

 

（趣  旨）   

 

高等学校及び特別支援学校高等部にキャリアコンサルタント

をサポーターとして配置することにより、キャリア教育を幅広く

推進し、生徒のキャリアプランニングを応援する。 

 

 

（内  容） 

 

 １ ナゴヤ子ども人生応援サポーターの配置 

高等学校１２校及び特別支援学校４校にサポーターを１名

ずつ常勤的に配置し、授業等でキャリア教育を実施するとと

もに、自己実現を目指す生徒に対しての個別相談等を実施 

 

 ２ 海外先進事例調査 

   ロサンゼルス等海外のキャリア教育に関する調査を実施 

  

 

 

 

 

担 当 課 
指導部指導室     電話 ９７２－３２９０（高等学校） 

           電話 ９７２－３２８９（特別支援） 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）グローバル人材を育む 

和室活用事業 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ３９，７９９千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

   郷土への愛着や誇りをもってグローバルに活躍するための資

質・能力を育むため、小・中学校に和室（組立式）を設置する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 実施校  

   小・中学校 １６校 

  

 ２ 実施内容 

   茶華道体験等、和室を活用した教育活動の実施 

   

担 当 課  指導部指導室          電話 ９７２－３２３１  
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）小学校における新たな 

運動・文化活動の実施 
草案頁 ４６頁 

予 定 額 ５４３，１３３千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  教員が指導する小学校部活動を見直し、民間委託による新たな

運動・文化活動を実施する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 実施校 

小学校 １３３校 

西区、中村区、熱田区、港区、南区、守山区、名東区、 

天白区 

 

 ２ 実施内容 

  〇新たな運動・文化活動の運営及び指導 

  〇人材バンクの設置による指導者の募集・研修等 

 

 ３ 実施時期 

   令和２年９月 

担 当 課 生涯学習部スポーツ振興課    電話 ９７２－３３８３ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （新規）全国中学校体育大会の開催 草案頁 ４６頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

全国中学校体育大会の水泳競技大会（競泳・飛込）を開催する。 

 

 

（内 容） 

 

１ 時期 

令和２年８月１７日（月）～１９日（水） 

 

２ 会場  

日本ガイシアリーナ 

  

 ３ 種目 

   競泳男女     各１５種目 

   飛込男女     各 ２種目 

 

担 当 課 生涯学習部スポーツ振興課    電話 ９７２－３２６１ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学校トイレの環境改善 草案頁 ４２頁 

予 定 額 ７９８，００９千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

  洋式化率の低い学校について、トイレの洋式化等を実施する。 

 

（内 容） 

１ 整備内容 

（１）明るいトイレ改修 

   洋式化、照明増設、暖房便座の設置 

（２）さわやかトイレ改修 

   洋式化、照明増設、暖房便座の設置、床・壁・天井改修 

 

２ 整備校数 

（１）明るいトイレ改修 

設計、工事 

小学校 １４校 

中学校  ５校 

高等学校 １校 

（２）さわやかトイレ改修 

設計 

小学校  ７校 

中学校 １４校 

高等学校 ４校 

  

３ 整備計画（予定） 

   令和２～６年度の５年間で実施 

担 当 課 総務部学校整備課        電話 ９７２－３２２１ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）肢体不自由学級設置校等への 

エレベーターの整備 
草案頁 ４２頁 

予 定 額 ３３０，５００千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   

  肢体不自由学級設置校等において、児童生徒が教室間を円滑に

移動するため、エレベーターの整備を実施する。 

   

 

（内 容） 

 

  整備校数 

  （１）設計等 

     小学校 １校 

（２）工事（令和元年度設計分） 

     小学校 ２校 

中学校 １校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
総務部学校整備課        電話 ９７２－３２２１ 

指 導 部 指 導 室        電話 ９７２－３２８９  
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）校舎等のリニューアル改修 草案頁 ４２頁 

予 定 額 ７０２，０５７千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  老朽化した校舎等について、「名古屋市学校施設リフレッシュ

プラン」に基づき、教育環境の改善とともに建物の長寿命化を図

るため、リニューアル改修を実施する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 整備校数 

（１）設計 

小学校 １６校 

中学校  ２校 

高等学校 １校 

（２）工事 

小学校  ５校 

中学校  ２校 

 

２ 整備内容 

   屋上防水、内装（トイレを含む）・外壁の改修及び設備の更

新を一体的に実施 

 

 

担 当 課 総務部学校整備課        電話 ９７２－３２２１ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）なごや子ども応援委員会の運営 草案頁 ４３頁 

予 定 額 １，５３１，０４７千円 

事業の概要 

 

（趣  旨）   

 

さまざまな悩みや心配を抱える子どもや親を総合的に支援し、

子どもの目前の進路にとどまらず将来の針路を応援するための

取組みを推進するなごや子ども応援委員会の体制を強化する。 

 

 

（内  容） 

 

 １ 職員体制の拡充 

   主任（総合援助職）  ３人（新規） 

 

２ 「子ども応援委員会サポートシステム（仮称）」の構築 

   子どもたちへより効果的な支援を行うため、ＡＩ等を活用し

たシステムの構築に関する調査を実施 

 

 

（参 考） 

 

  総合援助職は、生物・心理・社会面から総合的に子どもを応援・

援助するために令和２年度から導入するものである。 

 

担 当 課 
子ども応援委員会制度担当部子ども応援室          

電話 ９５０－７１６２ 
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令和２年度 なごや子ども応援委員会職員の配置状況   
（単位：人） 

 

区  分 

子ども 

応援委員会 

(中学校１１０校) 

子ども応援室 計 

常勤 

主任 

（総合援助職） 
３  ３ 

総合援助職 ０→ １２  １２ 

スクール 

カウンセラー 
１１０→ ９９ １ １００ 

スクール 

ソーシャル 

ワーカー 

２２→ ２１  ２１ 

スクール 

アドバイザー 
１１  １１ 

非常勤 
スクール 

ポリス 
１１  １１ 

計 １５４→１５７ １ １５８ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学校司書の配置 草案頁 ４３頁 

予 定 額 ８１，９５９千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

 

  児童生徒の学校図書館の利用促進等を図るため、学校司書を配

置するとともに、近隣の小・中学校への巡回派遣を行う。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 配置校数  

   小・中学校 ６４→７０校 

 

 ２ 配置時間  

   週当たり２０時間 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２３１ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学習支援講師の配置 草案頁 ４３頁 

予 定 額 ４４３，７２７千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   

  きめ細やかな指導を通して、児童生徒の基礎・基本の定着、学

習に関する興味・関心の喚起を図るため、非常勤講師を配置する。 

 

（内 容） 

 

  子どもの未来応援講師を配置拡充するとともに、家庭の事情等

により学習に困難を抱えている児童生徒を支援することを目的

として、子どもの未来応援講師の配置校において、長期休業期間

の特設講座を拡充する。 

 

 １ 配置校数 

子どもの未来応援講師  ８５→９０校 

発達障害対応支援講師     ６５校 

不登校対応支援講師      ４０校 

日本語指導講師        ３１校 

 

 ２ 配置時間 

   週当たり２０時間 

 

 ３ 長期休業期間における特設講座 ８５→９０校 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２３１  
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学校生活介助アシスタントの派遣 草案頁 ４３頁 

予 定 額 １６６，３４２千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

介助が必要な障害のある幼児児童生徒に対し、学校（園）生活

における支援を行うため、学校生活介助アシスタントの派遣時間

を拡充する。 

 

 

（内 容） 

 

派遣時間 年間７５，６００→１０７，９７５時間 

 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２８９ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）日本語指導が必要な児童生徒の 

支援 
草案頁 ４３頁 

予 定 額 １６９，４１３千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

  日本語指導が必要な児童生徒の増加及び集住化に対応するた

め、日本語と外国語を話すことができる母語学習協力員等を配置

する。 

 

（内 容） 

１ 母語学習協力員スーパーバイザー（新規） 

 （１）配置人数     ３人 

     中国語、フィリピノ語、ポルトガル語 各１人 

 （２）配置時間 週当たり３０時間 

 

 ２ 母語学習協力員（拡充） 

 （１）配置人数     ４０→４２人 

     中国語        ２１人 

     フィリピノ語   ９→１１人 

     ポルトガル語     １０人 

 （２）配置時間 週当たり３０時間 

  

 ３ 母語指導補助員 

 （１）配置人数     ２人 

     中国語、フィリピノ語 各１人 

 （２）配置時間 週当たり２０時間 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２３１  
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）ロボット・プログラミング教育 

の推進 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ３，６１９千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

学習指導要領の改訂に伴う小学校におけるプログラミング教育

の必修化に合わせ、教材を活用することによりプログラミング教

育を推進する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 調達する教材 

   ロボット・プログラミング教材 ２セット 

 

 ２ 貸出校数 

   小学校 １２校 

（令和元年度に調達した教材２セットを含めた貸出校数） 

担 当 課  指導部指導室          電話 ９７２－３２３１  
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）市立高校生の海外派遣 草案頁 ４４頁 

予 定 額 ６９，２３１千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   高等学校教育の活性化とともに、未来を担うにふさわしい国際

的視野をもった心豊かな人間の育成と国際理解教育の充実を図

ることを目的として、市立高校生を海外に派遣する。 

  また、経済的な理由により参加費の負担が困難な生徒を対象と

した優先枠を設ける。 

 

（内 容） 

 １ 派遣期間 

   １０日間程度 

 ２ 派遣人数 

   マレーシア            １５人 

   オーストラリア（シドニー）    ３０人 

   フランス（ランス）        １５人 

   ドイツ              ２０人 

   イタリア（トリノ）        ２０人 

   中国（南京）           ３０人（新規） 

   ウズベキスタン（タシケント）   ３０人（新規） 

３ 主な研修内容 
   事前研修、現地校訪問・交流、ホームステイ、市役所への表

敬訪問、現地産業に係る就業体験、自主研修プログラム、事後

研修、報告会    
担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２９０ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）特別支援学校アドバイザーの 

派遣等 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ２，１０５千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

特別支援学校の教育活動を支援するために、学校運営や障害特

性に応じた指導法等について助言を得られるよう、外部の専門家

を派遣するとともに、それぞれの専門家が参加する学校経営評価

会議を開催し、学校経営の適正な評価を行う。 

 

 

（内 容） 

 

１ 特別支援学校アドバイザーの派遣 

弁護士、大学教授、就労関係者等のアドバイザーを特別支援

学校５校へ派遣 

 

学校運営アドバイザー ２０回 

指導法アドバイザー  ９０回 

 

２ 学校経営評価会議 

カリキュラム・マネジメントを活用した学校経営評価を各学

校が実施するとともに、外部専門家として特別支援学校アドバ

イザーが参加する学校経営評価会議を実施 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２８９  
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）幼稚園における預かり保育の実施 草案頁 ４４頁 

予 定 額 ４８，８１９千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   

  多様な保護者のニーズに応じるとともに、より安心して子育て

ができるよう、市立幼稚園において預かり保育を拡充する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 実施園数 ２３園（全園実施） 

 

 ２ 実施内容 

   開園日 

    教育時間終了後～１７時 年間２００日 

 

   長期休業中 

    ９時～１７時 ４１日 

     １６→２３園 

 

    ９時～１２時 １０日（夏季のみ） 

      ７→ ０園 

  

 ３ 利用料 

   ２５０円／日（３時間まで） 

   ５００円／日（６時間まで） 

   ７００円／日（８時間まで） 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２９０  
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学校保健課題解決支援事業 草案頁 ４４頁 

予 定 額 ２，０００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  学校保健において多様化・深刻化する課題に対し、学校医が専

門医と連携をしながら解決を図る仕組みについて調査・検討す

る。 

 

 

（内 容） 

 

 〇学校保健課題解決支援のための検討 

 〇学校医を対象とした研修会実施 

担 当 課 指導部学校保健課        電話 ９７２－３２４５ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）ナゴヤ子どもいきいき学校づくり

の推進 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 １２，９８３千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

小・中学校の小規模校や過大規模校における課題を解決し、子

どもたちがいきいきと輝く良好な教育環境を目指して、学校統合

等を着実に推進する。 

 

 

（内 容） 

 

  統合の場所・校舎の配置・整備手法等の検討及び調査を行う。 

 

 

（参 考） 

 

令和元年５月１日現在の状況 

 

○小規模校 

 小学校 ７５校 

 中学校  ３校 

   

○過大規模校 

   小学校  ５校 

担 当 課 総務部教育環境計画室      電話 ９７２－３２８２ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）就学援助における入学準備金等 草案頁 ４４頁 

予 定 額 ６６６，８１５千円 

事業の概要 

 

（趣 旨）   

  就学援助の支給額について、入学準備金、学用品費等の支給単

価を増額する。 

 

 

（内 容） 

 １ 入学準備金 

  ○支給額 

   小学校１年生 ５０，６００→５１，０６０円 

   中学校１年生 ５７，４００→６０，０００円 

 

 ２ 学用品費等 

  ○支給額   

   小学校１年生   １３，１００→１３，２３０円 

   小学校２～６年生 １５，３５０→１５，５００円 

   中学校１年生   ２４，８００→２５，０４０円 

   中学校２～３年生 ２７，０５０→２７，３１０円 

  

３ 卒業アルバム代 

  ○支給額 

小学校６年生 実費額 

中学校３年生 実費額 

 

 

 

 

担 当 課 教務部学事課          電話 ９７２－３２１４  
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）稲武野外教育センターのトイレ 

改修 
草案頁 ４５頁 

予 定 額 ５４，０００千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

 

   老朽化した稲武野外教育センターのトイレの洋式化を実施す

る。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 整備箇所 

   第１本館、第３本館、多目的ホール、屋外トイレ 

 

 ２ 整備計画 

   令和２年度 工事  

 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２３１ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）私立高等学校授業料補助 草案頁 ４５頁 

予 定 額 ９９，１０４千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  私立高等学校に在籍する者に対して授業料の補助を行うこと

により、保護者負担の軽減を図る。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 対象者 

   愛知県の行う授業料補助（令和元年度）の対象範囲外の者 

 

 ２ 補助単価 

 

（１） 市県民税所得割額５４２，５００円未満 

  （年収約８６０～９７０万円） 

   年２６，０００→４２，０００円 

 

（２） 市県民税所得割額６９２，５００円未満 

  （年収約９７０～１，１３０万円） 

   年１５，０００→２５，０００円 

 

 

担 当 課 教務部学事課          電話 ９７２－３２１４ 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）部活動顧問派遣事業 草案頁 ４６頁 

予 定 額 １５７，８３０千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  部活動の充実・活性化を図るとともに、教員の多忙化解消のた

め、部活動時間中に教員顧問がいなくても、子どもを指導できる

部活動顧問を派遣する。 

 

 

（内 容） 

 

  派遣部数 小学校       ８部 

中学校 ２１８→２４５部 

 

 

 

 

担 当 課 
 生涯学習部スポーツ振興課    電話 ９７２－３２６１  

 生涯学習部生涯学習課    電話 ９７２－３２５１  

 

 



 

- 26 - 

令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）博物館の魅力向上に向けた 

基本構想の策定 
草案頁 ４８頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  博物館の機能更新を検討するにあたり、地域連携や民間ノウハ

ウの活用等を視野に入れながら、博物館の魅力向上に係る基本構

想を策定する。 

 

（内 容） 

 

 ○時代に即した展示機能の充実 

○収蔵機能の確保 

 ○機能的な施設配置及び博物館の魅力向上に資する敷地全体の

利用のあり方 

 

担 当 課  博物館総務課          電話 ８５３－２６５７  
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令和２年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）科学館Ｂ６型蒸気機関車の運搬、 

旧型客車の修復等 
草案頁 ４８頁 

予 定 額 ７７，７５４千円 

事業の概要 

 

（趣  旨）   

 

  科学館のＢ６型蒸気機関車について、活用方針を決定するまで

の間、現在の保管場所から移動させ、保管する。 

また、旧型客車及び供奉車を取得し、運搬及び展示に必要な修

復工事を実施するとともに展示等活用調査を実施する。 

 

 

（内  容） 

 

 ○Ｂ６型蒸気機関車の運搬、保管 

 ○旧型客車及び供奉車の運搬及び修復工事 

 ○旧型客車及び供奉車の展示等活用調査の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 科学館総務課          電話 ２０１－４４８０  
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）断夫山古墳の発掘調査 草案頁 ４９頁 

予 定 額 ２，５８６千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  愛知県最大の古墳で、志段味古墳群と密接に関わる国指定史

跡・断夫山古墳の特徴を学術的に解き明かすため、県市共同で発

掘調査等を実施する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 発掘調査の実施 

   史跡指定地外に広がる濠
ほり

・堤の範囲などを確認するため、発

掘調査を実施する。 

 

 ２ 調査検討委員会の開催 

   有識者等により構成される調査検討委員会を開催し、発掘調

査の指導を受ける。 

 

   

担 当 課 生涯学習部文化財保護室     電話 ９７２－３２６６  
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）科学館プラネタリウム機器の 

    更新等 
草案頁 ４９頁 

予 定 額 １７８，９６３千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

 

  新館開館から約１０年が経過したシステム機器の更新等を実

施する。 

 

 

（内 容） 

 

 ○プラネタリウム機器の更新 

  デジタル式プラネタリウム、デジタルパノラマシステム、 

立体音響システム 等 

 

○設備のメンテナンス 

  ドームスクリーンの点検補修等、座席のオーバーホール 
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令和２年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）科学館等のトイレ改修 草案頁 ４９頁 

予 定 額 １２８，４００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  科学館等について、トイレの洋式化等を実施する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 整備内容 

   トイレの洋式化、洗面器の自動水栓化、多目的トイレの多機

能化等 

 

 ２ 整備計画 

（１） 設計・工事 

令和２年度 美術館 

（２） 工事 

令和２年度 博物館、科学館 

担 当 課 

 博物館総務課          電話 ８５３－２６５７ 

 科学館総務課          電話 ２０１－４４８０ 

 美術館総務課          電話 ２１２－０００２ 
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令和 2年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（開設）科学館ノーベル賞受賞者 

顕彰施設 
草案頁 ４９頁 

予 定 額  

事業の概要 

 

（趣  旨） 

 

 愛知・名古屋ゆかりのノーベル賞受賞者の業績などを分かりや

すく伝える施設の整備に向けて、科学館サイエンスホールの改修

及び展示コンテンツの制作を愛知県と共同で実施し、令和２年度に

開設する。 

 

（内 容） 

 

 １ 場所 

   科学館生命館地下２階サイエンスホール内 

 

 ２ 規模  

約７２０㎡ 

 

 ３ 総事業費 

   約１０億円（愛知県の負担分約５億円を含む。） 

 

 ４ 開設時期 

   令和３年３月 

担 当 課 科学館総務課          電話 ２０１－４４８０ 

 

 



令和２年度主な施策等一覧（病院局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 磁気共鳴断層診断装置（ＭＲＩ）の購入 259,463 1
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令和２年度主な施策等一覧 
病院局 

事 項 
（拡充）磁気共鳴断層診断装置（ＭＲＩ） 

の購入 
草案頁 ８７頁 

予 定 額 ２５９，４６３千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 西部医療センターにおいて、診療体制の充実・強化を図るため、

磁気共鳴断層診断装置（ＭＲＩ）を増設するもの。 

 

２ 内 容 

２台→３台 

現在ある２台のＭＲＩ（１．５テスラ）に加え、より高精細な

画像を得ることができるＭＲＩ（３テスラ）１台を増設。 

  

３ 効 果 

 ・検査予約待ち日数の短縮 

 ・地域医療機関によるＭＲＩ利用枠の拡大 

 

（参考） 

ＭＲＩ…放射線を使用することなく、磁場と電磁波を用いて人体

の断面を撮影する医療機器 

 

 

 

 

  

担 当 課 管理部経理課    電話 ９７２－２６１８ 

 

 



令和２年度主な施策等一覧（交通局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 可動式ホーム柵の整備 5,522,908 1



 



－１－ 

 

令和２年度主な施策等一覧 
交 通 局 

事 項 （拡充）可動式ホーム柵の整備 草案頁 ９２頁 

予 定 額 ５，５２２，９０８千円 

事業の概要 

 

ホームからの転落等を防止するため、可動式ホーム柵の整備を

進めます。 

 

 

１ 名城線・名港線 

可動式ホーム柵の全駅設置等 

令和２年５月以降令和３年３月までに順次稼働 

 

（整備の概要） 

整備駅数  ３４駅（全駅） 

整備期間  平成２７年度～令和２年度 

 

 

２ 鶴舞線 

可動式ホーム柵の設置に向けた測量 

 

（整備の概要） 

整備駅数  １８駅（庄内緑地公園～平針） 

整備期間  令和２年度～令和８年度 

名鉄と共用している駅である上小田井、赤池は調整中 

 

   

 

   

担 当 課 電車部運輸課       電話 972-3935（内線3935）    
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